
 

 

 

 

 

 

明治大学  専門職大学院  

 

2022年 1月提出 リサーチペーパー 

 

 

 

題  名         宿泊税と自治体運営の考察 

 

 

               － 京都市を事例として － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガバナンス研究科 ガバナンス専攻 

 

 

 

指導教員名       木村 俊介 

 

 

本 人 氏 名       市野 修平 

 

受 付 2022年 1月 

修士学位(専門職)請求論文 

専門職大学院事務室 



【要旨用表紙】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿泊税と自治体運営の考察 

－ 京都市を事例として － 

【要旨】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガバナンス研究科 ガバナンス専攻 

2022 年 3月修了 

市野 修平 

 

 

 



論文の要旨 

 本稿は、宿泊税が「宿泊客の動向や宿泊事業者の事業活動にマイナスの影響を及ばす

のか」という課題設定を行い、定量的データ等を基に分析及び考察を行ったものである。 

 宿泊客の動向について、宿泊客数と観光消費額から多面的に分析した結果、課税によ

るマイナスの影響は限定的であった。一方、簡易宿所の宿泊客は、現在の税率を高いと

感じており、次回以降「京都離れ」が起きる可能性も示唆された。 

 半数以上の簡易宿所が、導入後に宿泊料金を値引きしている実態も明らかになった。

経営状態が悪化しており、宿泊税が激しい市場の競争に追い打ちをかけるように重い負

担になっていた。 

 行政側は、宿泊税を財政効果が高く、貴重な財源と位置付けている。導入に際しては、

財政需要の充足など多様な観点から検討することが求められる。京都市の場合は、簡易

宿所が多いため、財源確保とのバランスを考慮しつつ、税率の見直しを検討することも

必要と考えられる。また、宿泊客が再訪し、地域全体が活性化されるために使途の妥当

性と透明性を高め、官民一体で周知していくことが肝要になろう。 
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第 1章 研究の概要 

1-1 研究の背景と目的 

本稿は、法定外税の税目の一つである「宿泊税」に焦点を当て、宿泊客の動向や宿泊

事業者の事業活動に及ばす影響を分析する。 

新型コロナウイルス感染症の拡大前、訪日外国人旅行客は増加し続け、都市圏だけで

なく地方にも人の流れが及びつつあり、受け入れ環境の整備や観光公害の対処が課題と

なっていた。 

前田（2019）は、観光振興に係る費用を「①観光客を増やすための施策（観光資源・

施設・受け入れ環境の拡充）に必要となる費用、②観光客がもたらす一般的な行政需要

（住民も利用する公共施設・サービス、混雑減少への対応）」に係る費用」と整理して

いる1。継続的な観光振興を図っていくには、多額の財源が必要となるが、少子高齢化、

公共施設やインフラの老朽化により、受け入れ先の自治体財政に余裕はなく、一般財源

から潤沢な資金を投入することは困難な状況にある。そこで、観光振興の新たな財源と

して宿泊税に期待が集まっている。 

宿泊税の導入に際しては、特別徴収義務者となる宿泊事業者との対立も珍しくない。

特に低廉な宿泊施設から宿泊・観光需要の減少、税の使途、事務負担の懸念などが示さ

れている。中でも、需要減少について、飯田、前田（2019）は「導入前後の宿泊者数動

向に変化がないことをもって、税導入の影響は軽微であるとする主張が散見される」と

している2。需要分析の指標として「宿泊客数」を設定しているが、その言葉は多義的で

ある。宿泊客数は、宿泊した人数の累計である「延べ宿泊客数」、宿泊した人数の実数

である「実宿泊客数」に分解でき、実宿泊客数に宿泊日数を乗じることで、延べ宿泊客

数を表すことができる。延べ宿泊客数だけでは、実宿泊客数が減少した（増加した）の

か、宿泊日数が減少（増加した）したのか、一面的で判別できない。宿泊客数に変化が

見られない場合においても、安価な宿泊施設や宿泊プランを求めて、消費行動を変える

ことも考えられ、お土産代等も含めた買い控えが発生し、他の消費に影響を与えている

かもしれない。また、宿泊客の動向に著しい変化がないとしても、その要因は宿泊事業

者の自助努力の可能性がある。宿泊料金を実質的に値下げし、総額を据え置くことも想

定でき、サービスの質や持続的な経営を阻害していることも考えられる。 

その為、本稿において以下の 2点を課題として設定する。第 1に「宿泊客の動向や宿

泊事業者の事業活動にマイナスの影響を与えていないか」、第 2 に「課題する自治体が

留意すべきこと何か」という点である。これらの点につき、定量データの分析並びに関

係者に対する取材及び論点整理等からなる社会調査に基づき、考察を行うこととする。 

 
1 前田高志（2019）、p.223 
2 飯田泰之、前田順一郎（2019）、p.10 
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1-2 研究の方法 

 宿泊客数、観光消費額、宿泊事業者の事業活動への影響の分析には、2018年 10月に

宿泊税を導入した京都市を研究対象として、京都市の観光統計データ、簡易宿所の団体

である京都簡易宿所連盟から得られたデータを用いて、補完的にインタビュー調査を実

施する。今回、京都市を選定したのは次の 2点である。 

1点目は、ビジネスより観光地の側面が強いことである。宿泊税は、東京都、大阪府

などの大都市でも導入されているが、出張等によるビジネス客も混在しており、宿泊客

の質が異なる。今後導入が活発に議論されることが想定される観光地かつ市町村に絞る

ことにした。 

2点目は、統計データが整備されていることである。観光に関する統計データは、自

治体間で調査方法に差異が大きく、基礎的な項目が調査されていないことも間々ある。

京都市は、延べ宿泊客数、実宿泊客数、平均宿泊日数、観光消費額が網羅されているた

め、分析可能と判断した。 

本稿におけるデータ収集、分析、考察の対象は、新型コロナウイルス感染症の影響を

受けていない 2019 年度までとする。それ以降、宿泊需要が大幅に減少しているため、

導入前後の比較が困難であることに加えて、感染が収束し、平時の状況に近づけば、本

稿における分析は汎用性があるものと考える。幸いにも、京都市は 2018年 10月に条例

施行となっており分析に値すると考えた。 

 

1-3 論文の構成 

本稿は、全 5章で構成される。第 2章では、近年、宿泊税が活況になっている背景を

述べる。第 3 章では、宿泊税の導入に際してのステークホルダーや論点の整理を行う。

第 4章では、京都市の事例研究を通じて、宿泊客の動向や宿泊事業者の事業活動に与え

る影響を分析する。第 5章では、事例研究の分析結果を整理し、自治体が留意すべき事

項を考察する。 
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第 2章 宿泊税が活況の背景 

 本章では、近年、宿泊税が活況になっている背景を整理する。 

2-1 宿泊税の税収 

 宿泊税は、自治体が条例で制定する法定外税の税目の一つである。法定外税は、使途

を定めておらず、一般経費に充てるための法定外普通税と、使途が決められており、特

定の費用に充てるための法定外目的税に分けられ、宿泊税は後者に分類される。 

 宿泊税の導入自治体の税収は表 1の通りである。現在、3都府県 5市町で導入されて

おり、税収は 2019年度ベースで 3～42億円の幅となっている。図 1、2は、先行して導

入している東京都と大阪府の宿泊税の税収推移である。東京都は 2002 年度が 5.0 億円

に対し、2019 年度は 27.1 億円となっている。大阪府は 2017 年度に 7.7 億円に対し、

2019年度は 12.4億円となっている。リーマンショックや東日本大震災の影響で減収と

なっている時期はあるが、導入直後よりも安定的に伸びていると言える。 

 

表 1：宿泊税の導入自治体の税収・税収見込み 

 
出典：各自治体の令和元年度決算カードを基に筆者作成 

※北海道倶知安町、福岡県、福岡市、北九州市は、平年度の税収見込み額 

 

 

 

 

 

 

 

自治体 税収

東京都 27.1億円

大阪府 12.4億円

京都府京都市 42.0億円

石川県金沢市 7.7億円

北海道倶知安町 3.8億円※

福岡県 15.0億円※

福岡県福岡市 18.2億円※

福岡県北九州市 3.0億円※
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図 1：宿泊税の税収推移（東京都） 

 

出典：東京都「決算カード」を基に筆者作成 

 

図 2：宿泊税の税収推移（大阪府） 

 

出典：大阪府「決算カード」を基に筆者作成 

 

 

 

 

 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

税
収
（
千
円
）

宿泊税の税収推移（東京都）

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

2017年 2018年 2019年

税
収
（
千
円
）

宿泊税の税収推移（大阪府）



5 

 

2-2 宿泊税の導入時期 

 各自治体の導入時期は表 2の通りである。我が国では、2002年 10月に初めて東京都

で導入された。その後、しばらく導入する自治体は見られなかったが、大阪府が 2017年

1月に導入以降、2018年 10月に市区町村で初めて京都市、2019年 4月に金沢市、同年

11 月に北海道倶知安町、2020 年 4 月に福岡県、福岡市、北九州市と、この 4 年の間に

導入が相次いでいる。  

 

表 2：宿泊税の導入時期 

 

出典：総務省「法定外税の実施状況」を基に筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治体 導入時期

東京都 2002年10月

大阪府 2017年1月

京都府京都市 2018年10月

石川県金沢市 2019年4月

北海道倶知安町 2019年11月

福岡県 2020年4月

福岡県福岡市 2020年4月

福岡県北九州市 2020年4月
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高坂の整理（表 3）では、6 道県 18 市町村の計 24 自治体で、首長が検討を表明、ま

たは検討会議が設置するなど導入に向けた議論がなされている。2016年から 2020年に

かけて活発に検討されており、前述の導入時期とほぼ一致している。また、検討してい

る自治体は人口規模を問わず、観光産業が盛んな地域に多い特徴が確認できる。 

 

表 3：宿泊税の検討自治体 

 

出典：高坂昌子「持続可能な観光振興に向けた地域独自財源の在り方」を基に筆者作成 

 

自治体 検討時期

千葉県千葉市 2016年

北海道 2017年

宮城県 2018年

神奈川県箱根町 2018年

静岡県熱海市 2018年

島根県松江市 2018年

大分県由布市 2018年

北海道富良野町 2019年

北海道札幌市 2019年

北海道函館市 2019年

北海道小樽市 2019年

北海道美瑛町 2019年

宮城県仙台市 2019年

山梨県 2019年

栃木県日光市 2019年

長野県 2019年

長野県白馬村 2019年

奈良県奈良市 2019年

広島県 2019年

長崎県長崎市 2019年

長崎県佐世保市 2019年

沖縄県 2019年

沖縄県豊見城市 2019年

北海道ニセコ町 2020年



7 

 

2-3 国の観光政策と訪日外国人旅行客 

 近年、宿泊税の議論が盛んになっている背景には、訪日外国人旅行客の急増がある。

図 3は、訪日外国人旅行客の推移である。 

 2003年は、我が国における「観光立国元年」とされる。小泉純一郎総理大臣（当時）

は、施政方針演説で訪日外国人旅行客を 2010年に倍増させる目標を発表した3。2002年

の日本人の海外旅行者は 1652 万人に対し、訪日外国人旅行客は 524 万人に留まってお

り、この乖離の解消を重要な政策課題とした。2006 年には観光立国推進基本法が成立

し、観光立国の実現が国家戦略に位置付けられ、総合的かつ計画的な推進のため、観光

立国推進基本計画の策定が義務付けられた。また、2008年に観光庁が発足し、推進体制

を強化した。訪日外国人旅行客が 1000万人に達成した 2013年には、第二次安倍内閣の

下で「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」がまとめられ、2000万人の高み

を目指すとした。観光プロモーションの強化、ビザの緩和、LCCの就航増便など加えて、

経済対策による円安の加速、新興国の経済成長が追い風となり、2016 年に 2000 万人、

2018 年に 3000 万人と想定を上回るペースで増え続け、2019 年には過去最高の 3188 万

人を記録している。 

 

図 3：訪日外国人旅行客と日本人海外旅行者の推移 

 

出典：国際観光振興機構「月別・年別統計データ」を基に筆者作成 

 

 
3 第 156回国会施政方針演説（2003年 1月 31日） 
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2-4 地方創生と観光  

 2014年 5月に発表した日本創生会議の報告書では、出産適齢の若年女性が 2040年ま

でに 5 割以上減少する自治体は 896 に達し、将来的に消滅の可能性があるとした4。そ

こで、地方の再興のため、観光をポテンシャルが高い分野の一つに位置付け、地域固有

の資源を活かした観光による雇用創出が重要とされる提言がなされた。また、交流人口

を獲得して地域活性化を図るため、魅力ある地域づくりが必要とした5。 

この流れも踏まえて、2014年 9月に発足した「まち・ひと・しごと創生本部」で策定

された総合戦略では、東京一極集中を是正し、地方における安定した雇用を創出するた

め、観光をポテンシャルの高い成長産業とし、訪日外国人旅行客の観光消費額を 3兆円、

観光分野の雇用者数を 8 万人創出とする KPI6が設定された。ゴールデンルート7から波

及した広域観光周遊ルートの形成、Wi-Fiや多言語表示などの受け入れ環境整備、地域

資源を活かした観光地域づくり、交通ネットワークの円滑化など一体的に整備していく

とされた。 

訪日外国人旅行客の流れは、地方にも確実に及びつつある。2回目以上訪問している

訪日外国人旅行客のリピーターは、中国を除き、1回目と比較して地方部8に訪れる割合

が高くなっている（図 4）。また、延べ宿泊客数は地方部で 4309 万泊となり、3 年連続

で増加率が 10％を上回っている（図 5）。 

 

図 4：訪問回数別地方部の延べ訪問率（観光・レジャー目的） 

 

出典：観光庁「令和元年訪日外国人消費動向調査【トピックス分析】」、p.9 

 

 

4 日本創生会議・人口減少問題検討分科会（2014）、p.14 
5 同上、p.37、p44 
6 Key Performance Indicatorの略。重要業績評価指標 
7 東京、富士山、箱根、名古屋、京都、大阪府を結ぶ旅行客に人気のルート 
8 三大都市圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、愛知県、京都府、大阪府）以外

の道県を指す 
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図 5：地方部における延べ宿泊客数の推移 

 

出典：観光庁「令和元年宿泊旅行統計調査」、p.9 
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第 3章 宿泊税導入に際しての論点 

 本章では、宿泊税を導入するためのステークホルダーと論点を明確にする。 

3-1 ステークホルダーの整理 

 宿泊税導入のステークホルダーは、次の 4者と整理することができる。 

最初に国である。法定外税である宿泊税の導入に際しては、総務大臣の同意が必要で

ある9。2000 年 4 月の地方分権一括法の施行により、許可制から同意を要する協議制と

なり、新たに法定外目的税が創設された。同時に国の関与も縮減され、次の 3点に該当

しなければ、総務大臣は同意しなければならないことになっている。①国税又は他の地

方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重となること、②地方団体間

における物の流通に重大な障害を与えること、③国の経済施策に照らして適当でないこ

と10。宿泊税については、最初に東京都が導入する際に「（同税の実施にあたり）関係者

の十分な理解が得るように努められたい」との意見が付されている11が、協議を申し出

て同意を得られなかったケースは見当たらない。 

 次に納税義務者となる住民や企業である。法定外税においては、東京都豊島区の放置

自転車等対策推進税（2006年 7月廃止）、不同意となった横浜市の勝馬投票券発売税な

ど、特定の事業者を狙った課税に対する批判がある。神奈川県の臨時特例企業税では、

2001 年 6 月に総務大臣の同意を得られたが、いすゞ自動車が訴訟を起こし、最高裁ま

で争われる事態となった。宿泊税については、納税義務者である宿泊客は主に域外の住

民となるため、地域の会費的性格をもつ負担分任性の原則に反し、租税の輸出に繋がる

という指摘がある一方、域内の住民からの大きな反発は見られない。 

 続いて議会である。宿泊税の場合、自治体が独自に条例を制定することになり、議会

での審議・議決が必要となる。これまで、宿泊税の条例案が否決されたケースは見当た

らないが、法定外目的税のため、税の使途を明確にすることや、条例施行の一定期間後

に効果を検証し、必要な措置を講じる付帯決議が設けられることがある。 

 最後に宿泊事業者である。詳細は後述するが、宿泊税は納税義務者に代わって宿泊事

業者が税を徴収し、納入する特別徴収制度が採用されている。その為、宿泊事業者の事

務負担が増加し、強い不満が寄せられるケースが少なくない。宮城県や奈良県奈良市は、

宿泊関連団体から強い反対が示され、見送り・条例案の取り下げに至っている。 

 

 

 

 
9 地方税法第 259条、第 669条、第 731条 
10 地方税法第 261条、第 671条、第 733条 
11 時任敦（2017）、p.19 
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3-2 宿泊・観光需要の減少 

 宿泊税導入の議論で懸念が示されるのは、課税することで宿泊・観光需要にマイナス

の影響を与えることである。現在、宿泊税は全国 1788自治体うち、8自治体しか導入さ

れていないため、課税していない自治体に宿泊先を変更したり、課税している自治体で

宿泊日数を減らしたりすることが不安視される。宿泊客の中でも、特に低廉な宿泊施設

に泊まる宿泊客には注意が必要とされる。それは痛税感があり、逆進性があるためであ

る。宿泊税の税率は、現在のところ多くの自治体が段階的な定額制を採用している。金

沢市の税率を例にすると、2 万円未満は 200 円、5 万円以上は 500 円と 2 段階の区分と

なっている。簡易宿所のドミトリーの相場は 2000～3000 円とされているが、この場合

の税額は 200 円となり、宿泊料金に占める割合は 7～10％になる。一方、1 万円のホテ

ル等に宿泊した場合、同じく税額は 200円となり、宿泊料金に占める割合は 2％となる。

消費能力の高低で 200円の痛税感は異なり、消費能力が高い人ほど、多くの税を納める

垂直的公平に反するため、これらの不満から課税している自治体を敬遠する恐れがある。 

また、飯田・前田（2019）は、宿泊客数のみで宿泊税の影響を判断することに警鐘を

鳴らしており、宿泊施設や観光施設の経営努力・負担で需要減少を食い止めている可能

性があると主張している12。西川（2019）は、訪日外国人旅行客の消費について買い物

と他の支出先は競合関係にあると指摘している13。宿泊客数に限らず、観光消費額も含

めた多面的な分析が必要であることを示唆している。 

 

3-3 税の使途 

 目的税である以上、宿泊税の使途についても、導入の論点の一つである。大阪府観光

客受入環境整備の推進に関する調査検討会議の報告書（2015）では、「納税者（宿泊者）

に対する説明責任として、法定外税がどのような事業に充当されたのかなど、使途の透

明性の観点から十分な説明に努められたい。」、「法定外目的税は、新たな行政需要に対

応する必要から徴収するものである。従って、具体的な施策への財源充当にあたっては、

その導入趣旨に十分鑑み、これまで取組んできた事業へ財源を振替えるのではなく、大

阪の観光振興に係る施策の柱に基づき、状況に応じた優先度をよく検討のうえ、必要と

判断された事業に充当されたい。」としており14、使途の透明性と妥当性について熟議す

るように要請している。また、京都市宿泊税の答申案に係るパブリックコメント（2017）

では、主な意見として「税収について、市民及び観光客双方の満足度を高めるような施

策に充てるべきである。」、「税収の使い道を明確にし、具体的にどのような事業に充て

 
12 飯田泰之、前田順一郎（2019）、p.10 
13 西川浩平（2019）、p.23 
14 大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議（2015）、p.26 
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たか広く知らせるべきである。」、「税収について、文化の振興や文化財の保護，町家の

保全に充てるべきである。」、「税収について、伝統産業を振興する事業に充てるべきで

ある。」等、使途に関する意見が全体の 18.4％と占めており15、課税客体に次いで多く、

住民の関心が高い事項である。例えば、大阪府では観光客と地域住民相互の目線に立っ

た受入環境整備の推進、魅力向上・戦略的なプロモーションの推進に活用する方向性の

もと、様々な事業に充当されており、宿泊税の活用事業については、ホームページに毎

年掲載されている。 

 

3-4 宿泊事業者の事務負担 

 宿泊税の場合、宿泊事業者が税金を徴収する特別徴収となっており、その事務負担に

は配慮が必要となる。特別徴収義務者は、帳簿を作成し、毎月月末までに前月分の預か

った税金を申告納入しなければならない。一定の要件を満たす場合には、3ヶ月分をま

とめて納入する特例があり、宿泊事業者の負担軽減策が設けられている。申告納入事務

のほか、宿泊客への説明業務も無視することができない。宿泊税は、宿泊予約サイト上

で、宿泊料金と宿泊税を区分けして決済できるシステムになっておらず、内税方式で宿

泊料金に含めない場合、宿泊税は現地で支払うことになる。宿泊税を知らない場合は、

宿泊施設の係員が説明をしなければならない。説明に十分な理解が得られず、トラブル

に発展して低評価のレビューになってしまうと、客入りに直結しかねないため、説明業

務は宿泊事業者の心労となる。大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議

の最終報告（2015）では、「納税者（宿泊客）や特別徴収義務者（宿泊施設事業者）に対

しては、税の趣旨、制度について十分な理解を得るように丁寧な説明を行うとともに、

税の徴収開始時期については、各方面に対する周知はもちろんのこと、宿泊施設事業者

の会計システムなどの準備や旅行業者の商品造成サイクルなども斟酌し、必要な期間を

確保のうえ、現場で混乱が起こらないようにされたい。」とされており16、ホームページ

での掲出や宿泊施設でのポスター掲示などを通じ、周知・徹底が図られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
15 京都市（2017）、pp.1-2 
16 大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議（2015）、p.26 
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第 4章 事例研究（京都市） 

4-1 導入の経緯・背景 

京都市は、2003年から「国家戦略としての京都創生」を掲げ、観光立国の実現のため、

京都が有する伝統文化、景観、自然、観光など、国と一体となって磨き上げてきた。建

物の高さや色彩、屋外広告物の規制を強化した新景観対策、人と公共交通優先の「歩い

て楽しいまちづくり」の推進、観光客の受け入れ整備や新たな魅力の創出など、京都固

有の資源も活かした観光振興に継続的に取り組んでいる。 

その結果、京都を訪れる観光客は増加し続けている（図 6）。2015年には 5684万人に

達し、それ以降も 5000万人台を維持している。観光消費額は、2016年に 1兆円に到達

し、2019 年に過去最高の 1.2 兆円となっている（図 7）。英国の有力雑誌「ワンダーラ

スト」の読者投票では、ベストシティ部門において、2020 年まで 6 年連続でベスト 10

入りし、米国の権威ある旅行雑誌「コンデ・ラスト・トラベラー」の読者投票ランキン

グでも、世界の魅力的な都市で第 1位に輝いており、世界的に高い評価を獲得している。 

 

図 6：京都市観光客数の推移 

 

出典：京都市「令和 2年（2020年）観光客の動向等に係る調査」、p.5 
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図 7：京都市観光消費額の推移 

 

出典：京都市「令和 2年（2020年）観光客の動向等に係る調査」、p.5 

 

観光客が急増したことで道路の渋滞、私有地への侵入や無断撮影等のマナー違反、違

法民泊、バスや地下鉄の混雑、多言語の対応、宿泊施設や担い手の不足など、新たな問

題が顕在化した。京都市の調査では、「京都に訪れて残念なことがあった」と回答した

日本人は 4 割以上となっており、その理由として最も多いのが「人が多い、混雑」、次

いで「マナー」、「電車、バスなどの公共交通機関」の順となっている17。観光客の満足

を損なうだけでなく、住民の日常生活にも深刻な影響を及ぼしていたため、喫緊の課題

として対処に迫られていた。 

行政サービスの拡充には、多額の財源が必要となるが、京都市の財政は逼迫している。

歳入では、他の政令指定都市と比較し、市民一人あたりの市税収入は 1.4万円少なくな

っている18。市税の主たる税目である固定資産税が少ないのは、低層の建物や古い家屋

の評価額が低く、課税されない寺社仏閣や大学が多いことが要因である。大学が集積し

ていることで、学生が多いことは個人住民税の少なさにも影響している。京都特有の魅

力が、税収面では弱みになっていると言える。歳出では、無料もしくは低額の料金で市

バスや地下鉄が利用できる敬老乗車証制度、保育士の独自の加配など、全国トップレベ

ルの福祉サービスの提供に加えて、職員の給与水準を示すラスパイラレス指数は、政令

指定都市で 4 位の高い水準となっている19。将来の借金返済に充てる公債償還基金を取

 
17 京都市（2019）『京都観光総合調査』、p.31 
18 第 1回京都市住みたい・訪れたいまちづくりに係る財源の在り方に関する検討委員

会（2016）、資料 6 
19 総務省（2020）、p.2 
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り崩し、予算編成を長らく続けている望ましくない状態であった20。 

 そこで、京都市は、職員数の削減や徴収率の向上など行財政改革を断行してもなお、

財政状況が厳しい状況として、観光振興に係る費用に充当する新たな財源を模索するこ

とにした。 

2016年 3月に策定した「はばたけ未来へ！京プラン」後期実施計画では、「必要な施

策を実施するための自主財源の確保、政策実現のための誘導、本市の特性に応じた公平

な税制の確立に向けて、入洛客への新たな負担のあり方や超過課税等といった課税自主

権の活用を検討します。」 と示されている21。これを受けて、同年 8 月に有識者、団体

代表、市民公募委員から構成される「京都市住みたい・訪れたいまちづくりに係る財源

の在り方に関する検討委員会」が発足され、全 7回の会議が開催された。検討委員会で

は、行政サービスの受益と負担の観点から、観光客にも負担を求めることは合理的とい

う方針のもと、課税客体として「駐車場への駐車」、「宿泊」、「別荘の所有」の行為を中

心に具体的な議論がなされた。関係団体へのヒアリング、パブリックコメントで寄せら

れた意見も踏まえ、2017 年 8 月に「宿泊税が適当」とされる答申が提出された。その

後、同年 9 月に市議会に京都市宿泊税条例案が提案され、同年 11 月に可決。2018 年 2

月に総務省の同意を得て、準備期間を設けた後、同年 10月に施行された（表 4）。 

 

表 4：条例施行までの過程 

 
出典：京都市「宿泊税の検討の経過」を基に筆者作成 

 

 

 
20 第 1回京都市持続可能な行財政審議会（2020）、資料 6、p.5 
21 京都市（2016）、p.84 

年月 内容

2016年年3月 「はばたけ未来へ！　京プラン」後期実施計画を策定

2016年8月～12月 第1回～第3回の検討委員会

2017年2月 第4回の検討委員会で関係団体にヒアリング

2017年3月～5月 第5回～第6回の検討委員会

2017年5月～6月 パブリックコメントの実施

（応募者125名、意見数337件）

2017年7月 第7回検討委員会

2017年8月 答申を提出

2017年9月 市議会に条例案を提出

2017年11月 条例案が成立

2018年2月 総務大臣の同意

2018年10月 条例を施行
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4-2 制度設計の特徴 

表 5、6は、各自治体の宿泊税の税率と課税対象施設の一覧である。京都市の特徴は

「課税範囲が広く、税額が高い」と言うことができる。 

京都市が導入する以前は、2002年 10月に東京都、2017年 1月に大阪府が先行して

導入している。これらと比較すると東京都は 1万円未満、大阪府は 7000円未満を免税

としているが、京都市は免税点を設定していない。また、京都市の税率は、2万円未

満は 200円、2万円以上は 5万円、5万円以上は 1000円の 3段階の設計となってお

り、最下位を 200円、最上位を 1000円としている。東京都は 3段階のうち、最下位が

0円、最上位が 200円となっている。大阪府は 4段階のうち、最下位が 0円、最上位

が 300円となっており、京都市の税額は最下位、最上位ともに高く設定している違い

が浮かび上がる。対象施設についても、旅館業法に規定するホテルまたは旅館に限定

せず、簡易宿所、住宅宿泊事業を営む施設（民泊）と、すべての宿泊施設を対象とし

ている。免税点を設けず、税額の最下位を 200円にしたことは、京都市以降に続いた

金沢市、福岡県など多くの自治体に共通することであり、その影響は大きいと言え

る。 

 
表 5：宿泊税の制度設計（税率） 

 
出典：各自治体のホームページを基に筆者作成。自治体は導入した順 

※1大阪府は、2019年 6月から 1万円未満から 7000円未満に免税点を変更 

※2福岡県は、北九州市、福岡市以外の市町村に宿泊した場合の税額 

※3福岡市、北九州市に宿泊した場合、表の税額に県税の 50円が加算 

 

表 6：宿泊税の制度設計（課税対象施設） 

 
出典：各自治体のホームページを基に筆者作成。自治体は導入した順 

 

税額 東京都 大阪府※1 京都市 金沢市 倶知安町 福岡県※2 福岡市※3 北九州市※3

7000円未満 0円 0円 200円 200円 200円 150円 150円

7000円以上 0円 100円 200円 200円 200円 150円 150円

10000円以上 100円 100円 200円 200円 200円 150円 150円

15000円以上 200円 200円 200円 200円 200円 150円 150円

20000円以上 200円 300円 500円 500円 200円 450円 150円

50000円以上 200円 300円 1000円 500円 200円 450円 150円

宿泊料金

の2％

東京都 大阪府 京都市 金沢市 倶知安町 福岡県 福岡市 北九州市

ホテル 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

旅館 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

簡易宿所 平成29年7月 〇 〇 〇 〇 〇 〇

特区民泊 平成29年7月 ／ ／ ／ ／ ／ 〇

民泊 平成30年10月 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治体

対象施設
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4-3 宿泊客の動向に及ばす影響 

4-3-1 導入前の需要減少の議論 

宿泊税の議論で懸念事項として必ず挙がるのは、宿泊・観光需要の減少である。 

 導入前、2017年 2月に実施した検討委員会による日本ホテル京都支部へのヒアリン

グでは「今回導入を検討されていらっしゃる宿泊税というのは、明らかにお客様にと

ってはデメリットの部分が大変大きくなるということです。宿泊税を課税されるホテ

ルとされないホテルを比較した場合、どちらを選ばれるかというと、やはり課税され

ないところを選ばれる可能性が大きくなりますので、ホテルそのものを敬遠するとい

う可能性があります。」という発言があり22、宿泊客が他の都市に流れる警鐘が鳴らさ

れている。 

また、宿泊税の条例案提出を契機として 2017年 9月に結成された京都簡易宿所協議

会（現・京都簡易宿所連盟）は、陳情活動を行っている。同年 10月には、10日間で

941名の宿泊客から税率を見直すことに賛同した署名が集められている。また、同月

実施の簡易宿所の経営者対象の調査では、宿泊税条例案の税額見直しを 108名の経営

者が全員希望と回答している。一方、宿泊税の導入には 56％が賛意を示しており、宿

泊税の導入自体には一定理解が得られているが、「宿泊料金が低額であるほど、宿泊料

金に占める割合が高い」制度は不公平とする報告書を市長、市議会に提出している。 

 

4-3-2 宿泊客数（延べ宿泊客数、実宿泊客数、平均宿泊日数） 

 導入後の宿泊客および消費動向を分析する。宿泊客数を「延べ宿泊客数」、「実宿泊

客数」、「平均宿泊日数」に細分化し、多様な視点から分析を試みる。統計データは、

京都観光総合調査を基にしているが、2019年 1月以降に集計方法を変えており、2018

年 10月～12月の累計した数字で分析を行った。 

 

延べ宿泊客数（表 7）について、宿泊税が導入された 2018年 10月の延べ宿泊客数

は 235万人となっており、前年の 228万人より増加している。また、2018年 10月か

ら 12月の累計は 694万人で、前年の 635万人を上回っている。3ヶ月間、前年を下回

った月は見られない。 

 

 

 

 

 

 
22 京都市（2018）、p.25 
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表 7：延べ宿泊客数（千人） 

 
出典：京都市「京都観光総合調査」を基に筆者作成 

 

実宿泊客数（表 8）について、2018 年 10 月の実宿泊客数は 147 万人となっており、

前年の 145万人よりわずかに増えている。2018年 10月から 12月の累計は 435万人で、

前年の 408万人を上回っている。3ヶ月間、前年を下回った月は見られない。 

 

表 8：実宿泊客数（千人） 

 

出典：京都市「京都観光総合調査」を基に筆者作成 

 

平均宿泊日数（表 9）について、2018年 10月の宿泊日数は宿泊客一人あたり 1.60泊

となっており、前年の 1.57泊をわずかに上回っている。2018年 10月から 12月の累計

は 1.60泊で、前年の 1.56泊をわずかに上回っている。3ヶ月間、前年を下回った月は

見られない。 

 

表 9：平均宿泊日数（泊） 

 

出典：京都市「京都観光総合調査」を基に筆者作成 

 

 

月 2018年 前年 前年比 増減率

10月 2,354 2,283 71 3%

11月 2,533 2,217 316 14%

12月 2,054 1,856 198 11%

計 6,941 6,356 585 9%

月 2018年 前年 前年比 増減率

10月 1,472 1,452 20 1%

11月 1,585 1,444 141 10%

12月 1,293 1,186 107 9%

計 4,350 4,082 268 7%

延べ宿泊客数 実宿泊客数 平均宿泊日数

10月 2,354 1,472 1.60 1.57 0.03

11月 2,533 1,585 1.60 1.54 0.06

12月 2,054 1,293 1.59 1.56 0.02

計 6,941 4,350 1.60 1.56 0.03

月
2018年

前年 前年比
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 次に簡易宿所に宿泊した外国人に絞って分析を行っていく。 

 延べ宿泊客数（表 10）について、2018 年 10 月の延べ宿泊客数は 28 万人となってお

り、前年の 11万より大幅に増加している。また、2018年 10月から 12月の累計は 90万

人で、前年の 35 万人を大幅に上回っている。3 ヶ月間、前年を下回った月は見られな

い。 

 

表 10：簡易宿所に宿泊した外国人の延べ宿泊客数（人） 

 

出典：京都市「京都観光総合調査」を基に筆者作成 

 

実宿泊客数（表 11）について、2018年 10月の実宿泊客数は、12万人となっており、

前年の 4万人より大幅に増えている。2018年 10月から 12月の累計は 41万人で、前年

の 14万人を大幅に上回っている。3ヶ月間、前年を下回った月は見られない 

 

表 11：簡易宿所に宿泊した外国人の実宿泊客数（人） 

 

出典：京都市「京都観光総合調査」を基に筆者作成 

 

平均宿泊客数（表 12）について、2018 年 10 月の宿泊日数は宿泊客一人あたり 2.24

泊となっている。前年の 2.58泊をわずかに下回っている。2018年 10月から 12月の累

計は 2.19泊で、前年の 2.46泊をわずかに下回っている。3ヶ月間、前年を上回った月

は見られない。 

 

 

 

 

 

月 2018年 前年 前年比 増減率

10月 279,599 110,166 169,433 154%

11月 395,931 131,194 264,737 202%

12月 226,565 106,622 119,943 112%

計 902,095 347,982 554,113 159%

月 2018年 前年 前年比 増減率

10月 124,565 42,750 81,815 191%

11月 179,894 59,401 120,493 203%

12月 107,265 39,366 67,899 172%

計 411,724 141,517 270,207 191%
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表 12：簡易宿所に宿泊した外国人の平均宿泊日数 

 

出典：京都市「京都観光総合調査」を基に筆者作成 

 

4-3-3 観光消費額（日本人、外国人） 

 前項に引き続き、宿泊客一人あたりの観光消費額を日本人と外国人に分けて分析する。

同じく統計データは京都観光総合調査を基にし、宿泊客の需要を調査するため、対象を

宿泊客に限定し日帰り客は除外とした。 

 

 日本人宿泊客の一人あたりの平均観光消費額（表 13）は、宿泊税が導入された 2018

年で合計 5.3万円となっており、前年の 4.2万円より大きく増加している。内訳を見る

と、2018 年の宿泊代は 2.0 万円となっており、前年の 1.4 万円より大きく増加してい

る。宿泊代の伸び率が 41％と最も大きく、すべての項目で前年を上回っている。 

 

表 13：日本人宿泊客一人あたりの平均観光消費額（円） 

 

出典：京都市「京都観光総合調査」を基に筆者作成 

 

 外国人宿泊客の一人あたりの平均観光消費額（表 14）は、2018 年で合計 6.4 万円と

なっており、前年の 5.7万円より増加している。内訳を見ると、2018年の宿泊代は 2.4

万円となっており、前年の 2.2万円を上回っている。その他（体験費用等）の伸び率が

134％と著しく大きく、すべての項目で前年を上回っている。 

 

延べ宿泊客数 実宿泊客数 平均宿泊日数

10月 279,599 124,565 2.24 2.58 -0.33

11月 395,931 179,894 2.20 2.21 -0.01

12月 226,565 107,265 2.11 2.71 -0.60

計 902,095 411,724 2.19 2.46 -0.27

月
2018年

前年 前年比

項目 2018年 前年 前年比 増減率

市内交通費 4,473 3,741 732 20%

宿泊代 19,555 13,851 5,704 41%

買物代 11,737 10,380 1,357 13%

飲食費 12,518 9,967 2,551 26%

入場料・拝観料 2,852 2,522 330 13%

その他（体験費用等） 1,660 1,430 230 16%

合計 52,795 41,891 10,904 26%



21 

 

表 14：外国人宿泊客一人あたりの平均観光消費額（円） 

 

出典：京都市「京都観光総合調査」を基に筆者作成 

 

4-3-4 宿泊客の意識 

 簡易宿所の宿泊客の税額についての意識（図 8）は、全体で「高い」が 37％と最も多

くなっており、次いで「とても高い」、「妥当」となっている。「とても高い」、「高い」を

合わせると 71％に上る。地域別では、アジアの宿泊者で「とても高い」、「高い」を合わ

せて 81％になり、日本や欧米を大きく上回っている。 

 

図 8：簡易宿所の宿泊客の税額についての意識（地域別） 

 

出典：京都簡易宿所連盟「ゲストアンケート」を基に筆者作成 

 

 

 

 

 

項目 2018年 前年 前年比 増減率

市内交通費 5,615 4,617 998 22%

宿泊代 23,627 22,454 1,173 5%

買物代 17,386 15,524 1,862 12%

飲食費 10,888 10,052 836 8%

入場料・拝観料 3,467 2,771 696 25%

その他（体験費用等） 3,021 1,291 1,730 134%

合計 64,004 56,709 7,295 12.9%
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簡易宿所の宿泊客が妥当と考える宿泊料金に対する税額の割合について（図 9）、全体

で「とても高い、高い」と回答した人は 1.7％、「妥当」は 4.3％、「安い、とても安い」

は 6.0％となっており、高いと考えている人ほど、低い割合となっている。地域別では、

アジアの宿泊客は「妥当」と回答した人は 3.6％、「安い、とても安い」と回答した人は

4.0％となっており、日本や欧米よりも低い割合となっている。簡易宿所の宿泊料金を

2500円、宿泊税の税額を 200円と仮定すると、宿泊料金に占める割合は 8％となり、現

在の税率と簡易宿所の宿泊客が妥当と考える税率には乖離が起こっている。 

 

図 9：簡易宿所の宿泊客が妥当と考える宿泊料金に対する税額の割合（地域別） 

 

出典：京都簡易宿所連盟「ゲストアンケート」を基に筆者作成 

 

次回以降、宿泊税が京都への旅行に与える影響（地域別）について（図 10）、全体で

は「京都には宿泊するが、滞在中の出費を節約する」が 33％で最も多く、次いで「京都

には宿泊するが、宿泊日数を減らす」、「京都には訪問するが、大阪等近郊の都市に宿泊

する」が続いている。地域別では、欧米の宿泊客は「何ら影響がない」が 40％と最も多

いのに対し、アジアの宿泊客は「京都には宿泊するが、宿泊日数を減らす」が 39％と最

も多く、課税に対してシビアな捉え方をしている。 

 

 

 

 

 

 

1.7% 1.7% 1.7%
2.0%

4.3% 4.3%

3.6%

5.7%
6.0%

7.4%

4.0%

4.8%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

すべて 日本 アジア 欧米

とても高い、高い 妥当 安い、とても安い
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図 10：次回以降、宿泊税が京都への旅行に与える影響（地域別） 

 

出典：京都簡易宿所連盟「ゲストアンケート」を基に筆者作成 

 

次回以降、宿泊税が京都への旅行に与える影響（宿泊日数別）について（図 11）、宿

泊日数が長くなるほど、消極的な回答をしている傾向が見られる。特に 7日以上の長期

宿泊客で「京都には宿泊するが、宿泊日数を減らす」と回答した人は 42％に上ってお

り、「何も影響はない」と回答した人は 20％に留まっている。 

 

図 11：次回以降、宿泊税が京都への旅行に与える影響（宿泊日数別） 

 

出典：京都簡易宿所連盟「ゲストアンケート」を基に筆者作成 
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4-4 宿泊事業者の事業活動に及ばす影響 

 宿泊税が宿泊事業者の事業活動に及ばす影響を分析する。宿泊事業者のうち、宿泊料

金が低く、宿泊税の影響を受けやすいとされる簡易宿所を対象にした。京都簡易宿所連

盟が経営者および宿泊客に実施したアンケート調査結果のデータを基にした。 

 

4-4-1 宿泊料金の設定 

導入後の簡易宿所の宿泊料金の設定について（図 12）、「据え置き」が 36％で最も多

く、次いで「全て値下げ」、「一部値下げ」となっている。「全て値下げ」、「一部値下げ」

を合わせると 55％に上り、宿泊税の導入以降、簡易宿所の半数以上が値下げをしてい

る。「全て値下げ」、「一部値下げ」と回答した経営者が値下げをした理由（図 13）とし

て、「価格競争」が 83％で最も多く、次いで「宿泊税」が 72％となっている。 

 

図 12：宿泊税導入後の宿泊料金の設定 

 

出典：京都簡易宿所連盟「第 2回経営者アンケート」を基に筆者作成 
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図 13：宿泊料金を値下げした理由 

 

出典：京都簡易宿所連盟「第 2回経営者アンケート」を基に筆者作成 

 

4-4-2 売上状況 

導入後の簡易宿所の売上状況について（図 14）、2018年度と比較して「マイナス 20％

以上」が 37％で最も多く、次いで「マイナス 10％以上」、「マイナス 10％未満」の順と

なっている。「マイナス 20％」、「マイナス 10％以上」、「マイナス 10％」を合わせると

91％に上り、宿泊税の導入以降、多くの簡易宿所の売上が減少している。 

 

図 14：売上状況（2018年比） 

 

出典：京都簡易宿所連盟「第 1回経営者アンケート」を基に筆者作成 

 

2% 2%

4%

8%

14%

33%

37%

プラス20％以上 プラス20％未満 プラス10％未満 プラスマイナス0

マイナス10％未満 マイナス10％以上 マイナス20％以上
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4-4-3 経営状態 

導入前後の簡易宿所の経営状態について（図 15）、2017年は「あまり変わらない」が

47％で最も多かったが、2018 年以降は「前と比べてかなり悪くなった」が 2018 年は

52％、2019年は 51％と最も多くなっている。「前と比べてかなり悪くなった」、「前と比

べて少し悪くなった」を合わせると、2017年は 23％に留まっているが、2018年は 80％、

2019 年は 84％と大幅に増加しており、簡易宿所の経営状態の悪化に拍車がかかってい

る。 

 

図 15：経営状態 

 

出典：京都簡易宿所連盟「第 1回、第 2回経営者アンケート」を基に筆者作成 

 

4-4-4 簡易宿所の推移 

簡易宿所の推移（図 16）では、総施設数は 2019 年に 3337 施設まで増加し続けてい

るが、新規許可件数は 2017年の 871施設で頭打ちになっており、2018年以降は微減し

ている。営業廃止件数は一貫して増加傾向となっている。 
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図 16：簡易宿所の推移（総施設数、新規許可件数、営業廃止件数） 

 

出典：京都市「旅館業法許可施設の推移」を基に筆者作成 

※営業廃止件数は独自に算出。 

営業廃止件数＝（前年度の総施設数＋今年度の新規許可件数）－今年度の総施設数 

 

4-5 インタビュー調査 

4-5-1 調査の手法 

 宿泊・観光需要に関する項目、宿泊事業者に及ばす影響についてインタビュー調査を

行った。インタビュー協力者は、京都市23と京都簡易宿所連盟24を選定し、メールで調査

依頼し、京都市簡易宿所連盟には 11 月 28 日、京都市には 12 月 1 日に実施した。新型

コロナウイルス感染症対策として、インタビューは電話と Zoom ミーティングで行い、

事前に質問項目を送付し、当日に回答を得る形式で行った。京都市については、事前に

文書にて回答があった。 

 

 

 

 

 
23 インタビュー協力者 1：山田晋也氏（京都市行財政局税務部税制課） 
24 インタビュー協力者 2：植田麻紀氏（京都簡易宿所連盟総務担当、ゲストハウスソ

イ代表） 
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4-5-2 京都市のインタビュー結果 

 京都市の担当者は、宿泊税を観光振興のための貴重な財源と位置付けていた。その理

由として、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた 2020 年度以降を除き、当初見込

みに近い税収を得られており、税制度として実施することで安定性と継続性に優れてい

ることを挙げた。また、法定外税である宿泊税の税収は、地方交付税の基準財政収入額

の算入対象にならず、普通交付税が減額されないため財政効果を高いことを挙げた。 

宿泊税による需要減少については、導入前に東京都にヒアリングを行っており、宿泊

客は減少していない旨の報告を受けている。京都市においては、新型コロナウイルスの

影響で比較できるデータが少ないと前置きした上で、統計の数字上では確認できないと

言及した。 

課税によって宿泊客が減少しないためには、宿泊税の充当事業で魅力的なまちづくり

を推進していくことが重要と考えている。使途については「住む人にも訪れる人にも京

都の品格や魅力を実感できる取組の推進」、「観光を取り巻く情勢の変化の対応する受入

環境の整備」、「京都の魅力の国内外への情報発信の強化」の 3つの方針のもと、様々な

充当事業が行われており、充当事業はホームページでも常時公開されている。 

 宿泊税の税率について、現時点では税率変更を検討しておらず、条例の附則に条例施

行後、5年ごとに検討を加えて、必要と認められる場合には見直すことになっているた

め、その結果次第とした。導入前、すべての宿泊者が行政サービスを享受しているため、

すべての宿泊客から税を徴収することが方針であったが、現在 200円となっている最下

位の税額を 100円や 150円と低くする議論もなされていた。最終的に①得られる税収規

模、②納税者の負担、③宿泊事業者の負担が少ないシンプルな制度設計を総合的に勘案

し、現在の制度設計となっていた。 

 宿泊事業者には、申告納入事務で負担を強いているため、先行自治体の取り組みを参

考にして、事業者支援のために申告納入額の 3％を補助する「宿泊税特別徴収事務補助

金」を交付している。3％の補助率は、クレジット決済の手数料分に相当するが、宿泊

事業者からは「人件費なども含めると足りない」という声が届いていると話した。当初

は宿泊事業者から申告納入方法の問い合わせも殺到していたが、現在は落ち着いており、

宿泊税が浸透してきた手応えがあり、一層の理解醸成のために効率的な仕組みを引き続

き検討したいとした。 
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4-5-3 京都簡易宿所連盟のインタビュー結果 

 京都簡易宿所連盟の担当者は、宿泊税には賛成しており、観光振興のために必要な財

源と位置付けていた。京都観光の発展のためにできる協力はしたいと考えていた。 

 一方、現在の税率については反対しており、見直してもらいたいと言及した。ゲスト

ハウスは低価格の宿泊料金が魅力であり、東京都や大阪府は免税点があるにも関わらず、

京都市はすべての宿泊客から徴収することにしており、旅館やホテルに宿泊する人の

200円と、ゲストハウスに泊まる人の 200円は割合が違うとして、現在の税額は高いと

発言した。近年、簡易宿所の乱立で異常なまでの価格競争が起きており、ドミトリーの

料金も 2000円を割るところもあり、そのような状況下で負担が大きいと感じている。 

担当者のゲストハウスは、導入時に宿泊料金を値下げすることなく対応したが、経営

者の仲間には値下げする決断をした経営者もいるかもしれないと話した。また、宿泊税

の徴収は、内税方式でオンライン決済する場合、宿泊税分まで手数料がかかってしまう

ため、現地で現金徴収しているケースが多い。しかし、宿泊予約サイトによっては、宿

泊税は別途現地で支払う旨の表示が見やすいサイトばかりではなく、宿泊客も見逃して

いることもある。その為、導入当初は宿泊税を知らない宿泊客とトラブルに発展したり、

詐欺と怪しまれたりすることもあり、悪い評価のレビューを書かれることは宿の売上に

も影響するため不安な気持ちを抱えていた。当初と比べて、宿泊予約サイトの改善も

徐々になされ、トラブルは多くて月 1回程度となっている。ゲストハウス側でも、現地

での説明に時間をかけずに済むように、宿泊客に配信する予約確認メールに表示するな

どの工夫で周知・徹底を図っている。 

宿泊需要の減少について、最初から京都で宿泊することを決めている人にはほとんど

影響がないとした。安い宿泊料金を追求する人や、関西を周遊するのに 1ヶ所の滞在拠

点を設ける人は、課税されない近隣の大阪や奈良を選ぶ可能性もあると話した。 

申告納入事務は、現在は毎月の作業として定着してきたが、宿泊予約サイト上での代

理徴収が実現すれば、事務負担を軽減されるとしてプラットフォーマーの事業者も限ら

れるため、行政側で交渉してもらいたいと発言した。 
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第 5章 研究のまとめ 

本稿においては、第 1に「宿泊客の動向や宿泊事業者の事業活動にマイナスの影響を

及ばしていないか」、第 2 に「課税する自治体が留意すべきことは何か」という課題設

定を行ったところである。 

第 1の課題については分析の結果、以下のように考えることができる。 

（1）宿泊客・観光動向全体への影響 

宿泊税が全体の宿泊客や観光動向に与えるマイナスの影響は限定的であった。その要

因として、1点目は宿泊客の消費能力が高いことが考えられる。観光庁の調査では、日

本人 1人あたりの旅行単価は、宿泊旅行が 5.6万円に対して、日帰り旅行が 1.7万円と

なっている25。訪日外国人旅行客の 1 人あたりの旅行支出は 15.9 万円と推計されてお

り26、宿泊客は消費能力が高いことが示されている。2 点目に納税義務者の納得感であ

る。法定目的税である入湯税の超過課税の調査になるが、北海道釧路市の阿寒湖温泉の

宿泊客対象のアンケート結果では参考にできる。金銭面での協力について「これからは

地元だけでなく、来訪者も積極的に協力したい」、「使途が明確になっていれば、積極的

に協力したい」が合わせて 69.2％に上り27、透明性が確保される条件付きで多くの人が

協力したい意思を示している。3点目に痛税感の低さである。京都市が条例施行後に実

施した調査では、宿泊客が支払った税額について、40.8％が「分からない」と回答して

いる28。平均宿泊日数は 1.6泊であり、1回の宿泊につき 200～400円程度の税額は、宿

泊客にとって過剰に意識されずに済む金額と認識されていることが分かる。また、前述

の北海道釧路市のアンケート調査では、具体的な入湯税（当時 150円）の追加負担額に

ついても尋ねており、「151～200 円」が 30.1％で最も多く、次いで「101～150 円」が

21.6％、「51円～100円」が 18.7％、「200円以上」が 14.2％の順となっている。200～

400円程度の税額に痛税感はあまりなく、一定許容されていると考えられる。 

（2）簡易宿所の宿泊客への影響 

 簡易宿所の宿泊客の動向には、中長期的にマイナスの影響を与える可能性が示唆され

た。宿泊料金が低額である簡易宿所の宿泊客に限定すると、現在の税額は 71％が「高

い」と感じている。「高い」と感じている人の妥当と思う税率は、宿泊料金の 2％程度で

あり、京都市に当てはめると 40 円程度になる。現在の税額（最下位は 200 円）とは大

きな乖離が見られた。それを踏まえ、次回以降の宿泊については 3 割程度の宿泊客が

「京都から離れる」、「宿泊日数を減らす」、「他の消費を減らす」と回答しており、消費

能力の低い宿泊客ほど、宿泊税を消極的に捉えていた。京都市の場合、簡易宿所に泊ま

 
25 観光庁（2019b）、第 1表 
26 観光庁（2019a）、p.14 
27 梅川智也、吉澤清良、福永香織（2015）、p.98 
28 京都市（2020b）、p.65 
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る訪日外国人旅行客は、延べ人数で年間 165 万人と推計されており、宿泊客の 20％を

占めている29。そのうち、3 割程度の宿泊客が消極的な意向を示しているのは、簡易宿

所の経営や観光の持続的な発展を考えると無視できるものではないだろう。また、これ

らの傾向は特にアジアおよび長期の宿泊客に確認された。京都簡易宿所連盟のインタビ

ュー調査では、低額の宿泊料金が魅力であるにもかからず、家族で何泊もすると宿泊税

だけで何千円になることもあり、（痛税感が高いため）徴収する側も複雑な心境になる

という話があった。また、宿泊料金を予約時に決済し、宿泊税を現地でチェックインも

しくはチェックアウト後に支払う場合、宿泊客側からすると追加徴収と捉えかねないた

め、痛税感も増幅しやすいものと考えられる。 

（3）事業者の事業活動への影響 

宿泊事業者の事業活動にはマイナスの影響を与えていた。当時は訪日外国人旅行客の

急増により、新規の簡易宿所も約 800施設ペースで増加し、市場では激しい価格競争が

起こっていた。京都簡易宿所連盟のインタビュー調査では、担当者のゲストハウスでは

個室の宿泊料金が、開設当初は 8000円であったのが 4000円まで下がり、ドミトリーも

2000円を割っている話があった。このような状況の最中で、2018年 10月に宿泊税は導

入され、導入後に 55％の簡易宿所が宿泊料金を値下げしていた。値下げの理由として、

価格競争に次いで 72％が「宿泊税」を挙げている。客単価が減ることは売上に影響し、

経営状態にも直結している。導入前の 2017 年には「経営状態が悪くなった」と回答し

た割合は 23％に留まっていたが、導入後の 2018 年は 80％、2019 年は 84％と急激に悪

くなっていた。低額の宿泊料金が魅力の簡易宿所にとって、200円の税額は宿泊料金の

7～10％程度を占めることになり、価格競争が激化する中、市場の競争で優位に立つた

め、近隣の簡易宿所より安くしようとする意識が働いたと推察できる。宿泊税が経営に

大きな足枷となっていることが示唆された。 

 宿泊税の導入は、第 3 章で触れたステークホルダーにメリットを与える可能性もあ

る。国や自治体（議会含む）にとっては、安定的な一般財源を確保することで、継続的

な観光振興施策を実施することが可能になる。宿泊客が増加すれば、比例して観光消費

も拡大し、観光産業全体が潤うことで税収の増加も期待される。自治体の課税自主権を

尊重し、地域固有の資源を活かして積極的に観光振興を図ることは、国の地方創生や観

光立国実現の方向性とも一致している。納税義務者（宿泊客）にとっては、使途が観光

振興に限定されることで観光地としての魅力が向上し、快適で満足度の高い旅行を享受

することができる。宿泊事業者も同様に、充当事業によって納税義務者に何度も来訪さ

れる観光地に発展することで、宿泊客および売上の増加を期待することができ、質の高

いサービスと持続的な経営が可能となる。 

 
29 京都市（2019）『京都観光総合調査』、p.14 
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 次に、第 2の課題については、以下のように考えることができる。  

宿泊税の効果が持続的に発揮されるには、当該税制が各ステークホルダーに与える影

響（第 3章 3-1参照）や地域の実情を踏まえた上で「税率」及び「使途」の制度設計に

留意する必要があるだろう。 

（1）税率の制度設計  

林（2001）は、高い水準の定額の税は、逆進的な傾向を示し納税者の理解は得られな

いため、応益原則をベースにしながら担税力についての考慮は必要と述べている30。京

都市の場合は、宿泊施設に占める簡易宿所の割合が 83％と高く、小規模な宿泊施設と

その納税義務者への配慮が肝要となる。税率は、すべての宿泊客は一定の行政サービス

を享受しているため、受益と負担の観点からすべての宿泊客を納税義務者とする考え方

には合理性が見出すことができる。一方、税の公平性の観点から、担税力の低い人が高

い税額となる現在の制度は、税の垂直的公平に反しているため、免税点は設けずとも宿

泊料金と税額の区分を見直すことを提言したい。その際、宿泊税は自治体にとって、観

光振興の安定的で貴重な財源であるため、財源確保とのバランスには十分に留意する必

要がある。 

（1）使途の制度設計 

また、京都市のインタビュー調査でも明らかになったように、宿泊需要が減少しない

ためには、宿泊税の充当事業により、魅力的なまちづくりを行っていくことが肝要であ

る。それは言い換えれば、宿泊税の負の側面に目を向けるだけでなく、充当事業で需要

が更に喚起され、すべてのステークホルダーが WIN－WIN となる可能性を秘めていると

も言える。碓井（2001）は「使途が特定されている場合には、その使用される事業の必

要性をチェックし、税収の状況とその充てられる事業内容について徹底した情報公開を

図ることが要請される。」としている31。宿泊税の使途については、受益と負担の観点に

留意し、納税義務者である宿泊客や市民のニーズも踏まえて、充当事業を展開していく

ことが重要である。京都市の調査では、宿泊税の使途の要望として「文化財、伝統芸能、

伝統産業、京町家ならではの文化の振興や美しい景観の保全」が 55.9％と最も多く、次

いで「市バスや観光地の混雑緩和、マナー啓発」、「災害時における多言語での情報発信、

市バス・地下鉄の利便性向上、トイレの様式化などの受け入れ環境」が続いており、宿

泊客等のニーズ把握がなされている一方、宿泊税の使途について 79.2％が「知らない」

と回答している32。各種媒体を通じて使途の発信を強化することに加えて、宿泊事業者

とも連携し、宿泊客に感謝の意も含めて表明していくことで再訪の機会に繋がるように

 
30 林宏昭（2001）、p.37 
31 碓井光明（2001）、p.68 
32 京都市（2020b）、p.53、p.72 
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考えられる。 

 最後に研究の限界と今後の課題を述べる。本稿は、京都市の統計データを用いたが、

2019 年 1 月以降は調査方法を変更しているため、宿泊客数においては 2018 年 10～12

月の分析に留まった。宿泊税の浸透には一定の年月を要することから、より蓄積された

データで分析していく必要がある。また、他の導入自治体で、京都市と同じ結果が出る

とは限らない。サンプルとなる自治体を増やすことが望ましいが、その為には、自治体

間で統一した基準で調査を実施する必要がある。今回のように宿泊客数を延べ宿泊客数、

実宿泊客数、平均宿泊日数に、一人あたりの観光消費額を宿泊代や他の項目まで細分化

し、詳細に調査を実施しているのは京都市だけであった。観光統計は、各自治体で調査

手法が大きく異なるため、可能な限りの統一基準で調査を行うことで、自治体間の比較

分析もしやすくなると思われる。 

また、宿泊事業者の事業活動に与える影響について、宿泊税の導入後に売上が減少し、

経営状態の悪化に拍車がかかっている簡易宿所が多くなっている事実が確認でき、イン

タビュー調査を通じて宿泊税の影響が無視できないことを把握できたが、その要因が宿

泊税によるものなのか、市場の激しい競争によるものなのかという因果関係までは定か

でない。宿泊客数が横ばいの状況で導入した自治体で分析ができれば、より有意義な研

究になった可能性がある。新型コロナウイルスの終息後、宿泊税の議論は再燃すること

が想定されるため、今後の研究課題として注視していきたい。 
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 本稿の目的は、日本の民間非営利組織による主体的なプログラム評価の運用（「自己

評価」）の要諦と社会的効用について明らかにすることにある。先行きが不透明で複雑

な社会環境下において組織の存在目的や個人の内面の探求、主体性について改めて注目

が集まる中で、公共経営においては EBPM や協働の必要性が提唱されている。 

 こうした中で、本稿は、民間非営利組織の事業環境と事業評価の課題について整理し、

学習と動機付けに関する認知過程とプログラム評価理論を照合して分析の枠組みを生

成し、３つの事例研究を基に、資金提供者に対する狭義の説明責任を超えて、社会シス

テム全体の変化を捉えて組織学習を促し社会的課題の協働的解決につなぐアカウンタ

ビリティを確保するための社会技術として事業評価の在り様を考察した。 

 結果、民間非営利組織の主体責任性の下、内発的動機付けに配慮した評価活動の推進

が行われることで、暗黙知の形式知化が起こり、組織学習の促進による実施主体の組織

強化がもたらされていることが効果として確認できた。さらに、組織を超えた学習の拡

がりがみられ、社会課題の協働的解決の促進にもつながる可能性とその機構が確認でき

た。 
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第 1 章．序論  
 

 本章では、日本の民間非営利組織による事業評価に関する現状と課題について述べた

上で、既往研究の概略を説明し、本研究の意義と対象とする範囲・研究方法の概略につ

いて説明する。 

 

1−1．研究の背景 

 本節では、本研究の背景として、日本の非営利組織と事業評価に関する現状と課題に

ついて、特に民間非営利組織1に着目して述べる。第１項では、日本の民間非営利組織に

おける評価を取り巻く現状について説明し、民間非営利組織の自立性・主体性に着目す

る必要性について触れる。続いて第２項では、プログラム評価2の実施とその活用に着

目し評価実施過程を分析することの必要性について説明する。 

 

1−1−1．日本の民間非営利組織における事業評価を取り巻く状況と主体性への着目 

 日本に政策評価が導入されて 20 年が経過した今、日本の民間非営利組織はその事業

運営において評価活動を行うことが求められている。 

非営利組織が行う事業の評価について、日本では 1980 年代より、まず ODA（政府開発

援助）評価の領域で実践が行われた（源，2015：8）。その後 1990 年代に地方自治体に

おける取組みが始まり、2001 年に政策評価法が施行され国の制度としても様々な取組

がなされている。ただし、現場の目的意識と制度設計の乖離、評価の実施と成果の反映

との事業時期の現実的困難性が指摘され（西出，2020）、形骸化や事業従事者のモチベ

ーションへの負の影響（田中，2009）など、評価の効用に疑問が投げかけられている。 

 民間非営利組織においても、1999 年に特定非営利活動法人が制度化されたこと等を

契機に、寄付者への訴求等の観点から一部の団体において取り組まれてきた（今

田,2016）。2019 年から年間約 700 億円という大規模な助成事業の運用が始まった休眠預

金補助事業において評価活動が義務付けられた事に顕著なように、近年民間非営利組織

 
1 特定非営利活動法人に限定せず、民間の非営利組織一般をいう。非営利型一般社団法人や社会

福祉法人等法人設置形態を問わない。 

2 「ある社会課題を解決するために設計された一連の活動群（“プログラム”）に関して、体系的にデータ

を収集し、有効性（ニーズ・活動の妥当性・効果・効率性）を確かめる行為（源，2016：p5−7）」をいい、

具体的には、①プログラムセオリーの構築（目標設定と戦略定義を行い、ロジックモデル図に可視化

すること）、②評価情報の作成2（データ収集と整理、分析とその結果の言語化）、③有効性の判断を

含めた結果の解釈（評価情報をもとに意味づけを行い、より効果的なプログラムについて考えること）、

④事業活動への反映を含む一連の活動をいう。 
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に評価実施の波が押し寄せている。財政逼迫の中で更なる効率性を希求する国や自治体

（民間非営利組織にとっては資金提供者）における EBPM への関心の高まり、民間企

業における社会的投資への着目と合わせ、日本の民間非営利組織は、事業を運営してい

くにあたり「評価」に取組む事に迫られている。 

 この近年の変化と並行して、官民の資金提供者（助成団体・財団や自治体・政府）が

民間非営利組織の事業に対する資金提供に際し、事業活動と組織運営の自立化を強く求

めている点について留意する必要がある。すなわち、資金提供者からの自立化への期待

を背景に事業評価への取組みの推進が進展していると言える。 

 こうした環境の変化や外部からの期待に加えて、民間非営利組織が評価に取り組む背

景として、内部的必要性、すなわち組織運営に関する背景についても着目する必要があ

る。経営学の分野においてドラッカーは、営利企業と異なりパフォーマンスを図る上で

の共通尺度を持たない非営利組織、とりわけ、受益者と従業員に加え、資金提供者（寄

付者、政府、企業等）、ボランティア等様々な顧客に取り囲まれた（P.F.ドラッカー,2000：

ⅲ）民間非営利組織における改善と強化を目的とした自己評価3の取組みの重要性を指

摘し、自ら設立した財団において米国民間非営利組織への自己評価活動の支援活動を展

開した。自己評価手法を米国の民間非営利組織に実際に展開するにつれ、ドラッカーは

組織外部とのパフォーマンスの共通尺度作りの過程において「組織内の調和や結束力」

の向上も同時に行われること4を発見した。ここから、組織内の個人の動機づけと非営

利組織の組織強化に自己評価のプロセスが大きく影響する可能性が示唆される。 

 昨今、組織経営分野においては、「Purpose(パーパス)」をキーワードに、改めてその組

織の存在目的に注目が集まっている（クイン&セイカー，2019）。民間非営利組織がその

事業目的・組織の存在目的として解決対象とする社会問題は、「V U C A5」という言葉

に象徴されるように、先行きが不透明で、将来の予測が困難な状態における、曖昧で複

雑な事象・環境を対象とする。こうした複雑な社会課題を解決していく事業の推進と改

善のために様々な実践・研究を積み重ねているソーシャルイノベーション学の分野では、

特に近年、活動の持続可能性の観点から担い手の内面的な状況について改めて注目が高

まっている。さらに、システム思考や学習する組織に着目する立場から、国連によって

提唱されている SDGs（Social Development Goal、持続可能な開発目標）を達成するため

のキー概念として提唱されている IDGs（Inner Development Goals、内面的な開発目標）

 
3 ドラッカーによると自己評価とは「使命と優先順位、そして成果とパフォーマンスを見定めるための独

自の評価手法」（P.F.ドラッカー,2000：ⅴ）とされる。 
4 「（組織内部の）使命やパフォーマンスをめぐる意見の違いを包み隠すことなくオープンにし、それに

ついて気楽に話し合い、理解し…真の調和を作り出す」状態を意味する（同上：pⅲ）。 
5 Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性）の頭文字を

取った略語で、2010 年代にビジネスセクターで多用されるようになった。（Oliver Mack ら，2015） 
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においても、自分自身の内面の探求と自律的行動6の重要性が指摘されている（Growth 

that Matters AB，2021）。また、教育学の分野においては、これからの社会の中での価値

創造のために個人に必要な素養として、個人の自主性と周囲の関わりに着目する

「Agency(エージェンシー)」の概念の重要性が OECD によって提唱されている（白井，

2020）。これらから、非営利組織の組織強化とその目的とする社会課題解決のために、

個人の内面的なメカニズム、特に動機づけと自律性を考慮する必要が示唆される。つま

り、民間非営利組織が取り組む社会的解決には、主体的に動機付けられた個人が自律的

に取り組むこと、こうした個人が複雑な状況の中で学習と行動を積み重ねることを前提

として、一定の目的の基にその学習と行動の焦点を組織として集約していくことが求め

られていると考えられる。 

 ここまで、民間非営利組織をめぐる事業評価の状況について整理して資金提供者から

の自立化への期待の中で事業評価の活動が行われていることについて述べた。また、外

部からの自立化の要請に加え、社会課題を解決することを存在目的とする民間非営利組

織においては、個人と組織の自律性がその課題解決のための重要性が強調されているこ

と、また複雑な状況の中で学習と行動を積み重ねる個人の経験を集約していくことの重

要性について触れた。次項では、日本の民間非営利組織の事業環境について触れ、その

事業評価の課題について述べる。 

 

1−1−2．日本の民間非営利組織の事業環境と事業評価の課題 

 宮本（2007）は、Anheier＆Seibel(2001)のデータを基に日本の民間非営利組織の事業環

境について、米国や欧州と比較して、以下の点を指摘している（p37）。 

⚫ 政府の福祉支出の規模が（欧州と比べて、米国と同様に）小さい 

⚫ 組織の規模が（米国やドイツと比べ）小規模である 

⚫ 総収入における寄付の割合が小さい 

⚫ 総収入における料金収入による割合が米国同様に大きい 

⚫ 総収入における公的補助金の割合が欧州と比べて小さい状況にある（寄付の割合

が大きい米国においても、寄付の２倍以上の規模が公的補助金によっており、公

的資金が増加している）、が総収入の約半分（46%）を占める 

 

 ここから言えるのは、まず、日本の民間非営利組織は、欧米と比較して組織規模が小

さく、少ない公的補助金・寄付金のなかで、事業収入による財務的自立が求められてい

る状況にあるということである。また、そうした中で、欧州と比べその割合は少ないと

 
6 5 つの要素のうち第一に「在り方（Being）―自分自身との関係性（Relationship to Self）が挙げられ、在

り方を構成する 5 つのスキルの筆頭として、全体の利益に関わる価値観や目的に対して、深い責任感と

コミットメントを持つことを意味する Inner compass が挙げられている。 
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しても総収入の約半分（46%）を占める公的資金が民間非営利組織にもたらず影響は非

常に大きいということである。 

 原田（2010）は、政府の政策文書において N P O の公的資金からの自立が強調される

中で、サラモンの第三者政府論（サラモン，2007）と宮本の提起した事実に触れ、NPO

が公的資金を忌避して民間の寄付や市場からの事業収入だけで持続的な経営を行うこ

との限界を指摘している。さらに、NPO と自治体との協働関係について、公的資金が提

供される際に、「NPO における社会的価値の評価困難性」に端を発し、「単年度の資金提

供、不当に低い人件費や間接経費、NPO 側の裁量を認めない硬直的な仕様書等々の問

題を孕んだ契約がまかり通っている現実」（p49）について問題提起をしている。 

 つまり、日本の民間非営利組織は、（欧州と比べその割合は少ないとしても）総収入

の約半分を占める公的資金を受け、官側の調達制度・契約上の制約を背景として自律を

阻害する様々な状況があり、人件費や間接経費の低さに起因するスキルや体制面での課

題と相まって、事業を評価し改善を図っていくことが困難な現状があると考えられる。 

 一方で、これらの課題があったとしても、組織の自立強化（資金的自立、事業改善、

組織内外との関係構築）に向けて自主的・主体的に事業評価に取り組んでいる事例があ

る。 

 組織内部者における評価実践については、米国において、①組織文脈に高い感度を持

って評価に臨めること②政策改善に長く寄与できること③評価のアドボカシーが可能

であること（Torres,Preskill&Piontek，1996:49-53）などのメリットが示されている。 

フェッターマンは 1995 年に対人支援分野における評価実践理論として「エンパワメン

ト評価」を「自己評価と主体責任性の概念の獲得に向けた…技法」として提唱した（フ

ェッターマン他,2020：xiv）。2006 年、ミラーとキャンベルは「対処能力の構築」「自己

決定」「責任性」という概念枠組みを示し、評価プロセスに関わる人々を「エンパワメ

ント」しうることを実証的に明らかにした（Miller&Campbell,2006）。 

 自己評価というと、一般的に当該組織の事業の改善という観点からみれば客観性に乏

しく、必ずしもその目的に適さない方法であるように思われる。しかし、自己評価活動

は、ドラッカーが発見したように「組織強化」につながることであり、評価に関わる個

人と組織の自律性を涵養し、主体責任性の概念の獲得の基で、客観的視座に応えられる

証拠と言語を生成し、説明責任を果たしていくプロセスなのではないか。それは組織の

構成員に果たすべき社会的責任の自覚と自信をもたらし、行動を活性化させることで、

資金獲得によって必要な事業を持続可能性に実施することを可能にしていくのではな

いか。こうした主体的な活動が生み出す知識は、社会に対して、課題解決のための重要

な示唆をもたらすのではないか。 

 このような背景をもとに、本稿では、自己評価に取り組むことが技術的・資金的に困

難であり、また評価活動自体に積極的意義を見出すことが必ずしも一般的ではない日本
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の民間非営利活動組織の現状のなかで、自律的な評価活動が組織強化と改善につながる

可能性について検証していく。 

 

1−2．研究の目的と研究設問 

 日本の民間非営利組織の置かれた状況の中で、事業評価はどのように、非営利組織の

自立と事業改善、社会課題の解決に貢献できるのだろうか。本稿では、自主的・主体的

に評価に取り組む民間非営利組織によるプログラム評価の取組みが当該組織と外部に

もたらしている効果とそのメカニズムについて考察する。 

 具体的には、自己調達した人的資金的資源をもとに、自主的・主体的に評価に取り組

む（自己評価に取り組む）民間非営利組織が、①事業評価をどのように捉え（どのよう

なきっかけで、どのように動機付けられ）、②何をどのように評価として実践し（その

際にどのような外部からの支援を受け）、③その結果、何につながったのか（民間非営

利組織自身の事業・組織運営、ミッションの達成、及び政策等他主体への影響）につい

て、事例研究を基に明らかにし、民間非営利組織の自立（自律、事業改善と資源獲得）

と、社会課題の解決における評価の活用可能性について論じる。 

 

1−3．研究の方法 

 研究方法として、文献調査と事例研究による質的研究を採用する。事例研究では、自

己評価に取り組む民間非営利組織のケースを三つ選定し、取組みを主導したキーパーソ

ンにインタビュー調査を行う。 

 事例研究の分析の枠組みは、プログラム評価の理論と、心理学における学習に関する

動機付けの理論、認知・行動モデルを用いて構築した。具体的には、動機付けに関する

認知のメカニズム(Reeve,2001;鹿毛 2013：37)とプログラム評価実践過程を照合し、内発

的動機付けの理論と目標設定理論（Goal-setting theory）を参照して民間非営利組織内部

構成員と事業に関係する外部関係者の別に認知・行動上生じ得る変化について示した。 

 そして、各事例について、構成員の認知・行動上生じる変化が確認されるかをインタ

ビュー結果と照合して確認しながら、自己評価活動として実施された行為とその効果に

ついて分析する。これらを踏まえ、非営利組織の実践の改善と社会課題の解決における

自己評価の効用について考察し、実践の進展・拡大に向けて資金提供者、評価専門家、

政策形成主体等に対して提言を行う。 

 

 

1―4．用語の定義 

自己評価： 

本稿では、自主的に取り組まれる（自己決定的で、当人が自らの行動を調整する主体と
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して位置づけられる自己の感覚を起源として行為が生じるような統合が生じている（鹿

毛、2013：192）プログラム評価の実践をいう。すなわち、当該組織において組織マネ

ジメントを担う立場の内部者の目的意識とコミットメントによって、時間や資源を投資

し、必要に応じて専門家の助言・助力を得ながら実施される評価実践のことである。評

価対象は、法人単位・予算事業単位ではなく、プログラム単位を想定している。 

 

自立： 

対処能力の構築が形成され、責任を持って自己決定できる状態である。必ずしも独力で

遂行することを指すのではなく、協働関係（対等な関係性）の中での適切な助力を得る

ことを含む（上淵, 2019：61）。そのために、自らの価値判断とその根拠を他者に対して

説明し、必要な行動ができる状態を意味する。 

 

動機付け： 

目標志向の心理過程のこと。個人が行動や心の活動を開始し、方向づけ、持続し、調整

する心理行動的なプロセス（上淵,2012a：4-5））をいう。 

 

組織学習： 

組織がよりよい知識の取得と理解によって行動を改善することを指す(Fiol&Lyles,1985：

803）。組織が，変革の必要性を見出し，より一層の成功をもたらすと信ずる変革に着手

しうる能力を取得し，発展させること（Duncan&Weiss,1979：78）も含む。 

 

１－５. 本稿の構成 

 第１章では、序論として、研究の背景、目的と研究設問、研究方法の概略と主な用語

について述べた。第２章では、日本の民間非営利組織における事業評価実践の課題につ

いて整理し、事業評価が効果的な協働と民間非営利組織の自立を促進する可能性と本研

究の焦点について説明する。 

 第 3 章では、先行研究を基に自己評価の過程と効果（効用）の分析の枠組みについて

構築する。さらに、第 4 章で、研究方法と調査方法について説明し、第 3 章で提示した

分析の枠組みに基づいて事例研究を行ったあと、第 5 章で研究設問に基づき横断的な考

察を行う。   

 最後に、第 6 章において結論、実践的提言と本研究の限界及び今後の研究課題につい

て述べる。  
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第２章 日本の民間非営利組織における事業評価の課題 

 

本章では、日本の民間非営利組織における事業評価に関する課題について詳述する

とともに既往研究について説明し、主体的なプログラム評価実践（自己評価）の研究の

必要性とその背景について述べる。第１節と第 2節で、民間非営利組織と評価活動を取

り巻く状況について分析し、第３節で民間非営利組織の自己評価活動の可能性について

触れ、第４節でまとめとして本研究の課題について整理する。 

 

２−１．日本の民間非営利組織と評価活動 

 第１章で触れたように日本において民間非営利組織において事業評価を行う取り組

みはまだ少数例7であり、一般的には資金提供者に対するデューデリジェンスの履行と

いう狭義の、また、事業活動ではなく、組織の「アカウンタビリティ」を確保するもの

として理解されている8。 

2003年、民間非営利組織の多くを占める特定非営利活動法人（NPO）を対象とする特

定非営利活動促進法に基づく運用指針において、内閣府は脱税等の不正や詐欺まがいの

行為を排除するため、種々の財務上の規定を設けた。その際、全国の NPOを支援する NPO

法人日本 N P Oセンターは、自らの努力によって社会から信頼されることを目指し、信

頼される NPOの７つの条件として以下を掲げた9。 

 

ア）明確なミッションを持って、継続的な事業展開をしていること 

イ）特定の経営資源のみに依存せず、財政面で自立していること 

ウ）事業計画・予算の意思決定に置いて自律性を維持していること 

エ）事業報告・会計報告などの情報を積極的に公開していること 

オ）組織が市民に開かれており、その支持と参加を集めていること 

カ）最低限の事務局体制が整備されていること 

キ）新しい仕組みや社会的な価値を生み出すメッセージを発信していること 

 

まずは、脱税等の不正や詐欺まがいの行為を行う組織ではないことを証明することが

求められており、そのために必要な組織基盤の確立と「報告」「メッセージ」を発信す

ることが求められているとも解される。 

 
7 日本財団による取り組み（リサーチ・アンド・ディベロップメント,2003）や内閣

府・埼玉県の SROI 評価の例（粉川,2016）等 
8 例えば、中村（2018）によるレビュー、今田（2018）による概説 
9 日本 NPO センターウェブサイト https://www.jnpoc.ne.jpp.age_id=9878 （2021 年 10

月 20 日アクセス） 

https://www.jnpoc.ne.jp/?page_id=9878
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これらの背景としては、民間非営利組織が置かれている事業環境がある。民間非営利

組織の中でも多くを占める NPO（特定非営利活動法人）は、中村（2018：1）によればそ

の多くが「小規模で、経営困難な状況」にあり、したがって法人内で事業（プログラム）

が未分化な場合が多いことが挙げられる。原田ら（2010：48）が指摘するように、「社

会的排除問題に取り組む N P Oに典型的にみられるように、受益者からの利用料収入等

が期待できない分野で活躍する組織は少なくなく」、寄付文化が根付いていない日本に

おいては、「税制上の措置も未成熟な環境の中で、困難な生産要素（労働力）と購買力

のない地域市場という負の条件を抱えた組織が、寄付や事業収入だけで経営を成り立た

せようとするのは現実的ではない」からである。公的部門と民間部門の対等な協働のた

めに公的資金を忌避して民間からの寄付や事業収入のみで経済的に自立すること（NPO

の社会的企業化）を期待する論もあるが、自由主義でかつ寄付市場が大きいとされる米

国であっても、民間寄附の総収入に占める割合が 14％に過ぎず、公的補助金の占める

割合が 34%以上を占めるというデータ（Anheier and Seibel, 2001）をみても、また先

進 7 か国の調査でサードセクターの財源に占める民間贈与の割合が平均 10％にしか過

ぎない（Salamon and Anheier, 1997:62-63）ことを見ても、これは現実的とはいえな

い。 

こうした中で民間非営利活動組織は、まず、事業への資金提供者に対し、信頼しう

る組織であることを証明するという意味でのアカウンタビリティの文脈で評価活動を

認識し展開することに迫られている。少なくとも、事業対象当事者に対して対価を請求

することが難しいある一定の領域10を事業領域とする民間非営利組織においては、個人・

あるいは法人を含む民間部門の寄付者・助成財団と自治体や政府による公的資金を原資

とする補助事業等の両者からファンドレイジングをして事業を成立させる必要があり、

資金獲得後はこれらの資金提供者（寄付者・自治体・政府部門・市民）に対して説明を

する必要がある。このような事業環境の中で説明責任を果たしながら事業を実施展開し

ていくために、民間非営利組織は事業評価活動を行っているが、冒頭に述べたように事

業評価活動の取組の中で、外部に可視化されているものはごく一部である。 

他方、例えば社会的インパクト・マネジメント11や EBPM（Evidence-Based Policy 

Making:エビデンスに基づく政策形成）の先進事例としてよく参照される、民間非営利

組織の評価が盛んなイギリスにおいては、民間非営利組織に対し、評価を含めた間接的

 
10 特に、社会的排除問題に対して労働集約的な対人サービスをもって価値提供を行っていくことが必
要な民間非営利組織は、当事者に対して対価を請求することが難しい一方で、事業に必要な人件費が

多く必要であり、「小規模で、経営困難な状況」に追い詰められやすい事業特性を持つ。 
11 「事業や取り組みがもたらす変化や価値に関する情報を、各種の意思決定や改善に継続的に活用

することにより、社会的インパクトの向上を目指す体系的な活動」（出典：一般財団法人社会的インパク

ト・マネジメント・イニシアチブウェブサイト，https://simi.or.jp/social_impact/management （2021 年 10

月 20 日アクセス） 

https://simi.or.jp/social_impact/management
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活動に必要な工数を資金提供の際に担保するフルコストリカバリーが施策として推進

され（原田ら,2017：264-266）、また個別の団体を支える様々なネットワークや組織12が

あり（同：221）、評価実践に関わる様々なツール13（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティ

ング, 2016）とともにインフラとして機能している。 

一方で、日本の民間非営利組織は、間接活動に必要な資金が少ないため直接活動以

外である評価活動に従事する組織体力がなく、個別の組織を支える機構がカバーする体

制もない。評価活動に必要なリソースが限られている中で、事業評価に関して、助成金

の執行上のアカウンタビリティに必要最低限な事項として義務付けられた作業項目を

遂行するだけでも困難な状況にあり、それ以上自主的、主体的に踏み込んで評価実践が

成立する余地が少ない状況にある。 

つまり、事業環境上、民間非営利組織はその活動を外部の助成金に頼ることが多く、

したがって資金提供者による評価の影響を直接的に受けやすい状況にあり、評価の在り

様が外部の動向に依存しやすいということである。その結果、自らの活動の社会的意義

を説明する評価活動を行える団体は一部にとどまり、自律的な事業活動が行われにくい

構造がある。 

 

２−２．公的資金と評価活動 

資金提供者による評価活動の影響とその課題について、まず、国・自治体による事

務事業評価の課題についての先行研究を参照する。その割合は諸外国と比べて小さいと

しても、日本の民間非営利組織の総収入の約半分（46%）は公的資金であり、その事業

については、官における政策評価（事務事業評価）の対象となっているからである。 

1995 年の三重県の事例を鏑矢として、2002 年にはほぼ全国の都道府県・政令市で導

入された事務事業評価は、当初「組織体質改善のためのツール」（中村，1999）とされ

たが、プログラムセオリーの構築や指標設定・測定等の評価技術が伴っていないことな

どにより、そもそも「組織的な使い道が不明確で単なるペーパーワークに終始」してい

る（西出，2003：183）とされる。すなわち、自治体の事務事業評価はその多くが課題

の改善や組織強化につながっておらず、むしろ従事者の「評価疲れ」によって組織に負

の影響を及ぼす側面が指摘されている（田中，2009）。 

民間非営利組織が自治体から受託等を行なって実施する事業は、自治体の単独事業

ではなく国の補助事業等によることが多い。国の補助事業を対象とする政策評価につい

ても、自治体の事務事業評価と同様の課題があるとされている。実施者の内面に着目し

 
12 全国レベルの 6 組織の外地方支局を持つ組織、100 のスペシャリスト型中間支援組織、2 種の 9 の

地域ブロック毎の地方ネットワークに加え、数百単位で存在する地域レベルの組織が複数種、数千単

位で存在する近隣組織とともに存在する。 
13 投資効果を計測するためのアウトカムマトリクス等 
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分析を行なった西出（2020）は、制度的に事業実施者のオーナーシップが低減される状

況、すなわち、動機付けがされていない状況にあり、検証がされない“お手盛り”の評

価状況が生まれていると指摘している。 

国の補助事業の政策評価のために、自治体は関連データの提出や対応が求められ、

それに従って民間非営利組織も必要なデータの提出や対応が求められる。自治体から受

託等により事業を実施している民間非営利組織はこのような文脈において事業評価を

経験している。制約された間接経費中で工数に見合った費用分担がされないことと相ま

って、評価を行うコストを負担しきれず、評価疲れと組織の士気への負の影響は一層色

濃いものとなっている。すなわち、「評価疲れ」は、事務事業評価活動が単に作業負担

や費用負担等物理的な側面から負荷となっているのみではなく、内面的・心理的な側面、

働く動機付け・モチベーションの維持に悪影響を与えている状況を意味しているという

ことである。つまり、事業評価活動が効果的に行われないということは、民間非営利組

織の人材の確保と生産性の維持に影を落とし、事業実施・運用のための組織運営を難し

くする要因となり、その結果組織を弱体化させる可能性が否定できないということであ

る。 

近年、公共の課題に従事する人材確保に関する課題が指摘されている14。民間非営利

組織と比べて処遇が確保されている官においても人材確保の困難性が増していること

に留意すべきである。また、ミレニアル世代のキャリア観に関する調査結果によれば（古

川, 2021）、非営利事業に関心は高くとも、実際には活動に従事できない状況が明らか

にされている。労働条件として他の業界・組織と比較して、高待遇とは言えない中で、

労働集約的な、また高度な専門性が要求される民間非営利組織の人材確保は困難な状況

にある。そういった中において、事業評価による負の要因が従事者のモチベーションに

もたらす影響は軽視できない。キャリア選択として対人支援の非営利組織を選ぶものに

とって、自分の活動が公共の利益15の実現に貢献しているかは動機付けの鍵である16か

 
14 官僚離れ（東大出身者の職業選択が少なくなっていること、省庁出身者の離職・民間への転職の増

加など） 
15 公共サービスの従事者にとっては、政治的・経済的資源を持たない少数派の人々の幸福を高める社

会的衡平性の確保、公共サービスの管理者にとっては、社会的衡平性を高めつつ、効率的かつ経済

的にサービスを提供すること（Frederickson,1971） 
16行政学において Perry＆Wise（1990）は「公益への関与、思いやり」等の公益組織で働く人の動機付け

要因に関するパブリックサービスモチベーション（PSM）論を提唱し、「公共サービスに対する高い動機

付けをもつ人が集まる組織においては功利主義的なインセンティブへの依存度が低い」こと（―：370）、

「仕事に意義を感じ、その成果に対して責任を持っていると信じられるとき、個人は良い仕事をしようと努

力するという期待があること」（：―371）について述べている。米州政府の保健・福祉管理者を対象とした

調査により実証的に検討した Moynihan&Pandey（2007）の研究において、組織が‘官僚主義’であり‘改

革努力’が見られないほど従事者の動機は低下し、「従事者が公共の利益に貢献していると感じられる」

環境づくりをする必要性が述べられている。さらに、Wittmer（1991）は行政だけでなく非営利セクターに

おいても PSM 諭は適用できることを示しており、水野（2020）は日本の公務員においても PMS 論が適
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らある。 

事務事業評価による民間非営利組織の運営と当該組織によって実施される非営利事

業への負の影響は人材確保や士気の低下を経由する中長期的なものに留まらない。事

業の目的に照らした成果定義やそれを測定する指標について現場との対話がなされ

ず、実情とずれたまま調査が実施継続され、従って事業設計に反映されず、課題達成

に向けた目的意識とずれた行動を選択せざるを得ない状況を生じさせている事例もあ

る。 

例えば、以下に示すように、地域若者サポートステーション事業においては、厚生

労働省により就労状況や事業実施人数が達成目標指標とされた結果、ひきこもりなど

の困難度の高い若者を対象とする事業が評価されず、結果としてすぐ就労に支援しや

すい層以外への支援活動が困難になる状況が指摘されている。 

 

「出口で何人就職したとか、何人来たというだけで、もし指標を整えるのであれば、

当然そちらの方向に向かって頑張らざるを得ないと。ハローワークには行けないかも

しれないけれども、限りなく成果が出やすい所を、受託組織としては頑張らざるを得

ない。しかし、そこでももっと苦しい人をやっていくのであれば、成果指標自体を本

当の意味でどこに置いていくのかは、活動目的にかかわるところですので、もう少し

広い範囲で捉えるのかどうか、いろいろアイディアを出した方が良いのではないかと

思っています。」（出典：2012年 10月 16日 第３回「地域若者サポートステーショ

ン」事業の今後のあり方に関する検討会・議事録） 

 

ここまで、事務事業評価において、事業実践を行う組織の構成員の目的意識とずれが

生じ、人材確保への負の影響や士気の低下、指標による活動目的とずれた行動の促進が

起こり、結果として社会課題解決に向けた効果的な実践の持続または改善に負の対する

影響が起こっていることについて述べた。 

次に、休眠預金事業による助成について検討する。2018 年 1 月の休眠預金等活用法

が施行されたことに伴い、内閣府によって指定された一般財団法人日本民間公益活動連

携機構（JANPIA）により 2019 年に開始された休眠預金事業は、その最終的な助成対象

を、民間非営利組織による「子ども及び若者の支援に係る活動」、「日常生活または社会

生活を営む上での困難を有する者の支援に関する活動」、ならびに「地域社会における

活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に関する活動」に関

する事業としている。その助成原資は毎年約 700 億円を超える金額17であり、助成の前

 
用されることを実証している。 
17休眠預金活用事業ウェブサイト、https://kyuminyokin.info/articles/6（2021 年 10 月 20 日アクセス） 
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提として事業評価（社会的インパクト評価）が求められたことから、民間非営利組織に

少なくない影響を及ぼしている。 

休眠預金事業における評価実践は 2018 年度に始まり進行中であるが、一定の補助事

業である以上、他の補助金事業と同様に「事業」が対象とする課題状況によらず、前提

とする予算幅・年限に制約されていること（助成規模にあった形で切り出されているこ

と）で、事業が必ずしも「プログラム」としての単位とはなっていないことがある。プ

ログラムとは「社会課題を解決するために設計された一連の活動群」を指し、予算・決

算等の上の管理区分（事務事業）とは必ずしも一致しない。例えば、ある地域の子ども

の放課後の支援活動において、宿題の見守りと指導のあとに食事を提供するとき、宿題

の見守りと指導については Aという助成金の aという事業として実施し、現物給付や個

人寄付を基に食事提供を bという事業として実施しているとき、一体的に運営されてい

るプログラムであっても、事務事業としては a と bは区別され、評価の際、厳密な事業

インパクトの定義としては個別に検討される必要があることになる。 

また、エビデンスが形成されるタイミングは、各事業実施組織のマネジメントやプ

ログラム上必要とされるタイミングではなく、助成事業の募集ないしは継続のプロセス

上必要なタイミングとなっていることには留意しておく必要がある。つまり助成側から

要求される評価の時期が必ずしも改善が必要・可能なタイミングとは一致しないのであ

る。 

評価の対象がプログラム単位ではなく、組織単位または予算上の事業単位であるこ

とは、事業改善としての評価を難しくする要因のひとつとなる。サービスの受益者に必

要なアウトカムの実現とそのための改善を図るためのプログラムとしての把握が困難

になるからである。また、資源確保のために説明可能な場面と、アウトカムを説明する

適切なエビデンスが入手できるタイミングのタイムサイクルが必ずしも合致しないこ

ともある。たとえば、子どもの支援事業の場合、小学 3年生をその事業対象とし、高校

卒業時点の状態をアウトカムとして設定する場合、実証的な成果は 10 年後にしか確認

できない。事業活動が 3年間であるとき、そのアウトカムの成立可能性と事業活動の寄

与率を証明するエビデンスを用意することは、原理的に不可能ないしは非常に測定コス

トが高いものである。 

こうした課題は、休眠預金事業に限らず、助成事業の一環として事業評価を行う際

に共通で生じる課題である。助成金が前提とする予算・年限等の制約が大きい場合、事

務事業はより複雑な区分がされることになる。これは、民間非営利組織は、当該助成の

対象とはならない事業についてはミッションに基づくニーズを満たすために別の資金

提供者から調達を行って活動を実施するからである。例えば同じ場所で一体的にサービ

スの提供を受けていても、対象者の年齢が当該助成金の前提とする対象年齢から 1歳違

う場合やあるいは前提とされているサービス以外を付加的に行うことが必要で、別の助
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成を受けて実施した場合、それぞれ別の事業として事業評価を要求されることになる。

こうした複雑な境界条件の下、事業進捗のタイミングとはかかわりなく、多くは会計期

に紐づいて単年度ないしはそれより短いタイミングでの評価活動の中で、エビデンスを

もって「説明責任を果たす」ことが求められているのである。 

 

２−３．評価活動による組織学習の促進の可能性  

休眠預金事業成立の前後、2006年の国連投資責任原則の策定に伴う E S G 投資とそ

れに続くインパクト投資18等の普及を背景として、社会的投資収益率（SROI）をはじめ，

民間非営利組織の実施する事業に対する社会的インパクトを可視化する「社会的インパ

クト評価」が注目された。社会的インパクトとは、「短期、長期の変化を含め、当該事

業や活動の結果として生じた社会的、環境的なアウトカム」（内閣府,2016）を指す。S 

R O I等の評価手法に関しては、組織ではなく事業を対象としている一方で、事業対象

の複雑性を軽視しており「アカウンタビリティ」の役には立っても事業改善にはつなが

らないという批判（今田，2016；津富,2016）が提示され、評価活動のみにとどまらず

「社会的インパクト・マネジメント」の必要性を、一般財団法人社会的マネジメント・

イニシアティブ（SIMI）は提示している。これは、パットンの「実用重視型評価」や「発

展的評価（評価専門家による伴走型の評価）」を理論的背景としており、アカウンタビ

リティよりも組織学習としての評価実践の可能性や期待（今田,2016）が反映されてい

るものといえる。 

日本国内の民間非営利組織を対象として評価による組織学習の成立の可能性につい

て実証的に検討した研究は未だない。ただし、非営利組織における組織学習としての事

業評価活動について、自治体では、兵庫県豊岡市における真野（2015, 2016）の実践と

研究がある。兵庫県豊岡市では 2012 年より従来の事務事業評価を凍結し、施策のアウ

トカムや戦略を継続的に検討する「プログラム評価」に取り組んできた。真野は豊岡市

の事例を元に分析し、行政だけでなく地域を構成する多様なアクターとともに事業評価

を行うことで、公共を担う新しい自治体経営が大きな進捗を見せていることを示唆して

いる（真野,2015）。また、その中で、特に行政職員が官民協働を通じて新たな知識を

吸収し，行政職員の意識が改革されていったことを説明している（真野、2016）。ここ

では、事業実践者によって主体的に行われる事業評価実践が、組織学習をもたらし、組

織強化と協働的解決の促進につながる可能性が実証的に示されている。 

 自治体と民間非営利活動組織は、官と民の組織文化や組織規模といった違いがあるも

 
18 「社会面・環境面での課題解決を図ると共に、経済的な利益を追求する投資行動」のこ

と。G8 サミットを契機に設立されたインパクト投資を推進するグローバルなネットワーク組織の

日本支部である、Global Steering Group for Impact Investment （GSG）国内諮問委員会

が発行した「インパクト投資拡大に向けた提言書 2019」p9 参照。 
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のの、同じ社会課題解決を組織的ミッションとする非営利活動組織である。日本の非営

利組織の中で事業評価を先行して行っている主体として捉えれば、民間非営利組織の事

業評価にとっても、こうした事例は先行事例として参考になるものである。 

豊岡市の例からは、主体的なプログラム評価実践による組織学習への可能性について

確認した。さらに、プログラム評価には当該組織の事業の直接の関係者を超えた社会的

学習への効果（社会的知識の創出）への期待もある。社会的課題解決のための社会的介

入は、個々の独立のものとしてみる見方には限界があり、したがって、事業や取り組み

がもたらす変化や価値のインパクトを事業の直接の関係者より広くとらえ、社会システ

ム全体の変化を捉える評価の活用方法が求められるとする立場によるものである。例え

ば、米国の社会課題に取り組む組織向けのコンサルティング組織である F S G のジョ

ン・カニアとマーク・クラマーらによって提唱された、協働による効果的な社会課題解

決の手法について論じるコレクティブインパクト論（Kania&Kramer,2011）では、「ばら

ばらのインパクト」から「根本的かつ持続的なインパクト」へと移行するために必要な

5 つの要素を挙げている。その中で、まず「①共通のアジェンダ（Common Agenda）」、「②

共有された測定システム（Shared Measurement）」を挙げているが、これは、プログラ

ム評価の要素である。また、「③相互に強化し合う取り組み（Mutually Reinforcing 

Activities）」、「④継続的なコミュニケーション（Continuous Communication）」は評価

結果の反映のプロセスと重なりうる。さらに最後の要素として挙げられる「⑤活動をサ

ポートする中心的組織（Backbone Organization）」はこうした活動をコーディネート

する組織」を意味する。つまり、組織や事業の区分を超え共通のアジェンダに従って評

価活動を行うことが、組織を超えた学習と行動の改善をもたらし、社会的課題解決のた

めの効果的な社会的介入が実現される可能性が示唆されているということである。 

 

２−４．小括：民間非営利組織における評価の課題 

ここまで、日本の民間非営利組織における事業評価実践の事業環境上の課題と期待に

ついて述べた。 

事業環境として、民間非営利活動組織と民間非営利活動組織が実施するプログラムに

は財務的な自立が求められている一方で、その前提となる自律が阻害され・あるいは必

要な基盤が整備・促進される状況になく、組織力の強化が必要な状況がある。 

こうした中で、現状の民間非営利活動法人が関わる事業評価は、供給者（資金提供

者）目線で設計され、評価の対象がプログラム単位ではなく、予算上の事業単位である

こと、評価のタイムサイクルとアウトカムを説明する適切なエビデンスが入手できるタ

イミングのタイムサイクルが必ずしも合致しない状況の対処策について検討がされず、

“お手盛り”の評価が生まれやすい（義務的受動的に実施される中で必要なフィードバ
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ックが機能し難い状況）状況にあり、したがって必ずしも事業の改善に向けた前向きな

影響を与えていない状況がある。 

一方で、実践している事業をプログラムとして把握し、評価活動が組織学習をもたら

せば、アカウンタビリティの担保と組織強化につながる可能性がある。 

民間非営利組織の事業改善、すなわちこれまで達成されていない社会的課題を解決す

るためには組織学習が必要であり、対人支援分野の事業改善は、活動に従事する一人一

人が省察的実践者として「自分の日々の活動が、相対する当事者の福祉の実現・社会的

な課題の解決に繋がっているのか？」を自問自答し、日常的な改善を積み重ねていくこ

とが不可欠である。求められる成果が、相対する当事者の福祉の実現とずれているとき、

すなわち評価活動が形式的・手続き的に実施されるとき、社会改善につながる検証や事

業改善は行われず「お手盛り」の状況が生まれ、評価活動はただ社会的なコストになる。

逆に、民間非営利組織が、自主的に、自らの事業推進サイクルに合わせて評価実践を行

い、組織学習が生まれれば、資金提供者が民間非営利活動法人に期待する自立や、ひい

ては効果的な社会課題の解決につながるのではないか。 

こうした事業改善につながる評価には何が求められるのだろうか。事業の改善に向け

た前向きな影響を事業評価が与えるためには、組織マネジメントに関わる立場の内部者

のコミットメント（評価に意義を見出し、組織の必要なリソースを割くこと）に基づく

評価実践（自己評価）が必要になるのではないかとするのが本稿の仮説である。本稿で

は、事業実践を行う組織の構成員を学習する主体として位置付け、内発的な動機付けに

配慮して評価活動を推進していくエンパワメント評価や自己評価活動の可能性に着目

し、事業改善の効果を検証していきたい。 

次章でその理論的枠組みについて検討し、第４章以下において具体的事例とともに分

析していく。 
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第 3章．先行研究と分析の枠組み 

  

 第 2 章では、日本の民間非営利組織における事業評価実践の課題と期待について整

理し、事業評価が効果的な協働と民間非営利組織の自立を促進する可能性について述

べた。本章では、それらの議論を踏まえ、社会的介入の評価アプローチであるプログ

ラム評価についての既往研究（第１節）と個人の学習に対する動機付けと組織の中で

の振舞い・パフォーマンスについての既往研究（第２節、第３節）を基に、民間非営

利組織における目的意識の整合性を図ることの重要性、自己評価と動機付けへの着目

の必要性を確認し、本稿における自己評価の過程と効用の分析の枠組みについて提示

する（第４節、第５節、第６節）。 

 

3―1．プログラム評価の理論と自己評価 

 本節では、プログラム評価分野の関連研究をレビューし、自己評価活動における実

践過程とその目的について明らかにする。 

 

3-1-1. プログラム評価、参加型評価・エンパワメント評価と自己評価 

 本項では、プログラム評価分野の関連研究をレビューし、自己評価活動における実

践過程とその目的について明らかにする。まず、プログラム評価は、社会的課題を解

決する何らかの社会的介入（政策や事業）を対象として行われる評価実践を指す。す

なわち、ある「社会課題を解決するために設計された一連の活動群（“プログラム”）

に関して、体系的にデータを収集し、有効性（ニーズ・活動の妥当性・効果・効率

性）を確かめる行為（源，2016：5−7）」をいい、具体的には、①プログラムセオリー

の構築による評価対象の確認（目標設定と戦略定義を行い、ロジックモデル等に体系

的に可視化すること）、②評価情報の作成19（データ収集と整理、分析とその結果の言

語化）、③有効性の判断を含めた結果の解釈（評価情報をもとに意味づけを行い、より

効果的なプログラムについて考えること）、④事業活動への反映を含む一連の活動をい

う（源，2020：21-24）。 

 プログラム評価の目的は、社会状況の改善に資するための情報提供20である。その目

的を達成するためには、事業活動への反映を実現することが必要で、そのために、プ

ログラムが実施される政治的・組織的な文脈を考慮して活用が行われるよう担保する

ことも重要であるとされる。 

 
19 社会科学の方法を用いた体系的な調査を行い、また何らかの比較基準を整理してこれを照らし合せ

ること（源，2016） 
20 具体的には、政策事業など評価対象の改善（マネジメント支援）、アカウンタビリティ（説明責任）の確

保、知識創造、組織学習、社会正義と社会変革の実現が挙げられる。 
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 その中でも、参加型評価は、真実（truth）は社会の文脈の中で構成されるという

「構成主義（Constructivism）」の立場を取り、プログラム関係者（実施者、当事者、資

金提供者等）の協働関係から創出される価値と関係者の「納得性」に重きを置き、対

話的に行われる21評価形式をいう。「現実は変数のような細切れの概念でわかるもので

はなく、個々の文脈に沿って全体的に理解されるべきものである（Guba and Lincoln, 

1989:11）」という前提の下、援助する側・される側、知識を持つ側・持たざる側の権

力構造が存在する中で、プログラム関係者（特に当事者及び実施者）を評価対象では

なく、異なる知見と経験を持つという多様性の下において対等な参加者とともに、プ

ログラムの改善に向けて建設的なプロセスを形成したいという信念を持つ評価専門家

による試みを含む評価活動と言い換えることもできる。これは、1960 年代米国におい

て「貧困との戦い」と総称される一連の施策群に対して政策評価手法が適用された結

果、純粋なインパクトを把握するための統制群との比較（R C T）に代表される実験デ

ザインに基づくインパクトの測定の限界22を経験した Weiss、Holy、Stake などの評価

実践家らが提唱した実用重視評価・形成的評価の重視の流れを汲むものである

（源,2016:3-20）。 

 参加型評価の一類型とも分類されるエンパワメント評価は、「自己評価と主体的な責

任性の概念の獲得に向けた、概念・知識とその具体的な技法」として 1990 年代に米国

評価学会長でもあったフェターマンらによって提唱された（Fetterman,1995）。これ

は、評価の主権はプログラム当事者にあるという前提の下、「評価対象となるプログラ

ムを実践するものが、計画的に評価を実施する機会を確保する」ことであり、「具体的

に評価する技法や能力を身につけることによって、…（中略）…より効果的な実践を

行う可能性を高める」(Wandersman et al.,2005：28)効果を期待して実践される評価活動

である。すなわち、参加型評価よりも更に、当事者組織の「主体的な参加」を強調す

る評価実践であり、「組織力の強化（Capacity Building）」「自己決定」「責任性」を基礎

として構築することで、評価プロセスに携わる人々をエンパワメントする評価アプロ

ーチである。 

 エンパワメントとは、コミュニティ心理学者の Zimmerman によって体系化された概

念で、「状況の把握を行い、必要とされる社会資源の把握を行い、問題とされている事

象を取り巻く環境を客観的に理解すること」を基礎とするものであって、そのプロセ

スには「個人の問題解決能力やリーダーシップ、意思決定能力を育むこと、組織や地

 
21 科学的に実証される客観性よりも関係者間の「納得性」を重視することが評価知識の活用につながる

という期待が反映されている。 
22全体として評価活動が取組み（政策）の改善につながらなかったことや、地方政府の文脈に応じた評

価がなされなかったこと 
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域などの様々なレベルでの人々の関わり合い・協働に焦点を当てる必要性があるとさ

れる（Zimmerman,2000：44‐45） 。 

 ここまで見てきたように、エンパワメント評価は、自己評価を評価専門家が支える

枠組みをその中心に据えている。本稿で取り上げる自己評価は、プログラム評価の一

形態であり、参加型評価の中で、エンパワメント評価に属するものであると考えられ

るが、その中でも特に、評価アプローチをとることを選択するイニシアティブが、外

部評価者によってではなく当事者組織にあるものに限定して実証的に事例検討を進め

ることとする。詳細は次節における動機付けの理論との関連で説明する。日本におけ

る国内で実施されるプログラムにおいてエンパワメント評価に関する検討は少なく、

特に民間非営利組織によって行われるプログラムを対象としたものはほとんどない23。

従って、本稿で民間非営利組織の自己評価について、実証的に検証する意義はあると

考えられる。 

 

3-1-2. 総括的評価・形成的評価と自己評価 

 プログラム評価のアプローチは、理論的に大きく「結果・成果を問う総括的評価」

と「プログラムの実施過程を問う形成的評価」の２つに分かれているが、本稿が分析

の対象とする民間非営利組織が行う自己評価活動は、総括的評価と形成的評価の両方

の側面をその目的として有するものである。 

 総括的評価は主にアカウンタビリティの達成を目的として行うものであり、プログ

ラムの効果（アウトカムやインパクト）の検証をエビデンスの提示を通じて行い、そ

れが本当にそのプログラムによって起こったことなのか（帰属性）を意識して行う評

価アプローチである。客観性の担保を重視し、第三者によって行われることが一般的

である。一方で形成的評価は、プログラムの開発や形成ないしは改善の為に行う評価

アプローチである。これらは逆に、現場で従事する人たちによるボトムアップの評価

と分類されることが一般的である（安田，2011：154）。 

 民間非営利組織とその事業の目的は、社会状況の改善である。社会状況の改善のた

めのプログラムを実施していくためには、ニーズや取組みに関する情報を整理し適切

な戦略を構築するとともに実際に運用していくための人員を確保するための資金調達

が必要であり、資金調達のためには外部者に効果をわかりやすく説明する総括的評価

の側面が求められるとともに、改善のためには形成的評価の側面が求められる。つま

 
23海外で活動する国際 NGO を対象としたレビュー（鎌田，2013）や池田による学校を対象とした実践研

究（源，2016）、近藤らによる武豊町の保健所を中心としたプログラム評価の実践研究（二木ら，2008：

168‐191）がある。また、学校を主に対象とした実践・研究の中で地域の日本語教室（鎌田 2016）が含ま

れているが民間非営利組織であるかどうかは検証の対象とされていない。 
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り、民間非営利組織が行う自己評価活動は、総括的評価と形成的評価の両方の側面を

有している。 

 また、形成的評価が前提としている事業改善は、事業実践にあたる個人が評価プロ

セスを学習として捉え、主体的に取り組む時に起こる結果である。すなわち、プログ

ラムが効果的に運用されるためには組織内の構成員が学習に動機付けられることが必

要である。次節で、組織及び組織構成員の学習に対する動機付けと組織のパフォーマ

ンスについての既往研究をレビューし、この点について詳説する。 

 

3-2．改善・組織強化と個人の心理過程の関係 

 本節では、評価実践の実施と活用の中で、組織構成員の心理的な側面に着目し、個

人の動機づけ、組織及び組織構成員の学習に対する動機付けと組織のパフォーマンス

についての既往研究から本研究の焦点について述べる。 

まず、プログラム評価実践の中での事業を実践する組織の構成員の個人の心理的な側

面に着目した先行研究としては、2 章でも触れた、自治体における真野の豊岡市での

実践研究がある。その中で真野は以下のような変化が起きたことを述べている（真

野，2016）。 

 

・ 協働型プログラム評価実践で外部者（市役所職員から見ると施策の対象者であ

り、共同実施者である市民）とプログラムの目的や方法について対話を行う中

で、従事者のモチベーションが上がり、意識改革が起こったこと 

・ 地域を構成する多様なアクターが一緒に当事者として評価のプロセスを共有す

る中で、公務員のプロ意識が向上し、また住民の主体的参画も起こっていった

こと 

・ 多くの行政データを評価指標として活用しつつ、活動として意味のある内容が

わかりやすい表現で戦略体系図に可視化する中で、目的が測定可能で誰もが実

現したい状態が具体的にイメージできる形に変化し、市役所組織では予算策定

団体において担当部局とトップマネジメントの対話の促進が行われ、部局を超

えた新たな連携活動が生まれるなど、組織に大きな変革をもたらしたこと 

 

 つまり、自治体において、主体的にプログラム評価実践を行う中で、市役所職員

（事業従事者であり、組織構成員）の動機付けがされ、アラインメントの強化がもた

らされ、市民（民間非営利活動組織を構成しているものを含む）の主体的な行動を引

き出し、また組織内外の効果的な協働が行われるきっかけになったということであ

る。ここから、自治体と同様に社会的課題の解決に取り組む民間非営利活動組織にお
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ける評価実践においても、個人の動機付けや組織力の強化につながる効果が示唆され

る。 

 次に、組織の中での学習とパフォーマンスについての経営学の既往研究についてみ

ていく。プログラム評価の目的は、社会状況の改善に資するための情報提供であり、

その１つとして「組織学習」があるとする。組織学習とは，「組織が，変革の必要性を

見出し，より一層の成功をもたらすと信ずる変革に着手しうる能力を取得し，発展さ

せること（Duncan&Weiss,1979：78）」、「組織がよりよい知識の取得と理解によって行

動を改善すること(Fiol&Lyles,1985：803）」と定義される。これは、事業構成員が事業

評価を組織学習として定義する際、事業改善と社会状況の改善のプロセスが生まれる

可能性を指しているとも言える。組織メンバーを学習の主体として尊重し，すべての

メンバーが知識や技能の取得に動機づけられている組織の競争優位性について説明す

る「学習する組織論」は、従事者個人の変容が、組織の変容につながることを説明

し、事業評価による組織学習の発展可能性を裏付けるものである（白石，2009）。さら

に、自己調整学習24が成立する条件について実践共同体理論との統合を試みた松本

（2019）は、組織を超えた実践者の継続的学習が、実践の効果的な促進につながって

いく期待について触れている。 

 以上見てきたように、組織内の個人が主体的にその必要性を受け止め、より良い知

識の取得と理解を得る学習活動として事業評価活動を行うことは、行動を改善するこ

とにつながり、事業活動の改善とひいては社会状況の改善につながると考えられる。

すなわち、民間非営利組織の実践者から見て学習の機会として積極的・主体的に取り

組まれる事業評価は、事業改善（それによる社会状況の改善）につながる鍵となるの

ではと考えられる。 

 プログラム評価実践の中で個人の内面に焦点を当てた研究は、前述したとおり行政

（豊岡市）を対象とした真野の研究があるものの、特定非営利活動法人を対象とした

実証的研究はない。従って、組織の中での個人の心理過程に焦点を当て、学習に動機

付けられている場合の事業評価に絞って事例分析を行い、その効果について検討する

本研究の必要性は高いと言える。  

 

3-3．学習に関する動機付けの理論と事業評価 

 本節では、個人の学習に対する動機付けと組織の中での振舞い・パフォーマンスに

ついての既往研究をレビューし、本研究における事業評価過程の分析の枠組みについ

て説明する。本稿においては、第 2 章及び前節までの考察に基づいて、自己決定理論

 
24 学習者たちが自分たちの目標を達成学習者たちが自分たちの目標を達成するために、体系的に方

向付けられた認知、感情、行動を自分で始め続ける諸過程（Zimmerman and Schunk ，2011)のこと。 
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及び動機付けに関する認知のメカニズム(Reeve,2001)を中心に、内発的動機付け25の理

論に基づく目標設定理論を参照する。 

 動機とは、新しいことやチャレンジを求めたり、探索したり、学んだりすることを

通じて自分の能力を高めようとする生来的な傾向に基づいて生起する現象であり、主

体的学習を支え促す要素であるとともに、個人のバイタリティーの主な源泉となる意

欲のあり方の総称（鹿毛,2013：11‐13）である。また、内発的に動機付けられた行為

は、自律性（外的に強いられているのではなく、自ら進んで取り組んでいるという心

理状態）を持ち、また熟達指向性（認識を深めたり技能を高めたりする方向性）を持

つ（鹿毛,1994）。 

 自己評価は自律性を持って取り組まれるプログラム評価活動であり、プログラムと

して取り組む課題についてよりよく理解しその活動の改善を目指す熟達指向性を持つ

取り組みであることから、「内発的動機付け」と、対比されて説明される「外発的動機

付け」のメカニズムの理論を本研究の分析の基礎として用いることとする。その中で

も、特に動機付けに関する認知のメカニズム(Reeve,2001)と目標設定理論を本稿の概念

的枠組みとして用いる。 

 まず、動機付けに関する認知のメカニズム(Reeve,2001;鹿毛,2015：37)について説明

する。これは、動機付けに関わる一連の過程について、認知メカニズムとの関係から

整理するもので、①感覚的体験、②情報処理活動（認知プロセスの前段）、③認知内容

（認知プロセスの後段）、④行動的反応、⑤結果の 5 つの構成要素とその相互作用につ

いて整理するものである（図 3－1 参照）。 

  

 
25 内発的動機付けの理論は、賞罰（いわゆるアメとムチ）によらない動機付けの側面を説明する理論で

ある（Deci&Flast,1995）。 
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図 3－1.動機付けに関する認知のメカニズム 

 

出典：Reeve（2001）鹿毛（2013：37）を基に筆者作成 

 この動機付けに関する認知のメカニズムの５つの過程を、プログラム評価実践過程

と照らし合わせたのが下記の図 3‐2 である。 

 

図 3‐2.動機づけに関する認知のメカニズムとプログラム評価実践過程 

 

出典：（Reeve，2001）,（源，2020）を基に筆者作成 
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 事業実践活動をもとに自己評価活動の前段としてまず行うことは、ニーズアセスメ

ントと理想状態の言語化であり、それは動機付けに関する認知のメカニズムで言え

ば、①感覚的体験から②情報処理活動にあたる過程である。これに基づいて、目標設

定とそれに基づく現在の活動状況の整理が行われる。これは、認知プロセス（情報処

理活動と認知内容）にあたる。さらに、評価結果の解釈と反映は、認知内容を基にし

た④行動的反応とその⑤結果にあたる。 

 

3-4．内発的動機付けの理論・目標設定理論から見た事業評価過程 

 図 3-2 の「プログラム評価のプロセスの各段階と認知のメカニズムを組み合わせ、

以下の三つの段階ごとに「内発的動機付けの理論」に基づいて考察する。 

（１）ニーズアセスメントと理想状態の言語化（感覚的体験〜情報処理活動） 

（２）目標設定とそれに基づく現在の活動状況の整理（情報処理活動〜認知内容） 

（３）評価結果の解釈と反映（認知内容〜行動的反応〜結果） 

 

（１）ニーズアセスメントと理想状態の言語化（感覚的体験〜情報処理活動） 

 まず、感覚的体験について、自己評価プロセスの場合、事業実施者が日常的な事業

実施過程で接する当事者のニーズや変化、そこから生まれる当事者への共感・価値

観）といった事業実施者の感情、また事業環境や制約条件が考慮されて次の情報処理

活動（目標設定とそれに基づく現在の活動状況の整理）が行われることになる。自己

評価プロセスでない場合、この過程が欠落して、所与のものとしてプログラムの目標

が設定されている（目標の内的統合が図られない）ことになる。 

 

（２）目標設定とそれに基づく現在の活動状況の整理（情報処理活動～認知内容） 

 続いて、洞察的アプローチ26によって情報処理活動が行われる。すなわち、事業実施

主体の中で原理・事実が統合された深い理解が生まれ、議論を発展させる為に証拠・

論拠を活用できる（鹿毛 2013:209）認知的な前提が整うことで、感覚的体験を観測事

実として記述・データ化するための情報処理活動が行われる。さらに、自己評価プロ

セスは、評価状況の設定を通じて、圧迫感や緊張感などの強制感を感知させるメカニ

ズムがそうでない場合と比べ働きにくいため、学習者（ここでは、事業実施主体の構

成員）を内部情報的な状態27にし、内発的動機付けが高まり、より評価に積極的になる

効果も働くと考えられる。 

 
26 重要な情報と不必要な情報とを識別し、既有知識と新しい情報を照合したり、理解をモニターしなが

らわかろうとする方向で努力する学習方略（Entwistle，1981；鹿毛，2013）であり、証拠・根拠をアイディ

アと関連づける多面的学習（versatile learning）をもたらす。 
27上達や進歩によって生ずる満足によって動機付けられ、有能感や自己決定感を感知している心理状
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 一方で、自己評価プロセスでない場合、目標が内的に統合されていないため、事業

実施主体は与えられた評価基準を満たす為に、与えられた処理課題とバラバラな情報

に着目し、決まった手順・事実について反復的記憶を用いて対応することになる。こ

れは、すなわち、洞察的アプローチと対比して、表面的なアプローチと定義される認

知メカニズム28（鹿毛 2013）が行われるということである。さらに、評価状況の設定

を通じて、圧迫感や緊張感などの強制感を感知される状況は、従事者の心理に制御的

機能を働かせ、結果として評価活動への内発的動機付けを低めるメカニズムが働く。  

 この結果、感覚的体験の中で事業従事者によって観測された当事者のニーズや事業

環境・活動に関する事実は、与えられた目標・評価基準と照合されず、評価情報とし

て記述・データ化されることもない。 

 

（３）評価結果の解釈と反映（認知内容〜行動的反応〜結果） 

 次に、事業実施者による評価結果（プログラムセオリーおよび目標とプログラム実

践活動について情報を整理し一定の基準に基づいて解釈を加えた評価情報）の解釈、

すなわち認知プロセスでいう「認知内容」について、その反映（「行動的反応」と「結

果」）と合わせて、「内発的動機付け」の小理論である「目標設定理論（Goal-setting 

theory）」を参照して検討する。 

 鹿毛（2013：51）によれば、目標設定理論は、仕事・職務への動機付け（Work 

Motivation）分野で発展してきた理論であり、目標に対する意識が行為に影響を及ぼす

という前提に立ち（Ryan,1970）、目標意識（特に困難度、具体性）の行動遂行結果へ

の作用に焦点を当てた考え方である（Locke.E.A&Latham,2002）。パフォーマンスへの

影響に関する目標に関する意識について説明する変数として、目標へのコミットメン

ト、フィードバック、課題の複雑さの 3 つを挙げている。 

 まず、遂行する目標へのコミットメントが高い人（努力に値する良い目標だと思

う、この目標を本気で受け止めている人）ほど、学習行動の成果が上がることが示さ

れている。また、目標へのコミットメントを上げる要因として、①目標達成の成果と

して期待される結果の重要性を含め、目標達成が重要だと当人が思うこと（価値づ

け）、②目標達成自体が可能だという信念（自己効力）の 2 つが見出されている（鹿

毛,2013:52）。また、フィードバックについて、目標との関連でどの程度進歩したかに

関する情報提供が不可欠で、課題の遂行を効果的にする為には、目標設定と課題遂行

状況に関するフィードバックを表裏一体のものとして考える必要があるとする。さら

 
態のこと。失敗すると生じる罪悪感や不安によって動機付けられ、圧迫感を生じている状態（内部制御

的状態）と対比される（鹿毛，2013：203） 
28 一般的に言われるテスト前の一夜漬け、における状態を想像すると理解しやすい。 
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に、目標設定は、曖昧な目標でなく、より困難で具体的であるほどパフォーマンスが

高まる心理的メカニズムがあることが分かっている（Reeve, 2009）。 

 認知内容について、自己評価の場合、前節で詳述した通り、当事者ニーズの観測結

果がニーズアセスメントとして反映され、その情報を元にした挑戦的かつ具体的な理

想状態がプログラムセオリーの目標状態として、言語化されることになる。 

 さらに、感覚的体験が洞察的アプローチによってプログラムセオリーの目標と内的

に統合されているため、目標達成の成果として期待される結果の重要性を含め、目標

達成が重要だと当人が思う条件（価値づけ）が達成されており、②目標達成自体が可

能だという信念を形成することが可能になる。また内部情報的なメカニズムにより内

発的動機付けが高められた結果、行動的反応として、評価実践と目的に基づく行動が

方向づけられ、強化されることが考えられるため、目標へのコミットメントの向上が

図られる。価値づけられた達成可能だと理解できる（自己効力感のある）目標に基づ

いて評価情報が構築され、その目標がどの程度進歩したか、課題遂行状況に関するフ

ィードバックを受けることが可能になる。それが、行動的反応において、目的に基づ

く行動の方向づけ・活性化をもたらし、評価プロセスと結果の事業活用につながるこ

とが想定される。 

 一方で、非自己評価的なプロセスの場合、感覚的体験の中で接している事実につい

て情報として認知的に統合されない（または内部統制的なメカニズムにより、評価活

動への積極的な関わりが阻害される）表面的アプローチによるため、プログラムセオ

リーにおいて設定される目的が内的に統合されず（価値づけがされず）、目標へのコミ

ットメントが低下し、従ってプログラム遂行時のパフォーマンスが向上しないかむし

ろ下げてしまうリスクがある。さらに、目標設定と戦略定義、評価活動が行われるた

め、現実的なタイムラインの中で不可能な・抽象的かつ曖昧な目標となり行動の方向

づけが行われず、またフィードバックが働かないため、評価はプロセスとしても結果

としても活用されにくいことが想定される。 

 以上の議論を踏まえ、内発的に動機付けられた、評価を実施する目的が当該組織の

構成員によって内的に統合されている評価活動における事業従事者の心理状態とその

過程について、内的統合を考慮しない非自己評価の場合と対比させる形で示したのが

下記の図 3-3 である。 
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図 3－3．内的統合の有無による評価プロセス過程の整理 

 

出典：筆者作成 

 

3-5．目標設定理論から見た事業評価過程のもたらす効果 

 前節での議論を受けて、自己評価プロセスによる効果仮説について述べる。 

 事業運営主体である組織構成員の、目標の内的統合プロセスを含む評価実践である

場合の効果について、以下の三つの過程に分けて考えていく。 

（１）ニーズアセスメントと理想状態の言語化（感覚的体験〜情報処理活動） 

（２）目標設定とそれに基づく現在の活動状況の整理（情報処理活動〜認知内容） 

（３）評価結果の解釈と反映（認知内容〜行動的反応〜結果） 

 

 まず、（１）ニーズアセスメントと理想状態の言語化に関連して、感覚的体験の中で

観測された事業対象者（当事者）に関する情報が、情報処理活動において適切に情報

処理されること（ニーズアセスメントとそれを反映した理想状態の定義がされるこ

と）の意義について考える。事業運営主体にとっては、観測事実がエビデンス化され

ることで、当事者ニーズ・価値観が適切に反映された目標・戦略定義・評価指標が定

義可能となるため、当事者ニーズ・価値観を感覚的体験として共有しない潜在的な外
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部協力者に活動の背景と内容を理解してもらいやすくなる効果（発信効果）があると

考えられる。 

 また、感覚的体験の中で把握される、事業対象である当事者ニーズに関する情報お

よび事業環境・活動実態についての情報が洞察的アプローチによって適切に情報処理

されることは、外部（例えば資金提供者や政策形成主体）にとっては、当事者のニー

ズや事業の実施状況に関する新たな事実・エビデンスが活用できるという意義として

認知されうる。つまり、寄付・フィランソロピーポートフォリオや政策形成への反映

につながる。これは、事業実践を行う組織内部から見ると、外部からの活動資金の獲

得につながる効果として捉えられる。 

 次に、（２）目標設定とそれに基づく活動状況の整理についてみると、同様に、感覚

的体験の中で把握される、当事者情報を含む事業環境についての情報と活動実態につ

いての情報が、洞察的アプローチによって処理された結果、挑戦的かつ具体的な目標

が設定されやすくなる。これは、内部従事者の士気を高め（アラインメントの強化）、

目標達成・戦略の遂行に対するコミットメントが向上する効果を事業実施者に生じさ

せると考えられる。 

 更に、（３）評価結果の解釈と反映に関して、当事者ニーズの観測結果を元にした挑

戦的かつ具体的な理想状態がプログラムセオリーの目標状態として可視化・言語化さ

れていることは、外部者にとって活動の意義が分かりやすい状態になることであると

ともに、その過程において内部者にとって感覚的体験が洞察的アプローチによってプ

ログラムセオリーの目標と内的に統合され、目標が価値づけられるとともに目標達成

自体が可能だという信念を形成することを可能にすることでもある。つまり、内外に

対して目標・戦略に対するコミットメントが上がる効果がある。 

 価値づけられ・達成可能であると認知された目標に紐づく評価情報はその結果や過

程が洞察的アプローチにより処理されて目的に基づく行動の方向付けが行われる。そ

の結果として、評価結果の活用が起こり、外部にとってはアカウンタビリティの担保

がされやすくなり、内部にとってみれば外部からの活動資金を得やすくなる働きがあ

ると考えられる。また、評価過程の活用（プロセスユース）として、ニーズアセスメ

ントはパブリックモチベーションを強化して働きがいにつながる可能性があり、その

評価情報の中で事業環境や制約条件を考慮した具体的な事業戦略が可視化されること

はノウハウの外部資源化につながることである。ニーズアセスメントの結果やノウハ

ウは他事業者との参照資源となる可能性があり、寄付・フィランソロピーポートフォ

リオへの反映や政策形成にも影響を及ぼす可能性がある。 
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3-6．自己評価過程のもたらす組織内外への効果 

 以上論述してきた動機づけに関する認知メカニズムに基づいて定義した自己評価プ

ロセスの効果について、効果が生じる対象、すなわち事業運営主体の組織内部と組織

外の社会の別により区分したのが、以下の自己評価の効果モデル（次頁図３－4）であ

る。 

 外部から見れば、感覚的体験の共有値が低かったとしても、ニーズアセスメントの

結果を通じてプログラムの必要性の理解が容易に理解できるようになり、その情報を

前提として、事業目的と、目的達成のため効果的な援助に必要な要素や戦略、その背

景としての環境・組織要因を理解しやすくなることが考えられる。結果として、客観

的立場から、承認による応援や改善点の建設的な提示、事業運営主体に資金提供やそ

の他支援が実施しやすくなる可能性が高まる。つまり、当事者ニーズを反映した目

標・戦略に対して、コミットメントが強化される（協働の強化がされる）効果が外部

者にも生じると考えられる。 

 一方で、運営主体内部にとってみれば、言語化により組織内部の意識共有がされる

ことや外部協力者からの承認による応援を受けること、実際に活動が、当事者ニーズ

を反映した目標にどのように貢献しているのかを評価情報により理解することで、事

業運営主体の内部構成員にも、プログラムの目的とその構成員個人のこころざしの重

なりが理解され、アラインメントが強化される。つまり公益にかかわる動機付け

（PSM）民間非営利組織の従事者の働きがいが担保される29ことにもなるのではないだ

ろうか。 

 さらに、ニーズアセスメントやノウハウの情報資源化が起こることで、アカウンタ

ビリティが確保されるとともに、把握したニーズや戦略を、組織を超えて、寄付・フ

ィランソロピーポートフォリオの戦略的形成・政策形成などに反映することが可能に

なる。また、生まれた情報資源を同じ社会課題の達成のために活動する他の運営主体

の学習に活用し、より効果的なプログラムの構築を促進することが期待できると言え

る。 

  

 
29 脚注 16 参照 
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図 3－4.内発的動機づけの認知メカニズムに基づく自己評価の効果仮説 

出典：筆者作成 

 

3-７. 小活：本稿で検証する仮説モデル 

 ここまで、第１節・第２節において関連する先行研究をレビューし本研究の概念的

枠組みと必要性について確認した上で、第３節でプログラム評価の過程と動機づけに

関する認知過程について対照し（図 3-1）、第４節で、動機付けに関する認知プロセス

から自己評価のプロセスについて整理した（図 3-2）。そして第５節で、目標設定理論

に基づいた自己評価により生まれる評価への主体的なコミットメントによる効果仮説

を説明し、分析モデルを作成した（図 3-3）。 

 仮説モデルの要諦を以下に述べる。 



30 
 

 自主的・主体的に評価に取り組む民間非営利組織によるプログラム評価の取組み

は、内発的動機付けの心理的メカニズムの前提が整うことで内部情報的な認知状態が

形成される。この結果、感覚的体験をインプットとしながら効果的な情報処理活動が

行われ、暗黙知であった当事者のニーズやノウハウが形式知化され、組織内外の対

話・学習が可能になることで、これに伴うさまざまな効果がもたらされる可能性があ

るということである。 

 自己評価を実施する組織内部への効果としては、根拠に基づいてプログラムの必要

性が提示され、目的に基づいて戦略と必要な資源が提示されることで資金の獲得に繋

がり、客観的にその意義が承認されることで、働くモチベーションの向上や新たな人

員の獲得につながり、促進されて起こっている内部の学習機会と併せて、組織機能の

強化につながるということが考えられる。 

 また、当該組織外部への影響として、感覚的体験の中で観測されていた定性情報が

エビデンスとして可視化され、組織外から理解・判断することが可能になる。当事者

の課題状況やその解決のために必要な活動についての状況はニーズアセスメント・形

式知化されたノウハウとして、民間の非営利活動助成主体や官における資金投入や、

同様の活動を行う団体の改善のための検討の中で活用可能になると考えられる。 

 次章において、事例分析を元に当該仮説の有効性を検証していく。 
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第４章．事例研究 
第 3 章では、先行研究をレビューし、自己評価の過程と効果（効用）の分析の枠組み

について説明した。本章では、本稿が採る研究方法と調査方法について説明し（第１

節）、事例について個別に分析し（第 2 節〜第 4 節）、第５章において横断的な考察を

行う。 

 

4−1．研究方法と調査方法 

本稿は、複数事例を対象とした事例研究を研究方法として採る。事例研究とは、一部

を取り上げ深く調査し、事象がなぜ、どのようにおきているのか、そのプロセスや影

響を与えた要因を分析することにより、新たな理論、知見を生成するものであり、主

に質的定性的データを基にするものである。その妥当性と調査方法の詳細、検討する

事例について以下順に説明する。 

 

4-1-1．事例研究の方法 

 社会科学分野における科学的推論においては問いのレベルによって異なる研究のデ

ザインが存在する。それらは質的研究法と量的研究法に大別される。前者はある現象

に関して先行研究の蓄積が少なく、変数が特定されていない場合や、特定の事例を深

く掘り下げることでプロセスや要因を分析する時に用いる方法であり、記録を元にし

た文献調査や観察、インタビュー等の手法が用いられる。一方、後者は変数が先行研

究等により絞り込まれ、理論仮説が形成された後、変数（因子）間の関係性を特定し

仮説を検証し、母集団に対する一般化を実証するものである 。本研究は、第 2 章で検

討した通り、日本を対象としたエンパワメント評価研究の蓄積が少ないため、定性的

（質的）研究をとることとする。 

 研究の問いのレベルと研究デザインについて、看護研究30の方法について整理した南

（2008）によれば、以下の 4 つのレベルが存在する。 

 

表４－1．研究設問と研究デザイン 

 研究の問いのレベル 仮説の有無 研究デザイン 

レベル 1 これは何であるか なし 質的記述研究デザイン 

レベル 2 何が起こっているのか なし 質的・量的記述研究デザイン 

レベル 3 これらには関係がある

のか 

あり 仮説検証型研究デザイン 

 
30 本研究は、個人の主観的状況や対人間の関係性について着目しており、対象も対人支援サービス
を行う事例を扱うため、看護分野を参照した。 
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レベル 4 これらには因果関係が

あるのか 

あり 因果関係検証型研究デザイン 

出典：（南裕子，2008：69）を基に筆者作成 

 

第１章において、本研究で設定した問い「自主的・主体的に評価に取り組む民間非営

利組織によるプログラム評価の取組みが当該組織と外部にもたらしている効果とその

メカニズムはどのようなものか。」は、このレベル 1〜3 に当たる。自己評価とは、誰

にどのように捉えられ、何をどのように実施している事象を指し（レベル 1）、その結

果民間非営利組織自身や外部に何が起こっているのか（レベル 2）、その前提と結果間

にはなんらかの関係があるのか（レベル 3）ということである。第２章・第３章にあ

る通り文献調査を行い、理論的比較を行ってレベル 1 と 2 の問いについての仮説を生

成した。すなわち、民間非営利組織の構成員によって目的が内的に統合された評価活

動について、評価の各過程で非営利組織の内外にどのような効果が生じうるのかを内

発的動機付けの理論を基にモデルとして提示した。 

次に、レベル 3 に当たる方法として、次節で説明するインタビュー調査を元に仮説検

証のため事例研究を行い、現象や問題の分類を行う。そのうえで複数の事例を比較し

て、共通点の見出し、現象の特徴と広がりを把握し、仮説検証と考察を行う。 

 

4-1-2．調査方法 

 本稿では、主な調査方法として、有識者インタビュー手法の一つである、半構造化

インタビューの手法を用いた。これは開放的な質問31をインタビューガイド32にまと

め、それを用いてインタビューを行うという方法である（フリック，2002：117）。 

 設問の作成にあたっては、第 3 章の図 3－4 を基に表 4－2 の通り設定した。 

 このうち、設問の 1〜3・5・9〜12 が自己評価活動の実施内容に関する設問、設問

4・6〜8 が実施上の効果に関する設問である。なお、プログラムの事業概要や評価活

動の実施内容については、併せてホームページなどに公開されている資料及びインタ

ビューの際に提供された資料を参考資料として用いた（ドキュメントレビュー）。 

 

 

  

 
31 既存の理論の中で閉じた調査ではなく、対象の未知の側面を発見しそれを研究に取り入れるだけの

開かれた視野を持つ調査の在り方 
32 質問の項目やテーマあるいは具体的な質問文を列記したもの 
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表 4－2.自己評価活動に関する質問 
整理
番号 

分類 質問項目 設問の趣旨 

1-1 動機・きっかけ 
評価活動に取り組んだきっかけ、動機
は？（一番初めに着手・継続） 

・内的統合プロセスの有無 
・内発的動機付けの要因 

1-2 動機 
（潜在的）資金提供者は評価活動に対
してどのような期待を持っていると認
識していたか。 

・内発的動機付けの要因 
・外発的動機付けの有無 

2 評価活動 

評価活動として実施したことは何か？
（何を、いつ、どのように行ったか 
1）目標設定・戦略定義 
2)データ収集・分析・アウトプット  
3)評価結果の反映） 

・内的統合プロセスの有無 
・評価活動の内容 

3 内部の関わり 
組織内で誰（どういった立場の人）がど
のように評価活動に関わったか？ 

・内的統合プロセスの有無 
・評価活動の内容 

4 内部効果 
1)2)3)それぞれの時点で、内部の反応
はどうだったか？どのように変化した
か？ 

・内的統合プロセスの有無 
・組織構成員の情報処理活動、認知内
容、行動的反応への影響  

5 外部の関わり 
外部(専門家、資金提供者等)は評価活
動に関わったか？どのように関わった
か 

・評価活動の内容 

6 外部効果 
1)2)3)それぞれの時点で、組織外部の
反応はどうだったか？どのように変化
したか？ 

・組織外の情報処理活動、認知内容、
行動的反応への影響 

7 効果 
評価の過程で組織・事業活動におきた
良い変化はあるか？あるとすれば何
か？ 

・内部効果（プロセスユース） 

8 効果 
評価を経て組織・事業活動におきた良
い変化はあるか？あるとすれば何か？ 

・内部効果（評価結果の活用） 

9 継続動機 
今後も評価活動に継続して取り組みた
いと考えているか？ 

・内発的動機付けの要因 

10 内部の関わり 
良い変化をもたらすために内部の進め
方として有効だと思われることは何
か？ 

・内発的動機付け、効果の要因に関す
る認識 

11 外部の関わり 
良い変化をもたらすために外部からの
関わりで有効だと思われることは何
か？ 

・内発的動機付け、効果の要因に関す
る認識 

出典：筆者作成 

 

  



34 
 

4−1−3．調査分析方法 

 分析の枠組み（図 3−４）で提示した自己評価プロセスの各過程と効果と調査データ

を対照させ、各事例について、「目的の言語化」「目標設定と戦略の体系化」「評価結果

の解釈」「評価結果の反映」の４つの過程に分節して各団体の評価実践とそれによって

応じた効果について検証する。 

 

表 4－3．自己評価活動の過程 

過程 自己評価活動の

過程 

実施される評価活動 該当する認知 

メカニズムの過程 

① 目的の言語化 ニーズアセスメントと理想状態の言語化 感覚的体験 

〜情報処理活動 

② 目標設定と戦略

の体系化 

評価情報（体系化された目標とそれに従っ

て整理された活動に関する情報）の作成 

情報処理活動 

〜認知内容 

③ 評価結果の解釈 評価情報の解釈 認知内容 

〜行動的反応 

④ 評価結果の反映 解釈した結果の事業活動への反映 行動的反応〜結果 

出典：筆者作成 

 

4-1-4．調査対象 

 調査対象は、以下の 3 つの基準を元に、ケースを選定し、民間非営利組織において

評価を実践し導入した当事者33である組織の代表者をインタビューの対象とした。 

⚫ 自主的に（自己調達した人的資金的資源をもとに）評価に取り組んだこと

のある団体（ただし、直接経費としては委託事業や助成事業の範囲内で実

施しているが義務の範囲を超えて積極的に内部工数を割いている、指定さ

れた方法を超えて自ら取り組みを工夫して行っているなど、帳簿上必ずし

も計上されない間接経費を投資して実施しているものを含む）。 

⚫ 分野：対人サービスの提供を通じ社会開発に取り組む組織であること 

⚫ データ入手可能性 

 条件に当てはまる中で、評価活動の焦点ができるだけ多様になるよう事例を選定し

た。事例研究の対象は次の 3 つである。 

  

 
33単に評価活動の実施や過程について意思決定をしただけでなく、チームの一員として評価過程の策

定に関わり、また従業員とともに学習プロセスに参加した「組織内の評価活動の主導者（Evaluation 

Champion）」 （Preskill,2008：151）。 
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表 4－4．事例研究の対象  

プログラム名 法人名 インタビュー対象者 

地域協働型子ども包

括支援プログラム 

NPO 法人 Learning for All 李炯植氏（代表理事） 

よこはま若者サポー

トステーション 

NPO 法人ユースポート横濱 熊部 良子氏（副代表理事

／施設長） 

サンカクプログラム NPO 法人サンカクシャ 荒井佑介氏（代表理事） 

出典：筆者作成 

 

 以下、３つのプログラム・法人とインタビュー対象者について概要を説明する。 

 

地域協働型子ども包括支援プログラム（NPO 法人 Learning for All） 

 NPO 法人 Learning for All は、子どもの貧困の本質的解決をミッションとして活動す

る団体であり、2009 年から学習事業の活動を開始し 2016 年に法人化している。 

 NPO 法人 Learning for All は、当初学習支援事業を実施する団体として発足し、2016

年に居場所や食事支援を開始した。2018 年度末に４つのケーススタディをもとにニー

ズや地域の子ども支援の課題について整理した「課題の報告書」、2019 年度末には

「実践報告書」を上梓し、その中で学習支援・居場所支援等の事業活動全体を総括し

て、子どもの支援・地域の大人の支援の２つの構成要素に整理し直し、「地域協働型子

ども包括支援」事業として再定義している。他の２つの事例との差異として、評価活

動の中でニーズアセスメントを中心に行なっている点が特徴的である。2021 年から、

地域協働型子ども包括支援に取り組む団体を資金面やツール・ノウハウの流通により

支援する中間支援の取り組みを開始し政策提言活動も積極的に行なっている。 

 インタビュイーである李氏は学生時代に学習支援ボランティアとして活動に参画

後、法人化以来代表理事を務めている。経営の傍ら事業評価の実施を含め事業運営に

携わる一方、一般社団法人全国子どもの貧困・教育支援団体協議会理事、こども政策

推進に係る有識者会議臨時構成員を務めるなど、政策提言・アドボカシー活動にも尽

力している。なお、筆者は 2018 年に業務委託を受けて事業評価関連活動に関わり、

2021 年 6 月より職員として関わっている。 

 

よこはま若者サポートステーション（NPO 法人ユースポート横濱） 

 よこはま若者サポートステーションは厚生労働省が自治体を補助する形で実施して

いる「若者サポートステーション事業」の事業所として、NPO 法人ユースポート横濱

が実施するプログラムである。ユースポート横濱は「孤立状態にあることで困難を抱

えている人に対して、その人がありたい姿に近づけるよう就労や生活に関する支援を
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行う」とともに、「支援を通じて発見した課題に取り組むことによって、社会に貢献す

ること」をミッションとしており、その支援プログラムの１つである。 

 インタビュイーである熊部氏は、法人の理事として経営に関わる傍ら、事業評価活

動を含む発信プロジェクトのメンバーとして活動し、またよこはま若者サポートステ

ーションの施設長として支援業務に取り組むとともに管理業務を統括している。 

 

「サンカク」プログラム（NPO 法人サンカクシャ） 

 NPO 法人サンカクシャは 2019 年 5 月に法人化した、若者を対象とする取組みを行

なっている団体であり、「学校や社会に馴染めない 15〜25 歳程度の若者が、社会で生

きていくために、経験値を獲得できる機会」を作っている。プログラムは、準備段階

としての個別家庭訪問（「ツナグ」）、人とつながり、自分を応援してくれる人と出会え

る居場所（「タマリバ」）、社会経験を積む何かにチャレンジ（「サンカク」の機会）す

るという３つのステップからなり、「サンカク」の段階に参加している若者を対象とし

た事業評価活動を行なっている。なお、この「サンカク」プログラムでは、地域や企

業の大人も「サンカク」し、人とのつながりを活かし、共に生きていくコミュニティ

になることを目指している。 

 荒井氏は創業代表であり、学生時代からボランティアとしてホームレス支援、小中

学生向けの学習支援活動を経て、大手人材系会社に勤める傍ら若者をサポートする活

動に関わったのち、別の子ども支援 NPO を共同で創設し子ども若者の直接の支援や子

ども若者に関わる支援者育成プログラムの創設に携わっている。2019 年にサンカクシ

ャを立ち上げ、現在経営の傍ら支援活動・事業評価の実施を含め事業運営に携わって

いる。 

 

 ここまで、研究方法と調査方法、事例の選定基準と取扱う事例とについて説明し

た。以下、第２節から第４節で３つの事例について個別の事例分析を行う。 
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4−2. 事例 A：NPO 法人 Learning for All による地域協働型子ども包括支援プログラム

評価 

 本節では、NPO 法人 Learning for All の地域協働型子ども包括支援プログラムの事業

評価活動について検討する。 

 地域協働型子ども包括支援は下記図 4-1 の要素からなる事業であるが、図 4-2 にあ

る通り、2014 年度設立当初の事業活動は学習支援であり、その後開始した居場所づく

りや食事支援などの取組みも含め、地域協働型子ども包括支援として事業がプログラ

ム化されたのは 2018 年度以降である。本稿では、2014 年度から 2020 年度までの評価

活動として何を行い、その目的が内的に統合された状態で実施されたかを検討し、そ

の効果と成立要因に関する認識について順に述べる。 

 

図４-1.地域協働型子ども包括支援プログラム 

 
出典：LFA のウェブサイトより引用 
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図 4-2. 地域協働型子ども包括支援プログラム形成の経緯 

 
出典：LFA の団体概要資料より引用 

 

4-2-1.評価活動の概要 

 NPO 法人 Learning for All は 2014 年の団体立ち上げにあたり、代表の李氏・事務局

長を中心にインターンの学生を含め現場で中心的に取り組む皆でロジックモデルを作

成するワークショップを行い、それまで一事業部門として実施していた学習支援事業

の価値定義を行った。 

 団体の立上げの段階で、こども・保護者・学校・自治体といった学習支援事業の多

様なステークホルダーに対して、事業価値ミッションやビジョン、何の課題に対し誰

を受益者としてどう提供していくのかを考え直す必要があったことがその背景にあ

る。評価活動の目的としては、資金調達・行政を含めたパートナー・リソース提供を

してくれる人たちに対して事業の説明責任を果たす中で、我々の価値をどのように定

量的あるいは定性的に説明するためだった。これについて、李氏は哲学的な葛藤を感

じつつも事業経営上の合理性からこれを受け入れたとする。 

 

個人の学問的背景としては哲学系のバックグラウンドがあり、現場の価値と評価と

いうのは緊張関係にあるというか、本来の価値は評価できない、と学んできたけれ

ども、現場でやる中で（中略）委託や資金調達、我々の事業の説明責任を果たす中

で必要だと理解した。 

 

 そして、ロジックモデルを活用し、各アウトカム毎に設定した指標（KPI）につい

て、子どもに対する事前事後学力テスト、アンケート等で確認し、可視化に取り組ん

だ（図 4－3 参照）。なお、保護者・ボランティア教師・自治体等へのロジックモデル
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も同様に作成されている。また、プロボノの協力の下、SROI の数字を算出し、助成金

や寄付金営業資料に盛り込んだ。 

図 4-3 Learning for All ロジックモデルの一部 

 
出典：NPO Learning for All 作成資料 

 

 その後、2016 年度から少しずつ始めていた居場所づくり等学習支援以外の要素を含

め、包括的な支援をプログラムとして発展していくにあたり、「新しい事業モデルを作

って政策に導入されることも１つのゴールに設定した」ことで、2018 年度から改めて

評価活動に精力的に取り組んだ。 

 まず、伴走評価エキスパート研修受講生であり中間支援団体に所属する外部者に伴走

業務委託を行い、現場部門と企画部門の担当者、代表者を中心にインターンの学生を

含め現場で中心的に取り組む皆で改めて誰にどのような価値提供をしたいと考える

か、またそこにどのような社会状況・要因があるのかについてワークショップを行

い、システムマップを作成した（図 4-4）。家計・経済等の経済属性は全体の因子のご

く一部（図 4-4 最下部の橙色で示された 4 つの要素）であり、制度・社会心理等多様

な因子がその課題状況として存在することが明らかになった。 
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図 4-4 Learning for All 子どもの貧困に関するシステムマップのイメージ図 

 
出典：Learning for All 作成資料 

 

 この検討を受け、代表・理事・同じ子ども支援分野の複数の外部有識者から組織され

た評価委員会で議論し、子どもの貧困について再定義を行うとともに、事業について

も、子どもを支援する取組みのみならず、「子どもを見守る地域のエコシステム（生態

系）を作る事業」として再定義を行った。 

 

図 4－5．システムマップを基にした子どもの貧困に関する見取り図 

 
出典：Learning for All 作成資料 



41 
 

  LFA は、このシステムマップ・見取り図を、自身の活動の介入ポイントやそれによ

って実現したい短期・中期・長期の目指す変化（目標）を再検討するうえで活用した

のである。これは、李氏が以下に述べているように、形成的で探求的なプロセスだっ

たという。 

 

仮説でやっていることなので、成功するか失敗するかよくわからない。あってるか

まちがっているかわからないけど、とりあえずやってみた。自分たちも、自分たち

なりの現場感覚はあるが、ステイクホルダー含めなにがおこったのか、わからない

というのがあったので、本当にどうなっているかを確認するという意味での評価活

動だった。 

自分たちで指標を置いて評価してみる、望ましい変化が起きているかを確認すると

いう作業を行った結果、確からしい仮説ができた。具体的に詳細に覚えているわけ

ではないけど、あの評価で結果が出たもの、あるいは出なかったもの、もっとこう

いうふうなものもフィーチャーすればよかったというものが出てきた。あえてロジ

ックモデルを最初からつくらず、変化の仮説を段階的に作っていった。 

 

 これらの検討をまとめて、「課題の報告書」として、「子どもの声から、地域がかわ

る 『子ども支援の生態系モデル」〜子どもと出会い・つながり・支えるを実現するた

めに」（特定非営利活動法人 Learning for All 2020 年 3 月）を作成し、Web サイトに掲

載した。 

 さらに、指標を改めて設定した上で、事前事後アンケート、保護者アンケート、自

治体・学校関係者等地域の関係者・卒業生などのステイクホルダーに対するインタビ

ューなどの調査を実施し、「子ども包括支援 実践報告書 2020 年度版〜子どもと出会

い・つながり・支える中で見えたこと〜」（特定非営利活動法人 Learning for All 2021

年 3 月）を作成し、Web サイトに掲載した。 

 こうした報告書の中で整理されたプログラムの対象、事業内容や背景についての模

式図や関連情報は、法人の概要資料、広報資料に反映されるとともに、ポンチ絵とし

てまとめられて各種の政策提言の機会で活用されている。また、指標やプログラムの

成果に関しては広報資料や同業他団体への説明の機会に活用されている。なお、その

後 2021 年度においても、これらをもとに評価活動が推進されている。「強度・精度を

上げて」、つまり、「ロジックモデルを作成し、望ましい変化、地域・保護者・子ども

それぞれに対してこうあるべきだという変化について、より細かく正確に指標化した

評価体系を作って」調査が現在進行形で行われている。 

実施された取り組みを時期別に整理すると次の表の通りである。 
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表 4－5.NPO 法人 Learning for All による自己評価活動 

時期 ①目的の言語

化 

②評価情報の作成 ③評価結果の

解釈 

① ④評価結果

の反映 

2014 年：団

体立ち上げ期

（学習支援事

業対象） 

・職員 WS 

・ロジックモ

デルの作成 

・学力テスト、ア

ンケート（学習） 

・SROI の算出 

― 

（該当なし） 

・営業資料 

2018 年度〜

2020 年度

（地域協働型

子ども包括支

援事業発展

期） 

・職員 WS 

・システムマ

ップの作成 

・学力テスト 

・アンケート（学

び・育ち・つなが

り） 

・保護者アンケー

ト 

・ステイクホルダ

ーインタビュー 

・評価委員会 

・課題の報告 

書、実践報告

書 

・団体の説明 

・政策提言 

出典：筆者作成 

 

4-2-2.評価活動の過程における内発的動機付け 

(1)内発的動機付けの有無と範囲 

 まず、一連の評価活動が、内発的に動機付けられていたか、すなわち評価を実施す

る目的が当該組織の構成員によって内的に統合されている状態であったかについて確

認する。 

 

2014 年度の評価活動 

 2014 年においては、団体立ち上げ期で「事業価値、ミッションやビジョン、何の課

題に対し誰を受益者としてどう提供していくのかを考え直していた」 という内部的な

要因とともに資金提供者・事業パートナー等外部への説明責任を強く意識しつつも、

義務的にではなく、事業戦略上あるいは李氏の「アカデミシャンとしての個人的なこ

だわり」の下、外部の期待値を超える定量的かつ体系的な評価情報（詳細なロジック

モデルと SROI 分析）が作成された。 

 

民間助成や行政の担当者も評価について詳しいわけではないので、何かしら数字が

あって、何かしらの評価体系があれば、期待は超えると思っていた。特に注文され

たことはない。アカデミシャンとして、何かしらきちんとした手法に則りたい、と

いう個人的なこだわりでロジックモデルを使った。またプロボノの協力の下 SROI
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に取り組み、2.9 倍という数字を算出して助成金や寄付金の営業資料のロジックとし

て差し込んでいた。 

 

  また、推進者である李氏以外のメンバーについても、ロジックモデルの作成過程に

参画し、日々の活動の中で議論していた価値や事業戦略について改めて共有している

ことを確認した。「チームのメンバー、特に子どもとふれあって、定性情報にあふれた

なかでやっている方に、一つ抽象的なレイヤーで価値の定義をしたり、この説明の仕

方で資金提供者の方々に伝わるんだろうか？と問いかけたり、ちょっとずつ違う価値

のこだわりのベクトルを合わせていくという作業にできると、何倍にも効果が高いん

だろうなと思っていたので」、一人で作業をするより時間がかかりコストは高くても意

図的かつ積極的にワークショップを基にロジックモデルを作成することにしたとい

う。 

  この過程について、評価活動の前提として、そもそも「学習する組織」として「週

次で上長との１on１チーム定例での振返り、経験学習がまわるようにデザインされて

おり、そもそも文化として、学習や対話がある」ため、特に違和感もなく「大きく提

供したい価値はずれなかった」し、改めて詳細に「脳みそを合わせていく」過程であ

ったという。 

 

ロジックモデルは、大きく提供したい価値はずれないんです。活動の中で僕ら、

日々日々議論しているので。でも文言一個レベル、何を KPI（主要指標）とする

か、何がどれにかかっているかという細かいレベルまで議論することはないので、

その中でみんなの脳みそが揃っていく。一つの体系、アウトプットに落とすという

ことは普段の活動の中ではない、なんとなく話してたら分かり合えるので。文言に

こだわって、ロジックモデルやアンケート、等一個にぱちっと決める、その中で１

つ一つすり合わせて行く、そこまでやることはあまりなかった。 

 

  一方で、現場の運営の中で PDCA サイクルを早いサイクルで回していたからこそ、

早くても数ヶ月単位でしか結果がフィードバックされない「評価活動と現場の運営

は、分断していた」という。評価活動によって「こういう価値提供をしたい」という

ことを短期・中期・長期のストーリーベースで語れるようになり、営業には活用でき

たが、日常的な情報収集や振り返りがある中で、早くても数か月単位の変化を捕捉す

る評価情報は現場活動とリンクさせる意義は見いだされなかったということである。 

 

どれだけ活きるかというと、ほぼ活きないんですよね。だから正直評価活動と現場

の運営というのは分断していたと思う。引きつけてもあんまり意味がなかった。つ
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まり、この子の自己肯定感が 0.X ポイント上がっているという事実を現場の一人一

人がどう受け止めたらいいのか？という疑問。（中略）結局日々とるべき情報は定

性・定量でとっているので。分野にもよるが、日々日々子どもと接する中で、一分

一秒子どもたちが揺れうごく中で、評価をして、意図をもってアクションしてい

る。そのトランジションがすごく早い分野。それが数か月単位とかで出てきた定量

的な数字の変化によって、大きく現場のアクションがかわることはない。学習支援

は毎日１時間やれば、勉強できてるか出来てないかは分かるわけで、評価（活動）

を待たずして、即時のフィードバックが可能という分野。LFA は活動として独自の

振り返りという仕組みがあるので。 

 

  つまり、内外への事業価値と戦略の明確化という評価活動の目的は組織内で統合さ

れていたものの、事業改善は他の手段（日常的な振返り）に代替され、またタイムサ

イクル上の限界から、評価活動の目的として設定されていなかったということであ

る。 

 

2018 年度から 2020 年度の評価活動 

  一方で、2018 年度から 2020 年度の評価活動は、新しい事業モデル（プログラム）

の形成とアドボカシー（政策提言）を目的としたものだった。 

 

学習支援だけじゃ問題解決できないねっていうことで、6 歳から 18 歳までの子ども

たちへの早期からの切れ目のない支援を始めた。それは新しい事業モデルであり、

政策に導入されるということが１つのゴールになった。アドボカシーを視野にいれ

たとき、この事業にはこういう効果がある、既存の事業・制度だけではダメだとい

うことが明確に言えないといけない。なので、最初から評価活動をするという前提

で現場を作った。評価活動をすることで事業が変化する可能性も感じていた。（中

略）ローカル性に合わせて…個別具体の子どもたちのニーズから作っていった事業

をどのようにまとめて、どのような全体として語るべきか。どういうニーズに対し

てどういう支援をして、ということがある程度言語化された。何をやっているか、

自分たちが大切だと思っていることが一般の方にも説明できるようになった。 

 

  3 年間の現場構築と並行したモデル形成・評価活動への投資を受け、試行的な試み

を事業として整理し、標準化していく中で、課題が明確になり、実際に評価活動後に

当時の首相や省庁の有識者会議への登壇（政策提言活動）につながっていったこと

や、団体の事業戦略の明確化にもつながった結果、「もちろん」今後も評価活動に取り

組んでいきたいと李氏はいう。 
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政策提言については「場当たり的ではなく、常に我々はこういう活動をしているんだ

ということ、評価とセットでモデルがあることで、これは今の政策じゃここまでしか

できない、我々の理想としてはここまでやっているんですと。そのギャップを常に言

語化できていることで、足りない部分についての打ち込みというのが常にできる」か

らであり、団体の戦略についても、「既存の制度でここまではできる・できないという

ことが明確になったため、既存の制度にぶら下がって委託事業をとって拡大したとこ

ろで自分たちの目指したい支援にはならない」ことがわかり、「自主財源を確保しつつ

政策提言をしていこう、自分たちのショールームとなってくれる先進的な取組みを一

緒にやってくれる自治体さんと組んで、それをモデルにして、政策提言して、社会的

なインパクトを出していこう」という方針が形成されたという。 

  2018 年度からの取組みでは、李氏の指揮の下明確に事業活動として推進チームが組

成され、その他の現場構築にあたるメンバーも「子どもの貧困の本質的解決」という

法人のミッションの実現につながる事業活動として、評価活動を捉え、ワークショッ

プなどの過程に参画していた。2014 年時点と同様に、「特に大きなオペレーションの

変化はなかった」が、事業関係者の言葉が客観的な他者の声として届くことで、手応

えとして感じていた効果的な事業推進方策をより強化し後押しする手助けとなる形で

支援現場に対する直接的なやりとりもあったという。 

 

学校・行政の声を初めてとったが、現場にも有益だった。自分たちの何のアクショ

ンが、ステイクホルダーからの評価につながっているのかが、明確にあきらかにな

った。こういう理由で LFA を信頼してくれている、というのが色んな学校の先生の

言葉で語られる中で、自分たちの事業の立て付け、現場の担当者が丁寧にコミュニ

ケーションしていることがステイクホルダーからの信頼につながっていること。仮

説やグッドプラクティスとしては持っていたが、客観的な他者の声として届いたこ

とはプラスだった。なので、自分たちのやっている良いアクションが反復される効

果はあったと思う。 

 

 つまり、ここでも、内外への事業価値と戦略の明確化という評価活動の目的が組織

内で統合されており、事業モデルの形成とアドボカシー（政策提言）という事業活動

に直接的につながっていく中で更に評価活動への内発的動機付けが起っていると言え

る。 

 以上より、本事例においては、団体内の推進者にとって評価活動の目的が内的に統

合されている状況であったとともに、それ以外のメンバーにおいても目的が一定程度

内的に統合されていった状況にあったと考えられる。 
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(2)評価実施過程と分析モデルとの対照分析 

 次に、それぞれの実施過程で何が起きたかについて、第３章で提示したモデルに照

らし合わせながら見ていく。 

 

2014 年度の評価活動 

 ①目的の言語化の段階では、それまで実施してきた事業経験を基にロジックモデル

がまとめられた。一方で「現場運営とは分断されていた」ことから、洞察的アプロー

チによって観測事実が記述・データ化されることはなく、評価情報に事業実践者の感

覚的体験に基づく当事者ニーズ・価値観が反映されることもなかった。潜在的協力者

の活動の背景や内容の理解に評価活動自体が貢献することはなく、ただし、ロジック

モデルによって事業の詳細がエビデンスとして活用できるようにはなった。 

 ②評価情報の作成の段階では、挑戦的かつ具体的な目標設定や目標達成自体が可能

だという信念の形成との関連づけはおこっておらず、一方で、③評価結果の解釈の段

階においてロジックモデルにより目的に基づく行動の方向づけは起こっている。 

 

事業価値・サービス・顧客が誰でどのようなステップでやっていこうということが

明確になった。ロジックモデルに沿った価値提供をするということが明確になり…

ボランティアの採用・研修、現場運営、その一個一個の価値提供のためのサプライ

チェーンにおいて、なぜここにこだわるのか・なぜここは切るのか、ということ

が、子ども一人ひとりへの価値提供のロジックモデルが決まっていることで、そこ

からちゃんとバックキャストで考えられるので、よりシャープになった。 

 

 ただし、これは「もともとシャープだった」事業活動が「明確化され、完了した」

もので、行動の活性化とは関連付けられない。 

 ④評価結果の反映については、営業用として評価結果の活用が行われ、組織内で詳

細に「脳みそを合わせていく」過程としてプロセスユースがされている。 

 

2018 年度から 2020 年度の評価活動 

 まず、①目的の言語化の段階では、地域や子どものニーズをもとに課題状況（シス

テムマップ）と事業戦略（セオリーオブチェンジ）が作成され、報告書にまとめられ

たことから、洞察的アプローチ・内部情報的な状態がおこり、観測事実が記述・デー

タ化されていることが確認される。またこれには、評価情報に事業実践者の感覚的体

験に基づく当事者ニーズ・価値観が反映されており、当事者・支援者の意識の中にあ

る事実や事業の詳細についてエビデンスとして活用できる状態があったと考えられ

る。さらに、活動について「誰が説明してもわかりやすくなった」ことや、政策提言
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の登壇機会が一気に拡大したこと、社会制度の隙間で潜在しているニーズや必要な取

り組みについて説明しやすくなり、理解されやすくなったことから、潜在的な協力者

に活動の背景と内容が理解されやすくなる状態もあったと考えられる。 

 ②評価情報の作成の段階においては、団体の戦略が規模の拡大志向から、行政の委

託事業に依存せず、自主財源を確保しつつ自分たちのショールームとなってくれる先

進的な取組みを一緒にやってくれる自治体と連携し、それをモデルにして、政策提言

することで社会的なインパクトを出していこうという事業戦略に変わり、挑戦的かつ

具体的な目標設定がされるとともにその目標達成自体が可能だという信念の形成が起

こっていることが明らかである。 

 ③評価結果の解釈の段階においては、仮説としていて実践していた丁寧にコミュニ

ケーション等取組みの特徴が目指している成果につながっていることの有効性が裏付

けられ、反復継続して実施する後押しとなったことから、行動の活性化が起こってい

たと考えられるが、目的に基づく行動の方向づけであったと断定することは難しい。 

 ④評価結果の反映については、子どもの包括的支援というビジョンに向けた新しい

事業モデルの形成というプロセスユースが行われると共に、評価結果について特にニ

ーズアセスメントの部分について、政策提言に活用がされている。 

ここまでの検討のまとめとして、過程で起こったことについて、モデルで提示した仮

説と対照させた表を以下に示す。 

 

表 4－6.NPO 法人 Learning for All による自己評価活動過程で起こった変化（内発的動

機付けの理論に基づく仮説との対照） 

 
過程 各過程で起こることの仮説 確認された事実 

①目的の言語化 洞察的アプローチ、内部情
報的な状態（内部統制的で
はない） 
→観測事実が記述・データ
化される 

＜2014＞  
 ― 
＜2018－2020＞ 
・地域や子どものニーズをもとに課題状況（シス
テムマップ）と事業戦略（セオリーオブチェン
ジ）が作成され、報告書にまとめられた 

評価情報に事業実践者の感
覚的体験に基づく当事者ニ
ーズ・価値観が反映される 

＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
・【再掲】地域や子どものニーズをもとに課題状
況（システムマップ）と事業戦略（セオリーオ
ブチェンジ）が作成され、報告書にまとめられ
た 

潜在的な協力者に活動の背
景と内容が理解されやすく
なる 

＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
・誰が説明してもわかりやすくなった 
・政策提言の登壇機会が増えた。 
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・社会制度の隙間で潜在しているニーズや必
要な取り組みについて説明しやすくなり、理
解されやすくなった 

当事者・協力者の意識の中
にある事実や事業の詳細に
ついてエビデンスとして活
用できる 

＜2014＞ 
―（事業の詳細について可視化された） 
＜2018－2020＞ 
・【再掲】地域や子どものニーズをもとに課題状
況（システムマップ）と事業戦略（セオリーオ
ブチェンジ）が作成され、報告書にまとめられ
た 

②評価情報の作成 挑戦的かつ具体的な目標設
定 

＜2014＞ 
―（すでにあった目標がより明確化された） 
＜2018－2020＞ 
・行政の委託事業に依存せず、自主財源を確保
しつつ自分たちのショールームとなってくれ
る先進的な取組みを一緒にやってくれる自治
体と連携し、それをモデルにして、政策提言
することで社会的なインパクトを出していこ
うという事業戦略を立てた。 

目標達成自体が可能だとい
う信念の形成 

同上 

③評価結果の解釈 目的に基づく行動の方向づ
け 

＜2014＞ 
・事業計画・資源配分の意思決定の際明確化さ
れた 

＜2018－2020＞ 
 ― 

行動の活性化 ＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
・仮説としていて実践していた丁寧にコミュニ
ケーション等取組みの特徴が目指している成
果につながっていることの有効性が裏付けら
れ、反復継続して実施する後押しとなった 

④評価結果の反映 評価結果の活用 ＜2014＞ 
・営業 
＜2018－2020＞ 
・政策提言 

プロセスユース ＜2014＞ 
・組織内部の方針の詳細なすり合わせ 
＜2018－2020＞ 
・子どもの包括的支援というビジョンに向けた
新しい事業モデルの形成 

出典：筆者作成 

 

4-2-3.評価活動の効果と要因 

（1）効果 

2014 年度の活動 

 ①目的の言語化の過程について、『評価情報に事業実践者の感覚的体験に基づく当事

者ニーズ・価値観が反映される』ことはなく、『潜在的な協力者に活動の背景と内容が
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理解されやすくなる』ことも、『当事者・支援者の意識の中にある事実や事業の詳細に

ついてエビデンスとして活用される』ことはなかった。 

 ②評価情報の作成の過程において、『プログラムの目的と個人のこころざしの重なり

が理解できる（アラインメントの強化）』ことは確認されなかった。一方、営業用とし

て活用されていることから、評価活動によって『潜在的な協力者に活動の必要性が理

解されやすくなる』効果は生じていたと考えられる。その際、ロジックモデルによっ

て『プログラムの効果的援助要素とその前提条件が理解できる』効果は生じていたと

みられるが、『客観的立場からの承認・改善点の建設的な提示』は確認されない。 

 ③評価結果の解釈の過程において、営業用として活用できたという効果実感が生じ

ていることから、資金提供者の『目標／戦略に対するコミットメントが上がる』効果

があったと考えられるが、組織内部については改めて詳細化したという認識の通り特

段の変化はみられなかったと考えられる。 

 ④評価結果の反映について、資金提供者に対する『アカウンタビリティの担保』が

されており、特に民間の『寄付・フィランソロピーポートフォリオへの反映』すなわ

ち『外部からの活動資金』の獲得につながっている。他の効果は確認されなかった。 

 

2018 年度〜2020 年度の活動 

 ①目的の言語化については、前項でも既に確認した通り、地域や子どものニーズを

もとに課題状況（システムマップ）と事業戦略（セオリーオブチェンジ）が作成さ

れ、報告書にまとめられたことで、『評価情報に事業実践者の感覚的体験に基づく当事

者ニーズ・価値観が反映』され、外部者が『調査データとして、当事者・支援者の意

識の中にある事実や事業の詳細についてエビデンスとして活用できる』効果があっ

た。これにより、社会制度の隙間で潜在しているニーズや必要な取り組みについて説

明しやすくなっており、『潜在的な協力者に活動の背景と内容が理解されやすくなる』

効果が生じたと考えられる。 

 

全体を整理できていることで、具体の課題 1 つ１つについて、この部分・この部

分・この部分が課題ですよね、というところまで理解してもらえる。その課題に対

して LFA はここまでやっている、ここまでできるんだという証拠になる。お金をき

ちんとつけてうまく活動をやれば、こんなに支援すべき子が出てくるし、潜在的ニ

ーズが確かにある、これを今は実は放置しているんだよね、と。放置せずに支援し

たかったら、具体的にはこういうふうなやりかたで支援すればいいんだよね、と。

そういうのが伝わりやすくなったし、伝えやすくなった。 
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 ②評価情報の作成過程について、内部においては「何をやっているか、自分たちが

大切だと思っていることが一般の方にも説明できるようになった」ことから、『プログ

ラムの目的と個人のこころざしの重なりが理解できる（アラインメントの強化）』効果

はあったと考えられる。また、外部に対しても、それまで自分たちが大切だと思って

いることが一般の方には伝わりにくかった状況から誰が説明してもわかりやすくなっ

たことや政策提言の登壇機会が増えたこと、社会制度の隙間で潜在しているニーズや

必要な取り組みについて理解されやすくなったことから、『プログラムの必要性が理解

できる』効果が生じていると考えられる。 

 プログラムが形成・発展段階にあったことからロジックモデルは作成されておら

ず、『プログラムの効果的援助要素とその前提条件が理解できる』状況はだ生じている

とは言えないが、その前提となるニーズや事業目的・取組みの概要が整理され、プロ

グラムの形が明確となり、2021 年度以降の継続的な取組みの中で効果的援助要素とそ

の前提条件について明確化する準備が整ったと考えられる。この点に関連して、『客観

的立場からの承認／改善点の建設的な提示』がされ、資金提供者から期待と追加出資

を受けて、もう一段階精度を上げた評価活動が 2021 年度以降現在取り組まれている。 

 ③評価結果の解釈について、外部資金提供者からの継続的な資金提供につながって

いることや、国会議員や省庁などから政策提言の場に呼ばれ、登壇機会が大幅に増え

たことから『目標／戦略に対するコミットメントが上がる』効果は特に外部において

大きかったと考えられるが、内部についても、「どういう価値を誰に提供するのか、そ

のためにどういうサービスをどのように提供するのかという整理する・・・（中略）サ

ービスモデルの標準化のプロセスとして（評価活動は）現場においてもとても重要だ

った」こと、「（ステイクホルダーからの声を受けて）良い行動が反復される」等、『目

標／戦略に対するコミットメントが上がる』効果はあったと考えられる。 

 ④評価結果の反映について、形成期であった地域協働型子ども包括支援プログラム

を対象としており当該プログラムをモデルとして標準化した過程とその内容を報告書

として内外に示すことで『アカウンタビリティの担保』が行われた。資金提供者の理

解を得て、その後の継続的な『外部からの活動資金』『寄付・フィランソロピーポート

フォリオへの反映』という効果につながっている。 

 『働きがい（パブリック・モチベーションの強化）』については、直接的には、ステ

イクホルダーからの声が反響として届いたことでプラスになっているとされている。

また、一人一人に向き合う現場やそれを間接的に支える取組みが社会を変える取組み

とつながっていることが、既存の職員及び新規入職した人のモチベーションを高めて

いるという。 

 『ノウハウの外部資源化』について、別途研修企画設計等の取組みが行われており

直接的に評価活動によるものではないが、モデル化した事業の枠組みの中で、全国で
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同じように取り組む団体に対するノウハウ提供サイトを作成するとともに伴走型助成

を行い、中間支援団体としての取り組みを開始している。評価活動の過程と結果につ

いて報告書としてウェブサイトに一般に公開するとともに、民間助成財団が実施する

子ども支援団体向けの研修で実践事例としてノウハウを提供しており、中間支援団体

としての取り組みの中で今後、共同の調査等に取り組んでいくということから、『実践

共同体内で参照資源として学習に活用』がされていることが確認できる。 

 『政策形成』について、国の審議会の委員等として政策形成に関与していることを

初めとして政策提言の機会が 2021 年度多数生じたことは、既に述べたように、もっと

も主要な効果として認識されており、今後実践共同体内での共同調査を踏まえ、更な

る展開が目指されている。 

 

全国どこでやってても、同じようなことをやっていると、細かい項目は変わるにし

ろ、大きな目的は一緒だと思うので…（中略）…LFA が作成した体系を上手く使っ

てもらうことで、団体にもメリットがあると思うし、自分たちとしても…全国各地

で同じ形の課題があって、同じような形で対応していて、同じような成果が示せる

ようになる。自分たちのお手盛りではなく、全国各地で色んな成果が出ている、と

言えるようになる。色々な自主事業がある中で、これを制度化すべきというアドボ

カシーにつなげていける。LFA としてはそうしたところに発展して行けたらいいと

思う。それをやることで、全国の事業が…（中略）…効果の高いものに注力できる

ようになる。 

 

 ここまで検討した評価活動の効果についてまとめた表を次に示す。 
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表 4－7.NPO 法人 Learning for All による自己評価活動の効果 

過程 
内部

効果 

外部

効果 

効果として起こるこ

との仮説 
確認された事実 

①目的
の言語
化 

●   

ロジックモデルに
事業実践者の感覚
的体験に基づく当
事者ニーズ・価値
観が反映される 

＜2014＞  
 ― 
＜2018－2020＞ 
・地域や子どものニーズをもとに課題状況（システ
ムマップ）と事業戦略（セオリーオブチェンジ）が
作成され、報告書にまとめられた 

  ●   

潜在的な協力者に
活動の背景と内容
が理解されやすく
なる 

＜2014＞  
 ― 
＜2018－2020＞ 
・誰が説明してもわかりやすくなった 
・政策提言の登壇機会が増えた。 
・社会制度の隙間で潜在しているニーズや必要な取
り組みが説明しやすくなり、理解されやすくなった 

    ● 

調査データとして
当事者・支援者の
意識の中にある事
実や事業の詳細に
ついてエビデンス
として活用できる 

＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
・地域や子どものニーズをもとに課題状況（システ
ムマップ）と事業戦略（セオリーオブチェンジ）が
作成され、報告書にまとめられた 

②評価
情報の
作成 

●   プログラムの目的
と個人のこころざ
しの重なりが理解
できる（アライン
メントの強化） 

＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
・自分たちの活動の目的や意義について腑に落ちた
説明ができるようになった 

    ● 
プログラムの必要
性が理解できる 

＜2014＞ 
・営業に貢献した 
＜2018－2020＞ 
・誰が説明してもわかりやすくなった 
・政策提言の登壇機会が増えた 
・社会制度の隙間で潜在しているニーズや必要な取
り組みについて説明しやすくなり、理解されやすく
なった 

    ● 

プログラムの効果
的援助要素とその
前提条件が理解で
きる 

＜2014＞ 
・ロジックモデルによって明確化された 
＜2018－2020＞ 
−（前提となるニーズや事業目的・取組みの概要が
整理され、プログラムの形が明確となり、2021年度
以降の継続的な取組みの中で効果的援助要素とその
前提条件について明確化する準備が整った） 

    ● 

客観的立場からの
承認／改善点の建
設的な提示ができ
る 

＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
・評価の精度を上げるように資金提供者から期待を
受けて、発展させた取組みに繋がった 

③評価
結果の
解釈 

●   
目標／戦略に対す
るコミットメント
が上がる 

＜2014＞ 
・資源配分上明確化された 
＜2018－2020＞ 
・どういう価値を誰に提供するのか、そのためにど
ういうサービスをどのように提供するのかという整
理ができた 
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● 

目標／戦略に対す
るコミットメント
が上がる 

＜2014＞ 
・外部資金提供者からの資金提供に貢献した 
＜2018－2020＞ 
・外部資金提供者から継続的な資金提供 
・国会議員や省庁などから政策提言の場に呼ばれ、
登壇機会が大幅に増えた 

④評価
結果の
反映 

●   
アカウンタビリテ
ィの担保 

＜2014＞ 
・外部資金提供者への説明責任を果たした 
＜2018－2020＞ 
・形成段階にあった事業がモデルとして形成できた 
・資金提供者から期待を受けて、発展的な取組みに
つながっている 

  ●   
働きがい（パブリ
ック・モチベーシ
ョンの強化） 

＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
・ステイクホルダーからの声が反響として届いたこ
とで強化 
・一人一人に向き合う現場やそれを間接的に支える
取組みが社会を変える取組みとつながっていること
が、既存の職員及び新規入職した人のモチベーショ
ンを高めている 

  ●   
外部からの活動資
金 

＜2014＞ 
・外部資金提供者からの資金提供に貢献した 
＜2018－2020＞ 
・外部資金提供者から継続的・追加的な資金提供を
受けている 

  ●   
ノウハウの外部資
源化 

＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
 ―（プログラムについて全国で共通して取り組む
団体に対するノウハウ提供サイトを作成し、中間支
援団体としての取り組みを開始している） 

    ● （官）政策形成 

＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
・国の審議会の委員として政策形成に関与 
・中間支援団体としての取り組みの中で今後共同の
調査等踏まえて取り組んでいく 

    ● 
（民）寄付・フィラ
ンソロピーポート
フォリオへの反映 

＜2014＞ 
・外部資金提供者からの資金提供に貢献した 
＜2018－2020＞ 
・外部資金提供者から継続的・追加的な資金提供を
受けている 

    ● 
（他事業者）実践共
同体内で参照資源
として学習に活用 

＜2014＞ 
 ― 
＜2018－2020＞ 
・評価活動の過程と結果について報告書としてウェ
ブサイトに一般に公開するとともに、民間助成財団
が実施する子ども支援団体向けの研修で実践事例と
してノウハウを提供 
・中間支援団体としての取り組みの中で今後、共同
の調査等に取り組んでいく 

出典：筆者作成 
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（2）要因 

 本項では、前項で検討した効果を生じさせた要因（有効であったこと）について、

組織内部のプロセスの進め方と外部の関わり、前提として必要とされた要因、の３つ

の観点に分けて検討する。 

 組織内部の進め方として、「システムで考えてセオリーオブチェンジを作るというこ

と」「それを管理職だけでなくある程度の全員が参加すること」の２点はポイントだと

李氏は指摘する。この過程の意義は、経験学習を「型」として皆が共有し理解できる

前提の上で、組織としてまわすということである。Learning for All は普段の事業活動

の中で意識的にこうした機会が既に設計され実施されており、したがって経験学習と

しての個々人への効果は薄かったが、平素より蓄積されていた個々の経験学習結果が

表出する機会として評価活動が機能したことで、説得的な評価情報の作成につながっ

たと考えられる。 

 また、振り返り等の機会では「自分たちなりの現場感覚はあるが、ステイクホルダ

ーの状況含めなにがおこったのか、わからない」中で、「本当にどうなっているか確認

をするという意味での評価活動を行った結果、確からしい仮説ができた」こと「何を

やっているか、自分たちが大切だと思っていることが一般の方にも説明できるように

なった」ことから、『プログラムの目的と個人のこころざしの重なりが理解できる（ア

ラインメントの強化）』ことにつながり、この過程が更に促進されたと考えられる。 

この結果「早期から切れ目なくつながるというざっくりした仮説」と「3 年間で地域

や子どもの色んなニーズを聞きながら事業をそのローカル性に合わせて形作ってき

た」事業が照合され、「事業のモデル化、我々はどういう価値を誰に提供するのか、そ

のためにどういうサービスをどのように提供するのかという整理」がされ、政策形成

場面等外部からわかりやすくする効果が働いたと考えられる。 

 この過程を実施する上で、組織内部の運用面で重要なポイントは３点挙げられると

李氏は振り返る。その３点とは、代表者が評価活動にコミットメントしたこと、評価

活動を予算化し内部外部混成のプロジェクトチームを現場運営チームとは別に組成し

たこと、丁寧な内部コミュニケーションを通じて現場運営チームの当事者性を涵養し

参画を促したことである。 

 トップのコミットメントについて、「適当に外部に出して見ない、ではなく…評価の

報告書、指標一個一個に、本当に込めたい思いが全部詰まっているのか？そこに対し

てトップがコミットメントすること」が重要であるとする。 

評価活動のプロジェクトチームの形成について、「それをしないと回らない。現場が自

分たちを評価するということは難しい。それは人は２つの脳みそを持てないから。抽

象と具体という脳をわけることで、それぞれの対話の中で、新しいものが生まれやす

い座組みになる。どうしても、現場を持っているチームが担当と、現場の優先度にふ
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りまわされる事になるし。そこを切り離したのは有効だった」という。評価活動のプ

ロジェクトチームは、内部者と外部の混成で構成され、お互いに意見し合えるよう設

計された。具体的には、「資金提供者と、LFA という評価主体、その中に評価が分かる

人とプロジェクトの責任者がいて、外部委託先に評価の実働をやる人たち（コンサル

タント）」である。特に外部の実働をやる人だけが「評価のことが分かる」状態ではな

く、内部で「評価のことが分かり意見を持てる人をアサイン」して、事業実施主体と

して LFA が批判的に検討できる状況にしたこと、また、外部も社会課題や事業現場に

ついて「理解してくれる人」をアサインして進めたことがある。 

 また、現場運営と評価活動推進プロジェクトチームを分けるからこそ、「現場チーム

の参画・当事者性を考えることは重要。現場はオペレーションで大変なので、いかに

評価活動の優先度を置くのか、内部のコミュニケーションを丁寧にやるということ」

が重要であるとする。 

 外部の関わりとして、まず「画期的だったことは、事業運営に加えて評価活動・モ

デル構築をしていくチームの人件費を経費として支出可能だったこと」である。資金

提供者の関わりについて「これは非常に画期的で、素晴らしいことだった」と李氏は

強調する。「フリーハンドでやらせてもらえて、終わった後に、自己評価だけでは色ん

な事ことを言われるだろうと、自分たちがお金を出して自分たちで評価するというこ

とは客観性をもう少し担保しないといけないだろうと、そういった中で専門家にも入

っていただく形に発展させていければという期待とともに追加的な出資を受けた。」こ

うした資金提供者の姿勢と行動を前提として、評価活動の効果が現実のものとなっ

た。 

 さらに、外部の専門家の関わりについては、現場に足を運んで学びながら、専門技

術・手法を団体の目的や事業のフェーズに合わせて柔軟に提示する伴走的関わりの重

要性を李氏は指摘する。 

 

手法を持ってきてくれることはありがたい。現場ファーストであてはめてくれると

ありがたい。評価と一口にいっても、評価の目的は団体毎に違うし、必要な評価は

事業のフェーズごとに違うはず、そこに応じて手法を提示してくれるとありがたい

ですよね。２点比較を振り返りで１点で評価できるとか、ロジックモデルの要不

要、一つのやり方でなく、その時の目的に応じて柔軟に松竹梅のオプションを提示

してくれるとすごくありがたい。後は現場の勉強をしてくれる。内部の理解をして

くれるように働きかけてくれるか、という点はすごく重要。現場ファーストで、足

を運んでもらえるかと。当たり前だが、計量的なところなどの技術はあった上で。 
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 特に、プログラムの形成期においては、上記の条件に加えて、団体と同じ対象者・

社会問題の解決に興味を持ち継続的に関わる個人であることが重要であるという。評

価活動の過程をその個人の経験学習の機会として、実践共同体の仲間として評価報告

書を共同作化することが有効であるとする。 

 

今後にもつながっていきそうな、いっしょにやってよかったと思える人とやれてよか

った。（中略）僕は社会起業家なので、社会問題を解決するアクターが増えたら、勝

ちだと思っている。粗利にはならなくても、調査を経て、評価実働として関わったチ

ームの皆さんが、何か勉強ができて、こう言うふうな切り取り方もできるんだな、自

分の他の調査にもいかせるとか。評価実働に関わった方の最近のプレゼン資料に、

「子どもの学びと育ち・繋がりの不足」と言う評価報告書にあるロジックが使われて

いた、そういうふうに“共同作”化して、広まっていくといのがいい。 

 

 ここまでに、前提として必要とされた要因として、直接支援以外の使途を許容する

3 年間という中期的で柔軟な外部資金が十分にあること、団体内部で評価について外

部に意見できるだけの専門性の２点がある。これについて、各団体が各団体で評価で

きるようになることは理想として掲げつつも、「人員の専門性不足・お金を考える」と

現実的な道のりとしては遠いため、共同で評価活動を実施するための取組みにより

「みんながそれぞれの現場を頑張って運営すれば、自分たちの資金調達に必要なデー

タがもらえ、自分たちの事業の価値が理解できて、政策提言にもつながる、自然な労

力のかけかたで社会システムが更新し続けるという形」を中間支援としての活動とし

て検討しているという。 

 ただし、これは現状の社会状況を基にした現実的な戦略ではあるが、子どもを対象

とした支援という社会課題の解決から見れば「本質的ではない」とも指摘する。なぜ

なら、「子どもの支援というのは、どういう価値観からどういう価値を提供するかかと

いう議論から逃げられ」ず、「自分たちの価値の軸、程度問題である価値判断・質の問

題全部そうですけど、どこにゴールをおくのか、自分たちで考えない限り、本当に作

りたい現場にはならない」からだという。 

 

子どもが学校に行ってない。子どもが勉強できてない。子どもが生活困窮していて

ご飯を食べれていない。状況１つ１つ、事実として存在しているが、そこにどうい

う評価をするのか、価値判断が常に含まれる。ご飯を食べれたらそれでいいのか、

コンビニのおにぎりでいいのか、栄養バランスあったほうがいいのか。勉強も、そ

の辺のおじいちゃんが側で教えてくれたらいいのか、受験勉強の指導までしたいの

か。その質の問題、程度の問題が入ってくる。そこにも全て価値判断が入ってく
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る。そうした意味で、自分たちが何を正義とするのか、何を価値とするのか、子ど

もの支援にあたる人全員が、一日子ども支援をするだけで、１００回位価値判断し

ないといけないことがあると思う。 

 

 従って、抽象的なレイヤーで共有できる評価活動と共に、「子どもたちが生きて、支

援者が共にいる、その現場」で、その子の住んでいる場所、それぞれの状況に合わせ

て、「一人一人個別具体的に読みかえていく」こと、つまりそれぞれの事業の価値を

「抽象と具体をつなげて、つまり抽象的な文言やロジックモデル・評価指標が自分た

ちなりにつながった上で常に現場に活かしていく」ことが求められているという。そ

うでないと、「本当にその人たちが現場で目指すもの、他でもないその地域で、他でも

ないその子どもたちのニーズから考えた支援のあるべき姿との乖離は生まれ続けてし

まう」李氏は指摘している。 

 これはつまり、支援者自身が子どもたちのニーズと支援のあるべき姿を考え続ける

経験学習のサイクルから疎外されることは、支援の質を高めることとは逆効果をもた

らすことであり、評価活動の外部化はそうした危険性も孕んでいるということであ

る。 

 

4－3．事例 B：NPO 法人ユースポート横濱によるよこはま若者サポートステーション

プログラムの評価 

 本節では、NPO 法人ユースポート横濱のよこはま若者サポートステーションプログ

ラムの事業評価活動について検討する。評価活動として何を行いその目的が内的に統

合された状態で実施されたか（その活動が自己評価活動だったか、そう言えるとして

何を行なったか）を検討し、その効果と成立要因に関する認識について順に述べる。 

 

4-3-1.評価活動の概要 

 NPO 法人ユースポート横濱は 2012 年、2015 年に職員の皆で精力的な議論を行い、

ミッションを言語化した。2015 年には法人のロゴとキャッチコピー「ここにいるその

人を大切にする」を定めた。法人のミッションとして目の前の人の支援活動の中で気

づいた社会問題の発信を掲げている一方で、その発信が弱いという問題意識があっ

た。発信プロジェクトの一環として、福祉や就労支援という分野の成果や活動につい

て定量的に表すことは困難を感じる一方でデータを基に示すことで外部から分かりや

すくなるのではないかと考え、よこはま若者サポートステーションでは、業務情報管
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理システムの導入34と併せて、2018 年夏から活動の成果についてデータ収集を行うよ

うになった。 

 発信先としてはまず、事業主体・資金提供者である行政が念頭にあった。行政の委

託事業として実施していることから、成果として、相談件数や就労実績が成果指標と

して求められていたが、そこに強い違和感があり（「求められている数字はちょっとず

れているので」「就労の結果だけを求められたりするが、そうじゃない結果もあるよ

ね、そこを示したいと思って」）、実際にどんな支援が必要とされているのかを示した

いという思いがあった。 

 

仕事開始したときもそうですが、（病院の）受診を開始したとか、手帳を申請したと

か他の福祉支援を利用するようになったとかボランティアを開始したとか、入学し

たとか、そんなことをみれるようにしました。 

 

 その他には、職場体験や就労先として関わってもらえるように企業に示したい、地

域の方に理解を得たいという思いがあった。ここまでミッション定義やデータ収集活

動を実施した時点では、評価活動として取り組んでいる認識はなかった。 

 その後、2019 年に 1 年分のデータが取れるようになったことや発信について引き続

き課題感がある中で、熊部氏ともう 1 人の職員が大学院でプログラム評価について学

んだことで発信プロジェクトチーム内のプログラム評価への機運が高まっている中、

キャリア開発支援に関する専門家の下で学んだ職員が 2020 年度 神奈川県 SDGs 社会

的インパクト評価実証事業のひとつである SDGs インパクト・マネジメント研修の機

会を見つけたことが直接のきっかけとなって、「評価活動」を実施することになった。 

 月一の全職員ミーティングの機会も活用しながらロジックモデルの作成をし、改め

てデータを整理し、作成したロジックモデル（下図 4－6）を含む研修のレポート・毎

年取り組んでいる報告書を作成しホームページに掲載した。報告書本体の他、見開き

の概要版リーフレットも作成している。 

 

 

 

 

 

 
34 当時、年間相談件数が１万件を超える中で、管理スペースの問題や、業務の効率化（検索性が無く

引き出しを開けて探すことに時間がかかっていた）といった業務管理上の課題感があり、発信への課題

意識と併せて、紙媒体からシステム（Salesforce）へ情報管理の転換が行われた。 
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図 4－6.よこはま若者サポートステーションのロジックモデル 

 

出典：NPO 法人ユースポート横濱，2021:45 

 

 また、その後、最終アウトカムの言語化（「地域社会で困っている若者が減る」と

は、どんな若者がどんな困り感を抱えており、それが減るとはどういうことか）に、

全職員ミーティングを活用しながら改めて検討し、内部での事業についての打ち合わ

せに活用するとともに、広報媒体の作成について検討している。 

 実施された取り組みを時期別に整理すると次頁の表の通りである。なお、評価活動

として実施している認識がなかったもの（2012 年・2015 年、2018 年の活動）も表中

には含んでおり、かっこ書きで記載している。 
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表 4－8.ユースポート横濱による自己評価活動 
時期 ①目的の言語化 ②目標設定と戦

略の体系化 
③評価結果の解
釈 

① 評価結果の
反映 

（2012 年・
2015 年） 

ミッション定義 年次報告書 年次報告書 ロゴ、キャッチ
コピーの制定 

（2018 年夏
〜） 

―（該当なし） ・業務情報管理
ソフト
（Salesforce）の
導入 
：相談記録・相
談支援結果の記
録 

年次報告書 ―（該当なし） 

2020 年度 ・ロジックモデ
ルの作成：最終
アウトカムの言
語化 
・全職員ミーテ
ィングでのワー
クショップ 
・神奈川県
SDGs インパク
トマネジメント
研修への参加 

・ロジックモデ
ルの作成：活
動・中間目標の
評価軸（指標）
の設定 

・年次報告書 
「Empowerment」 
インパクトマネ
ジメント研修報
告書 

・内部連携の打
合せの共通理解
として活用 
・潜在的事業パ
ートナーからの
問合せがあり連
携事業について
検討中 
・広報媒体の検
討 

出典：筆者作成 

 

4-3-2.評価活動の過程における内発的動機付け 

(1)内発的動機付けの有無と範囲 

 前提として、内発的に動機付けられた評価活動であったかどうか、すなわち評価を

実施する目的が当該組織の構成員によって内的に統合されている状態であったかにつ

いて確認する。 

 2019 年以降の一連の取り組みは「ミッションにあるのに、発信に課題があるとずっ

と問題意識があった」ことが基底にあり、熊部氏ともう 1 人中心的な役割を務めた理

事を含めた発信チーム３人の主導で、全く自主的に行われた。 

 

Salesforce は、管理の私とあと理事の２人で、やったほうがいいんじゃないかって。

それで私が明治大学に入って、（評価が専門の）源先生のことも知らずに入ったんで

すけど、面白そうと思ってそっちにいった感じで、（源先生のプログラム評価の授業

を受けて）こんなものがあるんだと思ってやっと知って。ちょうど発信プロジェク

トのもう 1 人が今筑波大学の大学院で勉強していて、彼女がそういう感じのものを

勉強して、彼女が神奈川県の SDGs の研修も見つけてきた。それで、なんとなく

我々の中で、プログラム評価的な機運が高まったと。やるべきなんじゃないか、で

きるかなといいながら実施した 
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 更に、主導した３人以外についても、職員の理解や納得に配慮されて実施されていっ

た結果、評価を実施する目的が当該組織の構成員によって内的に統合されている状態

になっていたことが分かる。 

 2019 年のデータ収集活動開始時点では、業務管理ソフト導入によるメリットがある

中で、ミッションを対外的に示すために成果を示す重要性が共有されていた。 

 

職員が全体で 20 名くらいなんですけど、いわゆる専門相談員、相談員だけとか相談

員職のものがほとんどで 16 人かな、管理部門が 4 名で、私も相談員ですけども、

Salesforce は３ヶ月であっという間に慣れました。めんどくさいなって雰囲気も最初

ありましたけど、こんなに検索できるならいいんじゃないかと。今まで引き出し開

けたり、こんな太いファイルとか扱わなくて良くなったって、受け入れはすんなり

行きましたし。やっぱり意義、数字をとっていきたい、行くべきというのが理解さ

れたので、いいことなんじゃないかなって感じでした。 

 

  2020 年のロジックモデル作成開始後は、ワークショップは支援者間で目標・意義に

ついて語り合う機会として好意的に受け止められた。 

 

S D Gs のワークショップは、プログラム評価とかのベースの知識が全くないので、

まずそれがどういうものなのかを話をして、理解してもらうのにちょっと時間はか

かりましたけど、メインは話し合うってことだったので、結果職員には好評だった

んですよ、アンケートとると。結局支援とはどういうことか、という話になってい

くので。職員同士で真面目にそういう話をする機会はなくて、意外と職員同士に

（表現の）違いがあるって分かったり、とはいえ根底では一緒だねっていうことが

多かったりとか。本当に、このプロセスが良かったっていう感想が多かった。結構

2 時間ぐらい話し合ったりもしたので、長すぎてつまらない人もいるのかしらと思

ったんですけど、「結構良かった」「やっぱ年に 1 回ぐらい行った方がいいんじゃな

いか」みたいな感想も多かった。あとやっぱり我々が何のために支援してるのかっ

ていうのが、前よりは明確になって、「仕事に取り組む意義がわかったり、モチベー

ションが上がった」と言った感想をもらった。 

 

  以上より、本事例においては、団体内の推進者にとって評価活動の目的が内的に統

合されている状況であったとともに、それ以外のメンバーにおいても目的が内的に統

合されていった状況にあった、すなわち自己評価活動であったと考えられる。 
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(2)評価実施過程と分析モデルとの対照分析 

  次に、それぞれの実施過程で何が起きたか、第３章で提示したモデルに照らし合わ

せながら見ていく。 

  まず、①目的の言語化について、『洞察的アプローチ・内部情報的な状態（内部統制

的ではない）が行われ、観測事実が記述・データ化される』ことについては、現時点

では行われていないが、その必要性について気づきがもたらされ、今後行われていく

準備が整った段階にあると考えられる。 

 

評価に取り組むまでは、何件就職したかとか何件繋いだかとか、そこに意識が集中

していたことに気づきました。それがどう役立っているのかというところの言語化

ができていなかったことに皆が気づいた。今までは、ここ（注：ロジックモデルの

アウトプットの箇所。就職件数・福祉支援への接続状況等）を表せば、事業価値が

伝わるんじゃないかっていう感覚だった。これだけ若者がこうなりました、ああな

りましたっていう。でも、実際それがどういう状況だということを示す必要がある

ことに気づいたんです。 

 

  またそれは、同時に当事者ニーズについて改めて支援現場で見聞きしていることに

ついて言語化する過程でもたらされようとしているものでもあり、すなわち、『ロジッ

クモデルに事業実践者の感覚的体験に基づく当事者ニーズ・価値観が反映される』こ

とでもあると考えられる。熊部氏は以下のように述べている。 

 

地域社会で困ってる若者が減るっていうことに取り組んでいるんですが、社会で困

っている若者っていうのが、一体どんな若者なのかということが、私たちはすごく

わかってるんですけども、それはリアルに毎日見ているし、喋っているから。でも

私たち以外のちょっと外部の、行政とか企業の方達とか、あと若者本人としてもま

だここに来てない人たちは自分たちがこの対象だとか出てない人たち、この皆さん

に伝えられてないよねと。そこを表す言葉を考えよう、と。今こういうふうに困っ

ている若者が、困り感が減るんだよと。そこの言葉探しにみんなでこの 2 ヶ月取り

組んできた。そこが伝わると、次にはこういうことが必要だよねって、逆に伝わる

んじゃないかなと思っているんです。 

 

  ホームページに掲載された報告書を見た地域の他団体から連携があり、連携した新

たな事業の実施検討が行われていることや、外部からの視察時にロジックモデルを基

に説明すると、私達が目指してるのは就労を 1 人でも増やすではなくて、地域で困っ

てる若者を減らしたいっていうところというのが、以前よりはよく理解してもらえて
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いるという。このことから『潜在的な協力者に活動の背景と内容が理解されやすくな

る』状況はあったと考えられる。 

  一方、対象者とニーズについての言語化や評価軸（指標）について現在進行形で検

討している状況であり、『当事者・支援者の意識の中にある事実や事業の詳細について

エビデンスとして活用できる』状況にはインタビュー時点（2021 年 11 月）段階では

必ずしも至っていないと考えられる。ただし、「もうちょっと頑張ろうねっていう改善

点が見えてきたことと…（中略）…鶏と卵ですが、Salesforce のデータ収集しているこ

とがどう役立つのかということがより明確になって、多分相談員一人一人もより明確

になって、ちゃんとこう記録取っていこうとなった」というコメントの通り、相談業

務の中で当事者の一時情報に接し支援にあたるスタッフの中で記録へのコミットメン

トが高まり、データとして収集される可能性が高まっている状況が生まれているとい

える。 

 次に、②評価情報の作成の過程で『挑戦的かつ具体的な目標設定』が出来たか、に

ついて、熊部氏は評価活動を行うことで、自然と今後活動の改善が必要な点が把握で

きたことを述べている。明確な目標設定が現段階で行われているとは必ずしも言えな

いが、改善点（課題）が明確になり、今後の事業計画等においてこれまで行われてい

なかった（挑戦的な）企業や行政への働きかけという具体的な行動目標が設定されて

いくことが期待できる状況にあると言える。 

 

（評価を行って）良かったこととしては、やっぱり弱いところがわかったという

か、この三本柱でいくと、明らかに私たち若者への働きかけが私たち得意だしすご

いやってるんですね、でも、企業とか行政とか、3 本柱と言いながらそれに比べて

すごい弱いんだなあと。特に企業に対してもうちょっとやっぱりできることあるん

じゃないかなあというところで、今までもそれなりにやってきたつもりだったけ

ど、もうちょっと力を入れていこうみたいな機運が高まった。弱いところ、評価す

るべきところが、みんなで自然な形で、明確化できたっていうところが良かったの

かなと。改善点が見えてきた。 

 

  更に、熊部氏は、『目標達成自体が可能だという信念の形成』について、すでに『当

事者・支援者の意識の中にある事実や事業の詳細についてエビデンスとして活用でき

る』の項目で触れた通り、具体的な目標を立てて、それを検証していこうとする意欲

が職員一人一人の中で高まったことを挙げている。 

続いて、③評価結果の解釈について、特に、ミッション検討の機会以降に活動に参画

したメンバーに関して「目的に基づく行動の方向づけ」がもたらされたことを語って

いる。 
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結局ミッション通りにやっているんだなっていう確認だったんですけど、入社のタ

イミングが違う、職歴が浅い人と、私たちみたいに 10 年以上の人となんとなくずれ

がやっぱりあったんですけど、そこがこう、しっくり、統一化されていったよう

な。職歴が浅いと、やっぱり厚労省が掲げるサポートステーションという意義と、

我々のミッションが若干ズレているというか、厚労省の方が狭いと言いますか。そ

ういう中で、なぜ厚労省の方がこれを受託しているのにこのミッションなのかって

いうのが、今ひとつぱちっとこない職員がいたと思うんです。私たち古いものは

色々あってこうなってって、わかってるからあまり考えないですけど。その辺が

ね、「ああなんかスッキリした、そういうことか」とミッションが共有できたという

ことは良かった。 

 

  『行動の活性化』について、成果を検証することにより積極的な態度が職員間で見

られるようになったとともに、支援活動自体について誇りを持ってより積極的に取り

組むことができるようになったことが挙げられている。 

 

働くモチベーションが上がったんじゃないかと。より誇りを持ってこの仕事に取り

組めるんだとしたら、職員一人一人個人にとってもいいこと。自分の職務に明確な

誇りを持って毎日過ごせるとしたら、それは健全な、人間としていいことですよ

ね。 

 

 最後に、④評価結果の反映について見ていく。まず、『評価結果の活用』について、

現段階では改めてロジックモデルを検討している（最終アウトカム・評価指標）とい

う段階であり、評価結果が出たとは必ずしも言い難い状況にあるため『プロセスユー

ス』について併せて検討する。 

 熊部氏が結果の活用として挙げたのは、職員の入れ替わりの際に円滑に目的意識を

共有できることや、部署（チーム）を超えて目的を共有し、目的との関係を意識しな

がらそれぞれの活動に取り組めるといった内部的な活用である。 

 

（活用していることとして）１つは、退職したりまた入職したりって入れ替わりが

あった時に示せること。もう一つは、チームで分かれて事業に取り組む時にも、こ

れを見ながら、「ここの部分だね」って進めることができていると思います。 

 

 また、強みや弱み・改善点が自然と明確に意識されている中で、作成した報告書

（ロジックモデルと暫定的な評価結果を含む。図 4－6 の通り。）を見た外部団体から

連携事業について打診があり、新規事業についての検討が進められている。 
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図 4－6．神奈川県「SDGs 社会的インパクト・マネジメント実践研修」報告書（抜

粋）  

 
出典：NPO 法人ユースポート横濱 a，2021 

 

 ここまでの検討のまとめとして、過程で起こったことについて、モデルで提示した

仮説と対照させた表を次に示す。 
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表 4－9. NPO 法人ユースポート横濱による自己評価活動過程で起こった変化（内発的

動機付けの理論に基づく仮説との対照） 
 
過程 各過程で起こることの仮説 起こったこと 

① 目的の言
語化 

・洞察的アプローチ、内部情報的な状態（内
部統制的ではない） 
→観測事実が記述・データ化される 

・当事者ニーズをより可視化・反映
する必要性について気づきがもたら
され、実際に検討がされている 

ロジックモデルに事業実践者の感覚的体験に
基づく当事者ニーズ・価値観が反映される 

・同上 

潜在的な協力者に活動の背景と内容が理解さ
れやすくなる 

・ホームページに掲載された報告書
を見た地域の他団体から連絡があ
り、連携した新たな事業の実施検討
が行われている 
・視察時に活動が理解されやすくな
った  

当事者・協力者の意識の中にある事実や事業
の詳細についてエビデンスとして活用できる 

・相談業務の中で当事者の一時情報
に接し支援にあたるスタッフの中で
記録へのコミットメントが高まり、
データとして収集される可能性が高
まっている  

②評価情報の
作成 

挑戦的かつ具体的な目標設定 ・自然と今後活動の改善が必要な点
が把握でき、今後の事業計画等にお
いてこれまで行われていなかった
（挑戦的な）企業や行政への働きか
けという具体的な行動目標が設定さ
れていくことが期待できる状況にな
った 

目標達成自体が可能だという信念の形成 ・具体的な目標を立てて、それを検
証していこうとする意欲が職員一人
一人の中で高まった 

③評価結果の
解釈 

目的に基づく行動の方向づけ ・ミッション検討の機会以降に活動
に参画したメンバーとの間で特に起
こった 

行動の活性化 ・支援活動自体について誇りを持っ
てより積極的に取り組めるようにな
った 

④評価結果の
反映  

評価結果の活用 （最終アウトカム・評価指標につい
て見直し中） 

プロセスユース ・職員の入れ替わりの際に円滑に目
的意識を共有できる 
・部署（チーム）を超えて目的を共
有し、目的との関係を意識しながら
それぞれの活動に取り組める 
・強みや弱み・改善点が自然と明確
に意識されている中で、作成した報
告書を見た外部団体から連携事業に
ついて打診があり、新規事業につい
ての検討が進められている 

出典：筆者作成 
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4-3-3.評価活動の効果と要因 

(1)効果 

  本項では、評価活動として意識的に実施した、2020 年度の活動に絞ってその効果に

ついて、以下分析を行う。 

 ①目的の言語化の過程では、前項のはじめに検討した通り、組織内部への効果とし

て、『潜在的な協力者に活動の背景と内容が理解されやすく」なった（ホームページに

掲載された報告書を見た地域の他団体から連携があり、連携した新たな事業の実施検

討が行われていること、視察時に活動が理解されやすくなった）ことがまず挙げられ

る。 

 一方で、『ロジックモデルに事業実践者の感覚的体験に基づく当事者ニーズ・価値観

が反映される』ことについては、当事者ニーズをより可視化・反映する必要性につい

て気づきがもたらされ、実際に検討がされている段階にあり、具体的な目標に対する

効果を検証していこうとする意欲が職員一人一人の中で高まった（「データ収集してい

ることがどう役立つのかということがより明確になって、ちゃんとこう記録取ってい

こうとなった」）ことと併せて、外部（社会への）効果として『調査データとして、当

事者・支援者の意識の中にある事実や事業の詳細についてエビデンスとして活用でき

る』ための準備が整っているがいえる。 

 ②評価情報の作成の過程では、組織内部への効果として、ミッション検討の機会以

降に活動に参画したメンバーを含めて、『プログラムの目的と個人のこころざしの重な

りが理解できる（アラインメントの強化）』機会が生まれていることが窺える。また、

職員の入れ替わりの際に円滑に目的意識を共有できるという活用方法からも、アライ

ンメントの強化につながっていることがわかる。 

 組織外部に生じている効果として、『プログラムの効果的援助要素とその前提条件が

理解できる』については視察時に活動が理解されやすくなったことから少なくとも少

しは生じていると考えられる。『プログラムの必要性の理解』について、この視察者の

反応とともに、長年活動を行なってきていた同じ地域内の中間支援団体から評価情報

を通じてはじめてコンタクトがあった（「うちは１０何年横浜サポステをやっている

が、そこでは引っ掛からず、今回はじめて見つけてくれた」）ことから効果として確認

できる。 

 『客観的立場からの承認／改善点の建設的な提示』については、団体としてもロジ

ックモデルや指標がまだ現時点で検討中である中で、ごく一部ではあるが、神奈川県

SDGs インパクト・マネジメント研修の中で、参加した他団体や講師からフィードバッ

クを受ける機会を持ったことがうかがえる。また、プログラムの一部として実施され

る新規事業の検討の中で承認・改善点の提示が行われていく可能性がある。 



68 
 

 ③評価結果の解釈については、内外ともに『目標／戦略に対するコミットメントが

上がる』効果が生じている。先に前項で検討したように、内部については、支援活動

自体について誇りを持ってより積極的に取り組めるようになったこと、外部について

は、これまでコンタクトのなかった地域内の中間支援団体から連携した新たな共同事

業検討の打診があったことがその証左である。 

 ④評価結果の反映について、これらの過程の結果として、組織内部により『アカウ

ンタビリティが担保」されやすい状況が生まれ、また『働きがい（パブリック・モチ

ベーションの強化）につながる一方で、『外部からの活動資金』の獲得可能性が高まっ

ていること（新規事業の打診）が分かる。後段を外部効果としてみると、地域の中間

支援団体について見ると『寄付・フィランソロピーポートフォリオへの反映』が起こ

りつつあるといえる。 

 一方で、『ノウハウの外部資源化』・『政策形成』・『他事業者との実践共同体内で参照

資源として学習に活用』については、行政担当者や他団体の視察の中で理解が深まっ

ている傾向が見られるが、現時点で途中検討段階にあり、未だ具体的に効果が生じて

いる状況にはないことが言える。 

 ここまで検討した評価活動の効果について、まとめた表を以下に示す。 
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表 4－10. NPO 法人ユースポート横濱による自己評価活動の効果 

過程 

内
部
効
果 

外
部
効
果 

効果として起こること 
の仮説 起こったこと 

①目的
の言語
化 

●   

ロジックモデルに事業実践
者の感覚的体験に基づく当
事者ニーズ・価値観が反映
される 

・当事者ニーズをより可視化・反映する必要性
について気づきがもたらされ、実際に検討がさ
れている 

  ●   
潜在的な協力者に活動の背
景と内容が理解されやすく
なる 

・ホームページに掲載された報告書を見た地域
の他団体から連携があり、連携した新たな事業
の実施検討が行われている 

    ● 

調査データとして、当事
者・支援者の意識の中にあ
る事実や事業の詳細につい
てエビデンスとして活用で
きる 

・具体的な目標に対する効果を検証していこう
とする意欲が職員一人一人の中で高まったこと
で準備が整った 

②評価
情報の
作成 

●   

プログラムの目的と個人の
こころざしの重なりが理解
できる（アラインメントの
強化） 

・ミッション検討の機会以降に活動に参画した
メンバーを含めて、共通理解が生まれた 
・職員の入れ替わりの際に円滑に目的意識を共
有できる 
・部署（チーム）を超えて目的を共有し、目的
との関係を意識しながらそれぞれの活動に取り
組める 

    ● プログラムの必要性が理解
できる 

・視察時に活動が理解されやすくなった 
・ホームページに掲載された報告書を見た地域
の他団体から連絡があり、連携した新たな事業
の実施検討が行われている 

    ● 
プログラムの効果的援助要
素とその前提条件が理解で
きる 

・視察時に活動が理解されやすくなった 

    ● 
客観的立場からの承認／改
善点の建設的な提示ができ
る 

・神奈川県 SDGs インパクト・マネジメント研
修の中で、参加した他団体や講師からフィード
バックを受ける機会を持った 
・今後、地域の他団体（中間支援団体）との新
規事業の検討の中で承認・改善点の提示が行わ
れていく可能性がある 

③評価
結果の
解釈 

●   目標／戦略に対するコミッ
トメントが上がる 

・支援活動自体について誇りを持ってより積極
的に取り組めるようになった 

      目標／戦略に対するコミッ
トメントが上がる 

・ホームページに掲載された報告書を見た地域
の他団体から連絡があり、連携した新たな事業
の実施検討が行われている 

④評価
結果の
反映 

●   アカウンタビリティの担保 
・具体的な目標に対する効果を検証していこう
とする意欲が職員一人一人の中で高まったこと
で準備が整った 
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  ●   働きがい（パブリック・モ
チベーションの強化） 

・支援活動自体について誇りを持ってより積極
的に取り組めるようになった 

  ●   外部からの活動資金 
・ホームページに掲載された報告書を見た地域
の他団体から連絡があり、連携した新たな事業
の実施検討が行われている 

  ●   ノウハウの外部資源化 - 

    ● （官）政策形成 - 

    ● 
（民）寄付・フィランソロ
ピーポートフォリオへの反
映 

・ホームページに掲載された報告書を見た地域
の他団体から連絡があり、連携した新たな事業
の実施検討が行われている 

    ● 
（他事業者）実践共同体内
で参照資源として学習に活
用 

- 

出典：筆者作成 

 

(2)要因 

 本項では、前項で検討した効果を生じさせた要因（有効であったこと）について、

組織内部のプロセスの進め方と外部の関わり、前提として必要とされた要因、の３つ

の観点に分けて述べる。 

 組織内部の進め方として、「ある程度時間がかかることを前提に、そもそも実施する

意義について説明した上で、うちの規模だからできたのかもしれないが、全員が参加

して本当に自由にまずは語る場が必要」であると熊部氏は指摘する。「上の人が勝手に

作ったもの」ではなく、「（自分を含めた）みんなで作ったものである」と認識できる

状態が重要であるというのである。これは、組織構成員に対して評価活動自体と、評

価情報として表現される活動目標の内的統合を図ることの重要性と言い換えることも

できる。 

 その際、有効であった組織外部からの関わり方として、熊部氏は神奈川県 SDGs イ

ンパクト・マネジメント研修の中で、ピア的な他団体と実践をしながら意見交換する

機会が設けられたことを一番に挙げている。 

  

４社ずつくらいのちっちゃいグループに分かれて、それぞれが自分たちのところへ

戻ってやってそれを報告し合いながら（ワークショップを行った）。人のを見て、こ

こがこうだともっと分かりやすいのになとか分かることもあるし、意見を言い合っ
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たりできるので、すごく実践的にできたっていうことは良かった。つまり、他の人

に見てもらったり他の事例を見れたりする機会があるといい。 

 

 また、評価活動の意義についてプログラム評価の専門家から学んだ職員と活動分野

（キャリア支援・開発に関する心理学）の専門家から学んだ職員がいたことは、評価

を実施する意義を説明し実行していく上で促進的なポイントだったかもしれないと述

べている。ただしこれについては不可欠な点であるとはいえず、自発的に研修に参加

することで、学ぶことができると熊部氏は述べている。 

 

私たちは、職員の中に２人なんとなくわかっている人がいたから良かったんです

が、それがなくてゼロからだと結構きつかったかも。発信が弱いけど視野を広げ

て、我々の活動をうまく外に伝えたい、なんとかしたいと思って大学院に入った。

なかったとしても、実践研修（神奈川県 SDGs インパクト・マネジメント研修）に

参加しようと思えれば大丈夫。 

 

 以上、本事例では、内発的動機付けに基づいて、外部資源が機会や資源として適切

に活用されつつ評価活動が一歩ずつ実施され、それが次の事業実践や評価活動に繋が

っていっていることがわかる。データ収集活動の手前に、現在進行形で解像度を上げ

ようとしている最終目標（これを目指しているよね、と内部で納得がいくゴール状

態）について団体構成員の中で話し合って共通認識について言語化をした上で、外部

に対してうまく伝えられてないことの課題意識が生じ、結果データを取ろうという活

動が始まって、改めて言語化して整理体系化しようというロジックモデル作成の取り

組みにつながり、さらに一度そのゴールの解像度を上げようという取り組みに繋が

る、というように自発的な気づきや問題意識に基づき、外部の資源を機会として活用

しながらタイミングで行動が循環的に繋がっていることが重要であったということで

ある。 

 なお、評価活動以前に前提となる組織条件として、熊部氏は 

⚫ 1 人に一台情報処理機器がありその操作方法について習熟していたことでデータ

収集が容易だったこと 

⚫ 2012、2015 年にじっくり話し合い組織のミッションが言語化されていたことで、

非営利事業で起こりやすい職員間の目的意識のズレが少なかったこと 

を挙げている。 

 前者については、対人支援職ではパソコンの操作方法に習熟していることは一般的

でなくまた予算上機器が 1 人一台となっている組織も一般的でないことも併せて述べ
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られており、DX 関連活動が評価基盤やきっかけとして留意すべき点であることを示

していると考えられる。 

 後者については、改めて構成員の活動目的の内的統合プロセスと評価活動の親和

性・重要性を改めて示していると言える。 

 これは組織構成員に対して評価活動自体と、評価情報として表現される活動目標の

内的統合を図ることの重要性を示しているとともに、外部からの関わりとして、必要

な環境を整える関わりの必要を示唆している。 

 

4−4. 事例 C：NPO 法人サンカクシャによるサンカクプログラムの評価 

 本節では、NPO 法人サンカクシャのサンカクプログラムの事業評価活動について検

討する。評価活動として何を行いその目的が内的に統合された状態で実施されたかを

検討し、その効果と成立要因に関する認識について順に述べる。 

 

4-4-1.評価活動の概要 

 NPO 法人サンカクシャは、2019 年の立ち上げ時に団体の活動内容を居場所・学習支

援、対象を高校生と定めた際、ミッションとして「自立」の定義・言語化を行なっ

た。自立とは、「自分で物事を決められる」、「人に頼る力」の２つの条件が満たされて

いる状態であるということである。この概念を基に、対象者に対してアンケートやイ

ンタビューを実施し、活動状況を整理していた。 

 立ち上げから半年程経過した 2019 年度後半、「自分で物事を決められる」ことを

「自立度」、「人に頼る力」を依存度として、更に具体化し、10 段階（1−5 が受動的な

状態、6−10 が能動的な状態）と設定して熟練した現場支援者の肌感覚をもとに各段階

の状態について言語化した（ルーブリックの作成）。こうして作成したルーブリックを

基に、現場支援者が当事者の状況に月に 1 度アセスメントし、継続して変化を記録し

た。プログラムのフェーズとして、１対 1、居場所、外で働いてみるという 3 段階が

あるが、フェーズの移行時に指標が感覚とずれることから、自立には、自立度と依存

度に加えたもう一つの要素として「関係が広がっているか」がもう一つの軸としてあ

ることを発見した。また、大学の学識者に助言を求めた際、「10 段階である必要性は

ない（もう少し要素を少なくしてもいいのではないか）」との指摘を受けた。 

 そして 2020 年度、大学の心理学博士課程修了生による組織（DataCast）に業務を委

託し改めてルーブリック作成に取り組んだ。DataCast が学識としてある既存の心理的

な概念を基に、それと現場の肌感覚（大事だと思うか、できるできないの状態像）と

照らし合わせをし選択した上で、適した概念について、5 段階の心理的な状態ないし

行動の状態をレベル別に設定し、尺度としてフェーズ毎に確認することにした。自分

で物事を決めることを、「自分のサンカクレベル」、依存度を「他者とのサンカクレベ
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ル」として概念毎に定義した。自分のサンカクレベルとしては、自己受容、有用感・

役割感、安心感、成功体験、観察学習、自己効力感、失敗への耐性。他者とのサンカ

クレベルについてはコミュニケーション、自己開示、被需要感、ありのままの自分、

他者とのつながり、他者受容、表現力、解読力の概念からなる 5 段階のルーブリック

が作成されている（図 4－7）。 

図 4-7：NPO 法人サンカクシャルーブリック（他者評定の場合）の一例 

 
出典：池田ら,2021 

 

 この定義を基にアンケートを作成し、支援者による他者評定と自己評定両方で状況

を確認することにした。自己評定を行うことが当事者の傷つき感をもたらしプログラ

ムの目的に反する恐れを踏まえ、対象は 3 段階目のフェーズを希望する者のみとし

た。自己評定では半年前と現在について振り返り法で確認している。2021 年度現在、

継続的にデータ収集をしている段階にある。 

 また、アンケートによるデータ収集と並行して、ベネッセ子ども基金が主催する事

業評価研究会の研修に参加し、その中で事業ごと・団体全体にロジックモデルを作成

した。 

 実施された取り組みを時期別に整理すると次の表の通りである。なお、評価活動と

して実施している認識はなかった 2019 年度前半までの活動も表中には含んでおり、か

っこ書きで記載している。 

 

表 4－11．NPO 法人サンカクシャによる自己評価活動 
時期 ①目的の言語化 ②評価情報の作成 ③評価結果の解釈 ④評価結果の反

映 

〜2019 年度前
半：立ち上げ
期 

（・ミッション定
義・自立の言語
化） 

・アンケート、イ
ンタビューを実施

（団体活動の立ち
上げ） 

（団体活動の立
ち上げ） 
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 し報告書にまとめ
る 

2019 年度後
半：立ち上げ
後半年 
 

・指標づくり・ル
ーブリックの作成 

・ルーブリックに
基づき支援者によ
る他者評定を毎月
実施 

プログラムのフェ
ーズ毎に経時変化
について支援者が
振り返る 

- 

2020 年度 ・指標づくり・ル
ーブリックの再検
討 

・ルーブリックに
基づき当事者によ
る自己評定と支援
者による他者評定
を毎月実施 

プログラムのフェ
ーズ毎、経時変化
について当事者と
支援者が振り返る 

 

・ロジックモデル
の作成 

・ロジックモデル
の作成 

- - 

出典：筆者作成 

 

4-4-2.評価活動の過程における内発的動機付け 

(1)内発的動機付けの有無と範囲 

 前提として、内発的に動機付けられた評価活動であったかどうか、すなわち評価を

実施する目的が当該組織の構成員によって内的に統合されている状態であったかにつ

いて確認する。 

 評価活動全体について、取り組んだ直接のきっかけとしては「助成金で書いて出さ

ないといけない」ことだったが、「せっかくやるなら、面白いものをやりたい」と、必

須要件として求められる以上の活動に取り組んでいる。「面白いもの」という意義につ

いて、具体的には、代表者である荒井氏の居場所に関する活動を過去実施してきた中

で、進学率・就職率が KPI となり学習支援の必要性が強調される中で感じた違和感に

対するアンチテーゼを言語化する、ということが中心にある。 

 立ち上げ以来、言語化の取り組みとアンケート・インタビュー結果をまとめた報告

書を作成し、数々の民間助成金を獲得している事実もあり、助成金申請はきっかけの

多くを占める部分ではあるが、助成金の提供元から求められるからその範囲で実施し

ているという意識は団体としてなく、団体内部での方向性の確認や賛同者・同業の人

に向けて示すという意図を持って評価活動が行われている。資金提供者や外部からの

期待について、荒井氏は以下のように語っている。 

 

何人・何回実施したというアウトプット的なものや定性的なエピソード以外につい

ては外部の資金提供者から感心はされるが、特に期待されているとは感じておら

ず、どちらかというと、団体として、自分たちがこういうやり方でいいのか。何を

やっているのか、関心があるコアな応援してくれる人、同業の人達を意識してやっ

ている。 
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 他の２事例と異なり、完全に内発的な動機に基づいているとは言い難い状況のよう

にも見えるが、荒井氏の発言を踏まえると、きっかけは別として、評価活動という行

動を開始して調整していくプロセス自体は団体の意思として統合されている（統制・

阻害されているとは言えない）ことがわかる。 内発的ではなく阻害されている状態

とは、エドワード・L・デシによれば、「圧力をかけられて行動していること、その行

動を受け入れているとは感じられない、行動が自己の表現ではない、自己が従属して

いる、自己を見失っている状況」を指すが、サンカクシャは、団体としてのスタン

ス・やり方を内外に示すために助成金の必須条件として求められている以上について

選択的に取り組みを行なっており、それらに当てはまらないと考えられるためであ

る。 

 ただし、「行動が自己の表現ではない」という条件については、概ね当てはまらない

と言えるが、一部留意が必要である。指標で表現することの困難性・限界について、

荒井氏は「（ルーブリックを作成して、評価の）必要性を理解している人の間で、指標

が大事じゃない、という認識が強まった。」と指摘する。「測れるものって限られる。

指標通り、できたものに従うとなった瞬間に支援が終わる」という。 

 

 自分で作れるくらい考えて悩んで、というのが大事。子どもにとって何が必要なの

か？と考えていく視線。そこに意味がある。アセスメントの結果こうだからこの支援

を当てはめればいい、というのがよくない。自分たちの色がついている、そうじゃな

い支援が必要かもしれないということを頭に置くのが支援者。（作成してみた）結果、

（限界を意識して）うまく使っていこうっていうバランスが取れた。 

 

 また「今のルーブリックは複雑で、途上にある」ため、自己のスタンスを十分に表

現しきれておらず、「じゃあ何をしていったらいいのか？それをみんなで考えてやって

いきたい」という。 

 以上の限界はあるとしても、「ルーブリックに学歴やお金稼ぐ、という匂いが全くな

い、団体（の目標）として正社員の何人と言わない」ことで、「そういう表面的なもの

は気にしていない」という自分たちの組織のスタンスを表しており、自己の表現とし

て捉えられると荒井氏は述べる。 

 荒井氏以外の団体構成員については、立ち上げ後事業規模が急成長し組織の変革期

フェーズにあることもあり、必ずしも評価活動実施の目的感が内的に統合されている

という状況にあるとは言えない。荒井氏自身、特に現場支援にあたる職員の評価活動

への関心の低さを感じ、方策を模索しているという（「一番の関心事は…（中略）言語

化や成果の説明、ロジックモデルの理解ができる現場職員がどうやったら増えるの

か？ということです」）。 
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 実施時期別に職員の評価活動に対する具体的な関わりと受け止めについて検証す

る。立ち上げ後半年を経過した 2019 年後半のルーブリック作成の取り組みにおいて

は、支援者・団体の構成員の暗黙の共通認識に基づいて、団体の協力者に話すなかで

整理をしてもらうという形で言語化・成果物の作成が行われた。 

 

こういうふうな変化を辿っていくというのをしゃべって、それをまとめてもらう

形。現場ではこういうステップの共通認識はあった。支援に長けているスタッフ 2

名と、そのほかのみんなの間でなんとなく。それを話す中で、言語化していった。 

 

 この段階では、ルーブリックとその結果の受け止めについては、支援経験によって

受け取り方に違いが見られた。支援経験の浅い職員からは、評価活動の過程で、アセ

スメントの困難性について指摘する（「目の前の子はわかるが、それがどうなったらい

いか、レベルが高い状態がわからない」「どうにもつけられない」）一方で、支援経験

の深い職員の見立てについて理解が共有された（「こういう変化を促すために組み立て

てやっているんだねという背景がわかった」「こうなるといいんだがわかった」）。 

 一方で、支援経験の豊富な職員間では「こうだよねという感覚で特に新しい気づき

とかはない。むしろ、ちょっと漏れてるよね、まだ十分ではないな。これ足りないな

と思いながら」、「複雑で、途上にある」ルーブリックについて、今後ブラッシュアッ

プを図っていく必要性が確認された。 

 また、ルーブリックのブラッシュアップに続いて行われた 2020 年度のロジックモデ

ルの作成においては、今後の組織活動の方向性をめぐる対話を参照して全体のロジッ

クモデルが作成され、また個別の事務事業毎のロジックモデルが担当者によって作成

されている。 

 ビジネスの職務経験があるメンバーには必要性が理解されているものの、そうでは

なく若者と普段接している現場メンバーほど忌避感があり、必要性が理解されないた

め研修内容が共有されず、書き方も分からなくて作れない、という現状が生まれてい

ると荒井氏は指摘する。 

 以上より、本事例においては、団体内の推進者にとって評価活動の目的は概ね内的

に統合されている状況であり、その点において、自己評価活動であったと考えられ

る。ただし、それ以外のメンバーを含め目的が内的に統合されている状況にあると現

段階で言うことはできず、現在進行形で試行中の段階にあると言える。 

 

(2)評価実施過程と分析モデルとの対照分析 

 次に、それぞれの実施過程で何が起きたか、第３章で提示したモデルに照らし合わ

せながら検証していく。 
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 まず、①目的の言語化について、『洞察的アプローチ・内部情報的な状態（内部統制

的ではない）が行われ、観測事実が記述・データ化される』ことにつながったか。 

 全体としては、荒井氏が団体設立前を含む長年の支援活動の中で感じた違和感とそ

れを解決する活動の方向性を言語化しようとした結果、目標状態が言語化して共有で

きる状態になっており、またルーブリックに基づくアセスメントを通じて観測事実が

可視化されようとしている。ただし、2020 年度の段階においてはアカデミックな概念

と照合した厳密な指標設定を志向して評価活動を行なった結果、普段からアセスメン

トを意識している支援に熟練したメンバーの中では観測事実の反映は未だ不十分な段

階にある（「指標が大事じゃないという感覚が強まっている」）。またロジックモデルの

作成について、支援現場職員にとってロジックモデルについて馴染みがなく、助成金

等外部に説明する必要性に迫られる場面がないため取り組みの必要性を感じていない

ため、研修への参加モチベーションが低いため習熟できず、評価情報のアウトプット

が困難な状況にある。 

 したがって、概ね洞察的アプローチ・内部情報的な状態にあり、観測事実が記述さ

れている・データ化の見通しもついていると言えるが、一部内部統制的な状態がある

状態である。 

 『評価情報に事業実践者の感覚的体験に基づく当事者ニーズ・価値観が反映され

る』ことが起きているかについて、学習行動を直接的に働きかける以外の方法が効果

的に支援や本人の自立につながっていったという経験が反映されている。 

 

居場所とかで、「ひたすらゲームする」とかいうことって、勉強を教えなきゃ、とい

う人からすると悪みたいな感じで。でもなんか、こういう意味がありますよと言っ

ていけるといいなと。今でこそ居場所って何もしないでいいよって言われるように

なったけど、当時何もしない場を作ることのハードルの高さがすごいあって。「勉強

とかしないんですか？」と言われたり。いや、そうじゃないんだと。「しないよ」

と。でも、そう言って、支援者側が何もしないでいるとなんか勝手に（若者たち

が）勉強しているっていう、不思議な空間が生まれて。こういうことだよな、と思

った。そういうことがいっぱいあったので。そういうのをやっていきたいし、問い

かけていきたい、というのをずっと思っていた。 

 

 荒井氏は、当事者ニーズ・価値観について、感覚的体験の中で「彼らの感覚を自分

の中に染み込ませ」たという。 

学習支援が嫌だった。何というか、言語化しにくいけど、嫌だった。そこのところ

がなんなのか？を探求していった。それは自分の個人的な背景もあったのかもしれ

ないけど、これは一個人の感覚じゃなくて、若者達も、おそらくこれはやなんです
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よ。「学校も嫌だ、公的支援も嫌だ、なんか嫌だ」と。これ何なんだろう？っていう

感じをずーっと探求していって、支援に関わって、彼らの感覚を自分の中に染み込

ませると、こういう感じが嫌なのか？と、わかっていって。そういうところからだ

いたい始まっている。自分がこういう立場になった時に、彼らが嫌だったとか、い

やだっていう気持ちをどうやって解消しつつ、サポートに載せられるか？というの

を考えた。学習支援をやっている時から、この支援足りないなとか、こういうの嫌

だなとか、それを１個１個潰していってという感じです。 

 

 また、客観的指標の対人支援活動の中での限界について認識し、客観的な指標を考

える過程の中で考えるプロセスとしての活用の重要性を意識しつつ、感覚的体験の中

で観測している変化をわかりやすく今後示して行く活動を行なっていこうとしてい

る。 

 

できたものに従う瞬間に支援が終わるという認識がある。踊らされるなよ、と。大

事なのは、子どもにとって何が必要なのか？と考えていく視線。そこに意味があ

る。（中略）一方で、一応こういう変化が出ているというのは言っては行きたい。指

標を見てハッとした気づきがあったり、その項目でスタイルがよくわかるっていう

ぐらいまで確立していけるといい。 

 

 さらに、『潜在的な協力者に活動の背景と内容が理解されやすくなる』かについて、

そもそも評価活動は、「団体内部や関心があるコアな応援してくれる人、同業の人達を

意識してやって」いて、潜在層は対象とされていない。主に企業助成金の担当者が、

選定に注力しており選定後の接点があまりないことや評価情報について関心が薄い状

況にあることがその背景にある。ただし、評価活動を実施していることについて「す

ごく可視化されてますね」「良い活動だね」というフィードバックを受け取ることはあ

った。 

 『当事者・支援者の意識の中にある事実や事業の詳細についてエビデンスとして活

用できる』かについては、同じ社会課題解決に取り組む団体に参照されている。荒井

氏は、支援者の意識について、他の団体が評価活動に取り組むと、「指標や評価に団体

のスタンスが見え隠れする」ため、「あの団体はこういうのを大事にしてるのかという

のがわかり」、それぞれの事業の立ち位置と役割がはっきりし、連携もしやすくなるの

ではないかという期待感を持ち、中長期的に相互学習を通じて連携した支援に活用し

ていきたいと展望を持っている。 

 また、将来的に行政との対話・政策提言にも活用していくことに対する期待感と展

望を持って指標（ルーブリック）の設定を評価活動として実施している。 
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支援業界的に良いディスカッションができたらいい。（中略）いずれブラッシュアッ

プを重ねて行って、国や東京都が見た時に、うちらの指標これでいいんだっけ？今

の制度これでいいんだっけ？と問いかけができていけたらいい。団体を運営してい

く上で指標は必ずしもなくていい、どちらかというと国等に対して問いかける素材

にしていきたい。政策提言して委託事業を取ろうという気はないが、若者支援に関

する委託事業についてもっと改善できたらいいなということはよく思う。そこに向

けて今一歩目、指標はそこに向かっていったらいい。 

 

 一方で、内部について新しくメンバーとなって活動する職員から評価活動の過程で

「支援という言葉を使わないようにしたいね、という声が出てきた」ことなど、活動

のスタンスを理解してもらう役には間接的に役に立っていると感じられている。 

 次に、②評価情報の作成の過程の『挑戦的かつ具体的な目標設定』は、最終的に当

事者にどういう状態になって欲しいかという自立の理想状態から逆算して（挑戦的）

ルーブリックという形でイメージが共有できる具体的な目標を設定しようとしてい

る。ただし、現段階では検討の途上にある。「今のルーブリックだとアカデミックすぎ

て、わかりにくい」ため「もうちょっとシンプルに、指標を見てハッとした気づきが

あったり、その項目でスタイルがよくわかるっていうぐらいまで確立」していく必要

があると考えている。 

 『目標達成自体が可能だという信念の形成』、について、支援経験の浅い職員にも意

識的に目標設定をすることや目標状態が理解され、今後支援が属人的なノウハウに留

まらず再現可能になっていくという期待感に繋がっている。 

 ③評価結果の解釈については、インタビュー実施時点で、2020 年度の評価活動が評

価情報の作成途中（指標の測定中）の段階にあるが、解釈の機会を今後測定が終了し

た後に検討している。 

 ④評価結果の反映についても、現段階ではあくまでも目論見という段階にあるが、

今後の展望として「対外的に、間違ったことをしていないと示していきたい、支援業

界的に良いディスカッションにつなげていきたい」と述べていることから、対外的な

説明やアドボカシーへの反映として『評価結果の活用」を今後行なっていこうという

期待を有している。また、「内部として支援スタイルを確立したい。それ荒井くんしか

できないよねって言われるのは嫌なので。ちゃんと言語化して、みんなができるよう

にしていきたい」というコメントの通り『プロセスユース』として内部の学習に活用

し、支援の再現可能性を高めていく活動につながっていくことへの期待もある。 

 ここまでの検討のまとめとして、過程で起こったことについて、モデルで提示した

仮説と対照させた表を次に示す。 
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過程 各過程で起こることの仮説 起こったこと 

② ①目的の言語化 洞察的アプローチ、内部情報
的な状態（内部統制的ではな
い） 
→観測事実が記述・データ化
される 

・言語化して共有できる状態になった。 
・ルーブリックに基づくアセスメントを通じ
て観測事実が可視化されている 
・アカデミックに正しい指標の設定を志向し
た 
→普段からアセスメントを意識している熟練
したメンバーの中では観測事実の反映が不十
分であり、指標が大事じゃないという感覚が
強まった 

評価情報に事業実践者の感覚
的体験に基づく当事者ニーズ
・価値観が反映される 

・学習等の行動を直接的に働きかける以外の
方法が効果的に支援や本人の自立につながっ
ていくという過程・経験が反映されている 
・客観的指標の限界について認識し、感覚的
体験の中で観測している変化をわかりやすく
今後示して行く活動に対する意欲が示されて
いる 

潜在的な協力者に活動の背景
と内容が理解されやすくなる 

・新しい職員に活動の際のスタンスについて
理解されやすくなった 

当事者・協力者の意識の中に
ある事実や事業の詳細につい
てエビデンスとして活用でき
る 

・同業者（同じ社会課題解決に取り組む団体）
に参照されている。 
・他の団体が評価活動に取り組むと、それぞ
れの事業の立ち位置と役割がはっきりし、連
携もしやすくなるのではないかという期待感
がある 
・将来的に行政へのアドボカシーにつなげて
いきたい 

③ ②評価情報の作成 挑戦的かつ具体的な目標設定 ・最終的に当事者にどういう状態になって欲
しいかという自立の理想状態から逆算して（
挑戦的）、ルーブリックという形でイメージ
が共有できる具体的な目標を設定しようとし
ている 

目標達成自体が可能だという
信念の形成 

−（意識的に目標設定をすることや目標状態が
理解された） 

④ ③評価結果の解釈 目的に基づく行動の方向づけ −（解釈の機会を今後測定が終了した後の段階
で予定している） 

行動の活性化 −（解釈の機会を今後測定が終了した後の段階
で予定している） 

⑤ ④評価結果の反映 評価結果の活用 ・対外的な説明とアドボカシーにつなげてい
きたい 

プロセスユース ・内部の学習に活用し、支援の再現可能性を
高めていきたい 

出典：筆者作成 
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4-4-3.評価活動の効果と要因 

（1）効果 

効果について４つの過程毎に、以下分析を行う。 

 ①目的の言語化の過程では、効果としての実感は顕著ではないものの、内部効果に

ついては一部既に効果が現れ始めていると言える。『評価情報への事業実践者の感覚的

体験に基づく当事者ニーズ・価値観の反映』については、過去の活動の中で感じた違

和感とそれを解決する方向性を言語化する取り組みを継続的に改善しながら行なって

おり、経験と学術的概念の対照を経た結果、客観的指標で表すことの限界が認識され

た。支援という言葉を使わないようになったことや、指標（設問）設定の際、自己評

定の際に活動目的上必要な配慮が評価デザインに反映されていること（自己評定は、

見て分かったときの傷つき感も出てきているので、（3 段階目の）プログラムに乗りた

いといった人だけを対象とした。）等から、効果として既に起こっていると言える。 

 『潜在的な協力者に活動の背景と内容が理解されやすくなる』については、まだ途

上であり限界はあり、また間接的な効果にとどまるものの、対象としている者から団

体の姿勢が理解されやすくなっている。 

 『調査データとして、当事者・支援者の意識の中にある事実や事業の詳細について

エビデンスとして活用できる』については、インタビュー時点で調査測定中のためあ

くまでも今後の展望という段階にあるが、若者支援にあたる他の団体の人が参照して

おり、支援の共通項や各団体の特徴を整理するための取り組みや政府・自治体へのア

ドボカシーに今後役立つのではないかという期待感が表れている。 

 ②評価情報の作成の過程では、内部に対して「プログラムの目的と個人のこころざ

しの重なりが理解できる（アラインメントの強化）」という効果は生じていない。ただ

し、新しい職員に活動の際のスタンスについて理解されやすくなったことへの間接的

な貢献は認められている。また、外部に対して、資金提供者などの『プログラムの必

要性が理解できる』という効果は認められず、『客観的立場からの承認／改善点の建設

的な提示ができる』という効果は生じていると考えられる。 

 『プログラムの必要性が理解できる』については、助成金の前提条件として提示さ

れている条件をクリアし実際に獲得につながっていること、実際に助成金の資金提供

者からの反応評価活動により可視化していることについて感心が示され「いい活動だ

ね」というフィードバックも得ていることから、効果として認められる可能性はあ

る。ただし、資金提供者から評価の内容については関心を持たれていないという認識

があり、評価活動の結果のターゲットとはされていないことから、評価活動の効果で

あるという断定はできない。資金提供者の評価の関心について、荒井氏はそもそも

「選定に時間が割かれていて、その先については担当者に対する定性的なエピソード

以外報告を求められることがなく」、選定時を含めて「反応があったのは…何人・何回
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実施したか」であり「この人がこう変わるという点についてのフィードバックはなか

った」「レポートを見て、上の偉い人が『ふうん、いい活動だね。すごい可視化されて

ますね』という感じ」だったと述べている。 

 一方で、『客観的立場からの承認／改善点の建設的な提示ができる』かどうかについ

ては、学識者からの助言・対話を継続的に行なっており、心理学等学術研究の中で構

成された概念と対照する中で、共通している部分について間違いではないという自信

になり、また違和感がある部分について自分たちのアイデンティティがより深く理解

できたことから既に効果が表れていると言える（「先行研究などを調べて、いろいろ見

せてもらって、尺度を見たときに、これはしっくりくる・しっくりこない、とそうい

うアカデミックなものと現場の（感覚の）行ったり来たりは面白かった」）。 

 特に「自分たちはこうだようねっと思ったのは、間違いない」と思ったことと、「こ

こがしっくりこないというところに自分たちのアイデンティティがある」ことに気づけ

たという。 

 ③評価結果の解釈については、直近の評価活動としては今後実施が検討されている

段階であり、評価活動の対象としている内部では、①で検討して通りスタンスの理解

促進につながっていると認められるが、現段階では「目標／戦略に対するコミットメ

ントが上がる」という段階には必ずしも至っていない。また外部については、②で検

討した通りそもそも結果を解釈する意欲・関心が示されておらず、評価活動の対象と

する前提条件がない状況がある。 

 ④評価結果の反映についても、直近の評価活動としては今後実施されていく段階に

あるが『アカウンタビリティの担保』『ノウハウの外部資源化』『政策形成』『（他事業

者）実践共同体内で参照資源として学習に活用』について、反映の意志が強く示され

ている。 

 『アカウンタビリティの担保』については「対外的に、間違ったことをしていない

と示していきたい」というコメントがある。『ノウハウの外部資源化』については、目

標状態と状況の見立てについて認識を共有する道具ができたことで、経験が少ない者

でも意識して取り組めるようになったことや、若者支援にあたる他の団体の人が参照

していることなどすでに効果が生じつつあるが、今後の継続的なブラッシュアップに

より、「属人的な感覚に頼り、それは荒井さんだからできることで、他の人にはできな

いといわれる状態を避けたい」と言明されている。『（他事業者）実践共同体内で参照

資源として学習に活用』については、若者支援にあたる他の団体の人が参照してお

り、支援の共通項や各団体の特徴を整理するための取り組みに役立ちそうな期待感を

持って今後も進めていきたいと考えている。 

 ここまでの『アカウンタビリティの担保』『ノウハウの外部資源化』「（他事業者）実

践共同体内で参照資源として学習に活用」の３つの効果項目については、必ずしも
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「指標を検討する評価活動と関連づける必要はない」と述べられているのに対し、『政

策形成』を志向する中で指標の検討の必要性が強く意識されている。 

 なお、『働きがい』、『外部からの活動資金』、『寄付・フィランソロピーポートフォリ

オへの反映』については、職員や資金提供者の評価結果に対する関心が薄いことか

ら、現時点では、直接的には効果が生じておらす、特に外部については評価活動の参

加対象として想定できない状況にあることが分かる。 

 ここまで検討した評価活動の効果について、まとめた表を次頁に示す。 
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表 4‐13. NPO 法人サンカクシャによる自己評価活動の効果 

過程 内
部
効
果 

外
部
効
果 

効果として起こる
ことの仮説 

起こったこと（概要） 

①目的の言語化 ●   評価情報に事業実
践者の感覚的体験
に基づく当事者ニ
ーズ・価値観が反
映される 

・過去の活動の中で感じた違和感とそ
れを解決する方向性を言語化する取り
組みを継続的に改善しながら行なって
いる 
・経験と学術的概念の対照を経た結
果、客観的指標で表すことの限界が認
識された 
・支援という言葉を使わないようにな
った 
・指標（設問）設定の際、自己評定の
際に活動目的上必要な配慮が評価デザ
インに反映されている 

  ●   潜在的な協力者に
活動の背景と内容
が理解されやすく
なる 

・まだ途上であり限界はあるものの、
団体の姿勢が理解されやすくなってい
る 

    ● 調査データとし
て、当事者・支援
者の意識の中にあ
る事実や事業の詳
細についてエビデ
ンスとして活用で
きる 

・若者支援にあたる他の団体の人が参
照しており、今後支援の共通項や各団
体の特徴を整理するための取り組みや
政府自治体へのアドボカシーに役立っ
ていきそうな期待感がある 

②評価情報の作成 ●   プログラムの目的
と個人のこころざ
しの重なりが理解
できる（アライン
メントの強化） 

―（新しい職員に活動の際のスタンス
について理解されやすくなった） 

    ● プログラムの必要
性が理解できる 

―（評価活動により可視化しているこ
とについて感心が示され「いい活動だ
ね」というフィードバックも得てい
る。一方で、あまり内容については関
心を持たれていないため、評価活動の
ターゲットとはされていない。） 

    ● プログラムの効果
的援助要素とその
前提条件が理解で
きる 

―（現在形成中の段階。方向性が分か
り、今後始める新しい事業や、構想し
ているシュミレーションゲームにおけ
る可視化等、個別事業の具体化・進展
の中で、評価の改善にも取り組んでい
くことで、プログラムとしての輪郭が
はっきりしていきそうな見通しができ
ている。） 
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  ● 客観的立場からの

承認／改善点の建
設的な提示ができ
る 

・心理学の学術研究の中で構成された
概念と対照する中で、共通している部
分について間違いではないという自信
になり、また違和感がある部分につい
て自分たちのアイデンティティがより
深く理解できた 

③評価結果の解釈 ●   目標／戦略に対す
るコミットメント
が上がる 

―（スタンスの理解促進につながって
いる。証左として、支援という言葉を
使わないようにしたいね、という声が
自発的にでた。） 

    ● 目標／戦略に対す
るコミットメント
が上がる 

―（あまり評価の細かい内容について
関心を向けられていない） 

④.評価結果の反
映 

●   アカウンタビリテ
ィの担保 

・今後も引き続き対外的に示していく 

  ●   働きがい（パブリ
ック・モチベーシ
ョンの強化） 

―（あまり評価活動に関心を向けられ
ていない） 

  ●   外部からの活動資
金 

―（数々の助成金を獲得し、立ち上げ
手間もない中で、事業規模を急拡大し
ている。ただし、直接的に評価活動の
結果であるとは認識されていない。） 

  ●   ノウハウの外部資
源化 

・属人的な感覚に頼り、「それはあな
ただからできることで、他の人にはで
きない」という状態を避けようとして
いる 
・目標状態と状況の見立てについて認
識を共有する道具ができたことで、経
験が少ない者でも意識して取り組める
ようになった 
・若者支援にあたる他の団体の人が参
照しており、支援の共通項や各団体の
特徴を整理するための取り組みに役立
ちそうな期待感がある 

    ● （官）政策形成 ―（政策評価の指標はこれでいいの
か？今の制度はこれでいいのか？と問
いかけにつながっていく期待感があ
る） 

    ● （民）寄付・フィ
ランソロピーポー
トフォリオへの反
映 

―（感心は示されるが、あまり内容に
ついては関心を持たれていない） 

    ● （他事業者）実践
共同体内で参照資
源として学習に活
用 

・（再掲）若者支援にあたる他の団体
の人が参照しており、支援の共通項や
各団体の特徴を整理するための取り組
みに役立ちそうな期待感がある 

出典：筆者作成 
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(2)要因 

 本項では、前項で検討した効果を生じさせた要因について、組織内部のプロセスの

進め方と外部の関わり、前提として必要とされた要因、の３つの観点に分けてみる。 

 内部のプロセスとしては、まず評価活動の必要性が認識され、更に指標と支援現場

の実感が一致していることが必要条件として挙げられている。 

 評価活動の必要性の認識について、まず、「目の前の子を助けるという感覚とは違う

問題意識」が必要になると荒井氏は指摘する。具体的には、自分の支援実践を超えて

同じ人を対象とする支援活動全体の改善を考える意識である。評価活動への関心自体

が薄い中で、評価の意義や方法について研修を実施しても実質的な参加は期待でき

ず、評価情報（指標やロジックモデル）に対し違和感が示されることも期待できない

という。助成金獲得など目の前の支援活動との関係で直接的に必要な状況が生じるこ

とがきっかけになりうるが、「いかに自分の中で面白いと学びになるか？」という、観

点から評価活動を捉えることを喚起するための方法について模索していると荒井氏は

述べている。 

 また、指標についてはそれを過度に意識せず目の前の対象者にとって必要な状態と

一致している状態が理想的であり、また団体の支援の特徴が表れやすく、振り返って

指標自体も常に改善していく姿勢が求められること、ただそれは技術的に困難も伴う

ことが指摘されている。 

 

指標は忘れる。たまに振り返るでいいんじゃないか。指標を頑張って覚えるという行

為はよくない。「ロジックモデルやルーブリックを作った時点で、（それは）団体の色

に染まっている。目の前にいる子には、違うサポートが必要かもしれない」と思える

ことがイチ支援者としては大事。団体のカラーでしか支援できないのはよくない。（だ

から）何なら作って欲しい。聞かれたら答えるけど、項目は覚えていない、ブラッシ

ュアップできる感じができるといい。そんなことができる人は多くはないと思うけ

ど。 

 

 こうした中で外部からの関わりとして、専門的な知見を提供するとともに、対話の

中で支援対象や支援組織のアイデンティティを引き出し、学習意欲を喚起する関わり

が重要であるとする。 

 

まずはやりとりすること自体は意義がある。…（中略）…自信にもなる。自分たちが

適当に考えてるというのが、何かと合致する部分が出てきたら、それが確実に正解と

は思わないけど、間違いではない、というのがわかる。ここがちょっとしっくりこな

い、っていうところに自分たちのアイデンティティがある。そういうのを気づいて勉
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強して面白いと思ってくれるといいなと思うが、大体の現場の人はあまり興味を持っ

てくれない。 

 

 これは、評価活動の参加者の評価活動への関心が、前提として必要とされる要因で

あるという指摘でもある。事業推進主体の中でも、特に、経営や資金調達に関わらな

い立場からはあまり馴染みもなく必要性の実感が伴わない中で、目的意識を共有しな

がら進めることの困難があり、ただ単純に研修を実施してもこれは解消できず、本事

例では課題として残っている。また、そもそも本事例で評価活動の対象とされていな

い外部資金提供者についても、評価内容への関心が大きな一因になってその参加が実

施されていないことが分かる。一方で、行政については、評価活動への関心があるも

のと想定されており、本事例においては事業として現在直接的な関わりはないものの

同じ社会課題解決に携わる主体として政策形成に向けた対話のツールとして指標を主

眼にした評価活動が実施されている。 

 

 以上、3つの民間非営利組織の自己評価活動について図 3-4の分析の枠組みを使

い、それぞれ事例研究を行った。次章において、横断的な検討と考察を行う。 
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第５章．考察 

 

 本章では、第４章で行った事例研究を基に民間非営利組織による自己評価の社会的

効用とその要因について考察を行う。 

 ３つの団体が、①事業評価をどのように捉え（どのようなきっかけ・目的で、何を

することだと考え）、②何をどのように評価として実践し（その際にどのような外部か

らの支援を受け）、③その結果、何につながったのか（民間非営利組織自身の事業・組

織運営、ミッションの達成、及び政策等他主体への影響）について、横断的に検討

し、自己評価活動による非営利組織の組織強化と社会課題の協働的解決への貢献可能

性について論じる。 

 

5-1．自己評価の実態についての各事例の横断的な検討 

 本節では、各事例の特徴を、リサーチクエスチョンの前段で設定した「事業評価の

目的意識」、「事業評価活動の推進方法」、ならびに「評価活動の内外への効果」の三つ

の項目について検討する。 

なお、NPO法人 Learning for Allによる地域協働型子ども包括支援プログラム評価に

おける学習支援を中心とした 2014年度の実践を「事例 A：2014」、2018年度から 2020

年度の実践を「事例 A ：2018-2020」と以下表記する。また、NPO 法人ユースポート横

濱によるよこはま若者サポートステーションプログラムの評価実践を「事例 B」、NPO

法人サンカクシャによるサンカクプログラムの評価実践を「事例 C」と表記する。 

 

5－1－1.自己評価活動における事業評価の目的意識 

 まず、各ケースにおいて事業評価が何のためのものとして捉えられていたか、すな

わち、どのようなきっかけ・目的で、何をすることだと考えていたかについて整理し

た（表 5-1）。 
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表 5-1.各自己評価活動事例における事業評価の目的意識 

 事例 A：2014 事例 A：2018-2020 事例 B 事例 C 

評価活動の
きっかけ 

・団体の独立 ・事業のモデル化 
・アドボカシー 

・外部発信の課
題意識 

・団体の独立 
・助成金 
 

主な報告対
象 

・行政を含めたパ
ートナー・リソ
ース提供をして
くれる人たち 

・政策形成主体 ・事業主体・資
金提供者であ
る行政 

・「コアな仲間と
の共有」 

評価活動の
目的 

 
 

・事業価値定義と
確認（何の課題
に対し誰を受益
者としてどう提
供していくの
か） 

・事業のモデル化
（プログラムの
形成） 

・政策形成につな
げていきたい 

・社会課題の発
信 

・政策形成につ
なげていきた
い 

・内部に目的と
戦略を共有し
たい 

・事業の関係者
に目的と戦略
を共有したい 

・「目の前の 1 人
の子を助ける
のとは違う」
問題意識 

・政策形成につ
なげていきた
い 

・組織内部・事
業関係者にプ
ログラムの目
的と戦略を共
有したい 

・同業者でノウ
ハウの共有を
したい 

・アカウンタビ
リティ 

出典：筆者作成 

  

 事例 A：2014の取組及び事例 Cについては、団体の設立の段階で実施された。評価

活動のきっかけは、外部資金獲得のための説明材料の具備が到達すべき最低限のゴー

ルであり、また団体内部の目的意識のすり合わせも評価の過程の中で目的として意識

しつつ、専門知として確立しているフレーム（ロジックモデルやルーブリック）の型

に沿ってアウトプットを行い、価値体系と戦略について可視化することが評価活動で

あると捉えている。 

 事例 A：2018-2020 及び事例 Bについては、プログラムセオリーの構築と、特に政策

形成も意識した外部への発信がその目的となっている。これまで個別のケースに寄り

添って取り組んできた活動をプログラムとして整理可視化することに力点が置かれ、

観測されている社会的ニーズや課題の現状とそれに取組むためのノウハウといった現

場の知見の集約がさらに意識されている。 

 また、３つの事例のいずれも、事業評価活動について、組織構成員の中で（少なく

とも一部のメンバーにおいては）目的が内的に統合された状態で実施されていること

が確認できた。さらに、全ての事例でワークショップや話し合いの機会が設定されて

おり、組織学習の機会として企画推進されていたことがわかる。既に別の話し合い・
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振返り等により組織学習の機会が確保されていた事例 A：2014 と事例 Bについてはそ

の効果は比較的小さいものであったが、プログラムの形成期にあたる事例 A：2018-

2020や事例 Cにおいては、顕著な役割を果たしたことが認識されている。 

 

5－1－2.自己評価活動の推進方法 

 次に、各ケースにおいて何をどのように評価として自ら実践し、またどのように外

部との関わりを持ちながら進めたかについて、表 5-2に整理した。 

 

表 5-2.各自己評価活動事例における事業評価の推進形態 

 事例 A：2014 事例 A：2018-2020 事例 B 事例 C 

実践し
たこと 

・ロジックモデル
の作成（プログ
ラム目的の言語
化、指標設定） 

・指標の達成状況
の検証 

（事前事後アンケ
ート等調査） 

・SROI 

・システムマップ
の作成 

・ニーズアセスメ
ント 

・ステイクホルダ
ーインタビュー 

・報告書の作成 
（プログラム目的
の言語化、プロ
グラムモデルの
整理と可視化） 

・ロジックモデル
の作成（プログ
ラム目的の言語
化） 

・指標の達成状況
の検証 

・プログラム目的の
言語化 

・ルーブリックの作
成（効果指標設定
と測定） 

・当事者本人と支援
者による状況のア
セスメント 

推進方
法 

・代表のコミット
メント 

・ロジックモデル
作成ワークショ
ップ 

・代表のコミット
メント 

・内外混交の推進
チームの組成
（団体内部で評
価について外部
に意見できるだ
けの専門性を持
った人がいた） 

・現場運営メンバ
ーを交えたワー
クショップの実
施 

・トップマネジメ
ントのコミット
メント 

・専門的に学び、
外部研修を活用
した 

・データ収集につ
いては業務効率
化の観点から実
施 

・月１の全社打合
せの機会に、ロ
ジックモデル作
成に向けたワー
クショップ 

・代表のコミットメ
ント 

・内部の議論を元
に、外部者が可視
化 

・支援者がデータを
収集し、外部者が
その客観的妥当性
とともに分析 

外部の
関わり
（資金
提供
者） 

-（評価活動に取り
組んでいること
を評価されてい
るが、内容につ
いて関心は持た
れない） 

・直接支援以外の
使途を許容する 3
年間という中期
的で柔軟な外部
資金が十分にあ
った 

-（政策評価の指標
として設定され
た相談件数や就
労実績の達成以
外について関心
は持たれない） 

-（評価活動に取り組
んでいることを採
択時に評価されて
いるが、内容につ
いて関心は持たれ
ない） 

―（評
価専門
家） 

・SROI 算出の技術
提供（プロボ
ノ） 

・外部専門家の伴
走 

・外部専門家の助
言 

・研修（レクチャ
ーとピアレビュ
ー） 

・外部専門家の助言 
・研修（レクチャ

ー、ワークショッ
プ） 

出典：筆者作成 
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 まず、評価活動として実践したことについて、事例 A：2014 と事例 Cにおいては客

観的指標の設定と定量的可視化に焦点があり、事例 A：2018-2020と事例 Bにおいて

は、プログラムが直面している状況の言語化に焦点があることが分かる。また、事例

A：2014を除き、いずれの場合も、当事者の状況についてのアセスメント（ニーズア

セスメント）が含まれている。 

 評価活動の推進方法について、すべての事例の共通点としてまず言えるのは、当初

から、少なくとも主導するメンバーにおいては、事業活動の重要な一部であるとして

認識され、さらに他の組織メンバーの主体的参加の涵養を意識して取組みが推進され

ていたことである。つまり、少なくとも一部は評価活動に内的に動機付けられた状態

で、内部スタッフとの丁寧なコミュニケーションを図りながら、内発的動機づけの心

理機構の存在を前提として、取り組みが推進されているということである。また、い

ずれの事例も、単年度では活動が完成しておらず、少なくとも２〜３年のサイクルを

一区切りとして継続的・漸進的に評価活動に取り組んでおり、活動が発展的に展開し

ていた。さらにそれは、事業活動の展開フェーズと一体となっており、評価活動が事

業活動と連続的かつ効果的に行われていることで、継続的な取組みにつながっている

状況が確認される。 

 外部との関わりについて、資金提供者は評価活動を実施していること自体について

は採択時においてポジティブに評価するものの、実施内容についての関心は薄いこと

が多いと民間非営利組織のトップマネジメントに認識されていることが分かる。この

ために、基本的に資金提供者は評価活動の主な参加者としては想定されておらず、ま

た評価活動に対する資金提供がされないため、評価活動が広報活動の一環（事例 A：

2014、事例 B）として、あるいはプロボノに頼れる範囲（事例 A：2014、事例 C）で行

われている現状がある。そうした状況の中で、事例 A：2014-2020の取り組みについて

は、モデル化・アドボカシーのための事業活動として助成元の民間企業が積極的な投

資を行い、民間非営利組織側に直接支援以外の使途を許容する中期的で柔軟な外部資

金が十分にある状況が生まれていたことについて特筆すべきである。この事例では、

内外の評価専門家と実務者による推進チームが支援現場とは別途組成されており、第

三者を含む評価についてのレビューチーム（評価委員会）も存在した。 

 さらに、評価専門家との関わりについては、いずれの事例でも、外部評価専門家・

第三者と関わりを持って、その支援を受けながら、また助言に従いながら進めている

ことが明らかとなった。つまり、自己評価といっても独力で実施するわけではなく、

第三者の客観的な視点も取り入れられているということである。この評価専門家の関

わりは、いずれも専門的技術の提供を前提としつつも「伴走的な」関わりであり、そ

れらの専門家は、プログラムの形成期にあたる評価活動を行なった。事例 A：2018-
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2020や事例 Cにおいては特に、「仲間」、すなわち、「団体と同じ対象者・社会問題の

解決に興味を持ち継続的に関わる個人」であることの必要性が強調されている。これ

はエンパワメント評価における、参加者の現状と今後の展望について一定の理解を有

する「協働者、批判的な友人」としての評価専門家像（フェッターマン,2020：56）と

一致している。 

 なお、評価専門家が提供する研修の意義について、評価活動に必要な基礎知識の理

解や客観的立場・ピアからのフィードバックが有効であった（事例 B）という指摘が

あったものの、そもそも組織の構成員が評価活動自体に興味を持てない状況において

はあまり意味がない（事例 C）ことについて留意すべきである。 

 

5－1－3.自己評価活動の効果 

 各ケースにおいて、自己評価活動に取り組んだ結果何につながったのかに関し、民

間非営利組織自身への影響（事業・組織運営）と外部の他主体への影響に分けて次頁

の表 5-3に整理する。 

 

表 5-3. 各自己評価活動事例における事業評価の内外への効果 

 事例 A：2014 事例 A：2018-

2020 

事例 B 事例 C 

自組織へ

の主たる

効果 

・事業戦略の詳細
化 
・（資金獲得） 
 

・事業のモデル化 
・暗黙知の言語化
（事業対象、展
望） 
・目的と戦略の意
識共有 

・目的と戦略
の意識共有
（特に新規参
画者・部署
間） 
・モチベーシ
ョンの向上 
・新事業検討 

・暗黙知の言
語化（プログ
ラムの目的、
特色、支援ノ
ウハウ） 
・目的と戦略
の意識共有 

外部他主

体への主

たる効果 

・広報活動への寄
与 

・政策形成 
・（子ども支援に
あたる他の団体へ
のナレッジ提供） 

・新事業実施
の打診 
・（政策形
成：視察時説
明が分かりや
すくなった） 

・若者支援に
あたる他の団
体の人が参照 
*今後の展開と
しては政策形
成を意識 

注：直接的な効果であると言明されていないものについては（ ）で記載している 

出典：筆者作成 

 

 事例 A：2014や事例 B、Cにみられるように、まず、新たな資金獲得を通じた活動規

模の拡大が短期的かつ直接的な効果として挙げられる。これは、評価活動によって外

部資金提供者からみたとき信頼できる存在であるための手段としてのアカウンタビリ

ティが確保されたことによるものであり、プログラムの実施・拡大のキャパシティを

広げるものである。つまり、民間非営利組織の説明能力の向上によって、プログラム
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の実施に必要な人的・物的資源を確保する資金が確保され、質的・量的な拡大を図る

原資が確保されるということである。 

 また、全ての事例で、評価情報作成プロセスが新規参画者との目的や戦略の意識共

有、ならびに内部での目的意識の再確認という効果をもたらしており、これが「効果

を何倍にもする」と指摘されている（事例 A）。これは、現場や間接部門（事例 A：

2018-2021,事例 B）などの担当部門や事業経験年数を超えて「組織内の調和や結束

力」を生み出し、団体の立ち上げ期（事例 A：2014，事例 C）や事業拡大期において

は、プログラムを多数の者が連携して実施する際に必要な組織のマネジメントコスト

を低下させ、事業推進効率を大きく底上げし、プログラムの実施・拡大のキャパシテ

ィを拡げるものである。 

 さらに、評価結果の活用により、組織外部の同業他社（事例 A：2018-2021、事例

B、事例 C）、視察や勉強会で接する行政・議員等（事例 A：2018-2021、事例 B）な

ど、組織の枠を超えて事業の意義目的と戦略がわかりやすく説明され、共有される状

況が生まれたことがわかる。政策形成への影響については全ての事例で意識されてお

り、特にニーズアセスメントを実施した事例 A2018-2020では、国会議員の勉強会や国

の審議会への委員としての参画等、直接的な政策提言機会の増加につながっている。

また事例 Bでも視察の場において以前より「活動が理解されやすくなった」効果が認

められ、ニーズアセスメントの検討に進んでいる。事例 Cにおいても、他の効果は代

替できる中で政策形成に向けた対話のツールとして指標を主眼とした検討を今後も継

続していきたいと考えられている。 

 これまでの検討から、民間非営利組織による自己評価活動は、外部資金調達の際の

アカウンタビリティ確保を契機としつつ、内部の暗黙知の外部化を促し組織の対外説

明能力を向上させると考えられる。また、ボトムアップ型の政策形成という効果への

高い期待を持って、情報提供が積極的に行われていることが分かる。 

 

5－2．評価活動の社会的効用とその要因 

 本節では、前項で検討した効果とその要因について、学習に関する動機付け理論を

基に検討を行う。 

 

5－2－1．内発的動機付けに配慮した評価活動の推進による学習と継続的改善の促進 

 第 4章の第二項で検討した、内発的動機づけられた過程で起こる組織変化が確認さ

れた項目の数（事例 Aについて表 4－6、事例 Bについて表 4－9、事例 C について表 4

－12）と、第三項で検討した自己評価活動により観察された効果項目の数（事例 Aに

ついて表 4－7、事例 Bについて表 4－10、事例 C表 4－13）の関係について散布図を

作成した（図 5-1）。サンプル数が少ないためあくまでも参考に過ぎないが、内発的動
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機付けによる過程で起きた変化が多い事例ほど自己評価活動の効果が多く確認されて

いる。  

図 5-1.内発的動機付けによる過程と効果の関係 

 

出典：筆者作成 

  

 さらに、当該組織に直接裨益する効果35を除き公共性の高い効果について現段階での

その効果の発現の有無を確認するのが次の図 5-2である。ここから、内発的動機付け

のメカニズムが効果的に働くよう意識しながら自己評価を促進する行為は、当該組織

を強化する行為に留まらず、その組織が目指す社会課題の解決のための外部効果をも

たらす可能性が示唆される。 

 

  

 
35 第 3 章図 3－4 に挙げた内部効果・外部効果のうち「潜在的な協力者に活動の背景と内容が理解さ

れやすくなる」、「調査データとして当事者・支援者の意識の中にある事実や事業の詳細についてエビ

デンスとして活用できる」、「プログラムの目的と個人のこころざしの重なりが理解できる（アラインメントの

強化）」、「プログラムの必要性が理解できる」、「外部からの活動資金」 

（該当する項目数） 
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図 5-2. 内発的動機付けによる過程と外部効果の関係 

 

 

出典：筆者作成 

 

 各事例の評価活動の進め方については、たとえば事例 Aの有効な進め方として、代

表者が組織としての優先順位を示し、他の団体構成員の主体的コミットメントを促進

するために「代表者自らの主体的なコミットメント」の重要性が指摘されているよう

に、すべての事例で代表者が主体的なコミットメントをもって、かつ内発的動機付け

を意識した丁寧なコミュニケーションを図りながら、マネジメントメンバー以外も含

めた全員の参加を促して、感覚的体験をインプットしながら効果的な情報処理活動が

行われるような過程を設計していたことが明らかになった。こうした進め方は忙しい

支援現場の工数を投入する必要があり、民間非営利組織一般の組織リソースの脆弱さ

からすれば容易ではないが、「効果を何倍にもする」と事例 Aで指摘されるなど、各組

織のリーダーシップによってかなり強く意識して実行されている。 

 さらに、外部者の関わりにより外発的動機付けが働いていないかどうかという観点

からも確認する。資金提供者の意に沿って評価過程を設計した事例 A2014や専門家の

意に沿って設計した事例 Cと、外部者の客観的フィードバックを参照しながら自律的

に内部の納得性を探求した事例 A2018-2020、事例 Bを比較すると、後者の 2例の方が

公共性の高い効果の発現がより多く確認される。特に、最も多くの効果が確認された

事例 A2018-2020において、資金提供者の、内容に関心を寄せ必要な資金を提供しなが

らも、「フリーハンドで任せ」主体的な取組みを見守り、事後に建設的な批判検討を加

えつつ支援する態度があったことは特筆すべきものである。統制的な振る舞いを抑制

して、自律的な評価活動を推奨するこの姿勢は、実行組織の構成員の内面に内部統制

事例A（2014)

事例A（2018-

2020)

事例B

事例C
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公
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果

内発的動機付けの過程 （該当する項目数） 
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的なメカニズムが働き、表面的アプローチによる情報処理活動が起こることを防いで

いると考えられる。 

 直接的に評価活動にあたる評価専門家には、専門技術的な厳格さを保ちつつも、と

もに考える仲間としての伴走的態度が求められる。欧米では、外部の評価専門家が実

施することが多いが、日本において評価が専門業界として成立していないことはこの

面ではプラスに働く可能性がある。外部ではない「仲間」として、自己評価の第一歩

として使うことで、主体性を奪わず、内発的動機付けのメカニズムを働かせやすい立

ち位置で評価活動の実施にあたれる可能性が高いとも言えるからである。 

また、事例 Aの時系列変化から、プログラムの外縁を事業の発展段階に沿って柔軟に

変化しながら継続的に取組むことがより効果的な取組みにつながっていく可能性が示

唆される。すべての事例で単発的にではなく継続的に評価活動が行われており、活動

が発展的に展開していた。さらにそれは、事業活動の展開フェーズと一体となってお

り、評価活動が事業活動と連続的かつ効果的に行われていた。 

 この基礎には、評価活動が各組織のリーダーに、組織マネジメント上の有効性が認

められていたことと、自己評価が前提とする主体性・内発的動機付けの心理的メカニ

ズムの作用が当該リーダーを含めた組織の構成員個人に自己調整学習の作用をもたら

していたことの両面があると考えられる（次節において詳述）。自己調整学習とは、学

習者がいかに能動的に学習するかについての理論であり、「学習者たちが自分たちの目

標を達成するために、体系的に方向付けられた認知、感情、行動を自分で始め続ける

諸過程」（Zimmerman&Schunk,2011）をいう。Zimmerman and Schunk (2011)によれば自

己調整学習過程は、以下の条件によって成り立つ。 

⚫ 学習者たちは、自らの目標を設定して、自己指向的フィードバック・ループを

つくり出す 

⚫ そのループによって、学習者たちは自分の有能さをモニターし自分の働きを調

整する 

⚫ 自己調整のできる人は、目標設定に積極的に取り組み自己調整サイクルを使う

ので、支えとなる動機づけ信念もまたしっかりともつ 

 自らの目標の設定と自らの有能さのモニターという 2つの要素を含む自己評価活動

は、自己調整学習過程の要件を満たしており、積極的な目標設定と能動的な評価活動

の継続的実施を心理機構上促している。つまり、自己評価活動は、自己調整学習過程

を成立させ、アウトカムの設定と指標の設計・測定を伴う評価活動は、目標設定と継

続的モニタリングを精緻に行う作業を事業実践主体に要求することで学習と改善の機

会を作り出しているのである。 

 ただし、これについてはこの学習と改善の機会として自己評価活動が有効に機能し

なかった事例 Aの 2014、事例 Cからわかるように必ずしも指標の作成を経由する必要
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はなく、日々の現場の中で観測されている情報の質を超える洞察を与える評価情報・

過程を構成する必要がある。組織構成員が、ロジックモデルやルーブリック、指標と

いった思考の型を経験することで、戦略的に考える癖づけをする、といった学習効果

は、特に内発的な動機付けによらなくては起こりにくいものであるとともに、対人支

援の現場の質を担保するには非常に重要で、課題の解決のために重要なものである。   

評価活動の担当者あるいは専門家には、学習を促進する姿勢と力量が問われている。 

 内発的動機付けによらず従事者を疎外した評価活動は、学習機会として活用され

ず、目標に基づいた適切なプログラムのスコーピングを困難にし、過程や結果の活用

がされず、評価活動の社会的効用が認められにくい状況を生み出す。省庁の政策評価

活動を分析した西出（2020：170-174）は「お手盛り」で、政策検証（エビデンスに基

づく事業改善）につながらない評価活動が実施されている要因として、事業を実施し

また評価作業に従事する行政官の目的意識の中で、現行の評価事業を遂行する意義が

腑に落ちておらず、それを超えて作為的な評価を制し強制するガバナンス機構も機能

しておらず、したがって組織行動・文化として定着していないことを挙げている。こ

れは、学習と改善の機会として評価活動が有効に機能していないことを意味する。 

 一方、民間非営利組織の各事例においては、主体的に動機づけられたサーバント型

リーダーが、事業を実施しまた評価作業に従事する職員の目的意識に配慮し、現行の

評価事業を遂行する意義について丁寧にコミュニケーションや参加機会を設計して現

行の評価事業を遂行する意義を共有する努力を行なっていた。トップマネジメントの

関与により、組織マネジメントと評価行為が紐づけられ、組織の業務フロー・文化・

人材育成方針との検討のパスが成立しつつ、評価結果の活用者が特定され、他の人事

財務の管理システムと適切な役割分担を図りながら、資源の差配・管理に必要なタイ

ミングでのインプット情報として適切な目標が評価活動の中で設定され、現場のオー

ナーシップへの信頼を基礎として、外部者との役割分担・連携が図られていた。 

 つまり、自己評価による実践主体の組織機能強化や社会課題の協働的解決の促進と

いった効用の成立要件としては、トップマネジメントがサーバント型リーダーとして

関与し、適切なマネジメントが行われる中で、従事する職員が内発的に動機付けら

れ、自己調整学習が組織的に成立する必要性があるということである。 

 

5－2－2．暗黙知の形式知化 

 前節では、自己評価が前提とする主体性・内発的動機付けの心理的メカニズムの作

用により、自己評価活動が自己調整学習過程として機能することの有効性について検

討した。 

 では、何がどのように学習されることが有効なのであろうか。 
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 今回検討したすべての事例で、自己評価活動の効果は認識され発展的に展開してい

た。共通しているのは、現場職員を含めたワークショップやインタビューを基に行う

ことで、当事者の課題状況やその解決のために必要な活動についての状況のエビデン

ス化・ノウハウの形式知化が図られていた。プログラム評価に主体的に取り組むこと

で、内発的動機付けの心理的メカニズムの前提が整い、内部情報的な認知状態が形成

されることで、感覚的体験をインプットとする効果的な情報処理活動が行われ、暗黙

知が形式知化されたということである。 

 また、図 5－1・5－2を参照すると、事例 A2014 や事例 Cに比べて、事例 2018-2020

と事例 Cの方が、より効果が高くなっている。事例 Aの 2014 年のケースと事例 Cにお

いては客観的指標の設定と定量的可視化に焦点があり、事例 Aの 2018-2020 のケース

と事例 Bにおいては、プログラムが直面している状況の言語化に焦点があった。後者

では、評価前の段階で行われるとされる評価可能性アセスメント（Evaluability 

Assessment） によって事業の構造を明確にすることやニーズアセスメントが重点的に

行われたのである。ここから、客観的な成果指標を達成しているかにフォーカスする

よりも、評価可能性アセスメントやニーズアセスメントにフォーカスする方が、少な

くともプログラムの形成期や発展・見直し段階においては、効果的な可能性が高いと

いうことである。 

 こうした当事者ニーズや現場の効果的実践に関する暗黙知の形式知化は、対話・学

習が可能な状態を生み出し、より効果的な実践の発展・展開につながる取組みである

といえる。 

 

5－2－3．組織学習の促進による実施主体の組織強化 

 また、こうした形式知化のプロセスが組織学習として作用していることが、効果要

因としてある可能性がある。組織学習とは、組織がよりよい知識の取得と理解によっ

て行動を改善すること(Fiol&Lyles,1985：803）であり、目標設定との関係では、「組

織が，変革の必要性を見出し，より一層の成功をもたらすと信ずる変革に着手しうる

能力を取得し，発展させること（Duncan&Weiss,1979：78）」をいう。 

 事例 A（2018-2020)と事例 Bにおいては、「ミッション検討の機会以降に活動に参画

したメンバーを含めて、共通理解が生まれた。職員の入れ替わりの際に円滑に目的意

識を共有できる」「自分たちの活動の目的や意義について腑に落ちた説明ができるよう

になった」等、実際に組織内の構成員の間の組織学習効果が顕著に認識されている。

事例 Cにおいても、目的と戦略の共有化に関して間接的に貢献したと認められてい

る。これらの事例では、評価情報の作成の過程で、挑戦的かつ具体的な目標設定がさ

れ目標達成自体が可能だという信念が形成されたことが確認されている。 
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 こうした目的と戦略の共有化・設定が、「組織が，変革の必要性を見出し，より一層

の成功をもたらすと信ずる状況」を現場や間接部門（事例 A2018-2021,事例 B）などの

担当部門や事業経験年数を超えて生み出しているという。これが、ドラッカーの言う

自己評価の「組織内の調和や結束力」を生み出す効果である。 

 さらに、エビデンス化されたニーズや形式知化されたノウハウは、組織に「変革に

着手しうる能力を取得し，発展させる」ももたらす。根拠に基づいてプログラムの必

要性が示され、目的に基づいて戦略と必要な資源が提示されることで資金の獲得に繋

がり客観的にその意義が承認されることで、働くモチベーションの向上や新たな人員

の獲得につながり、組織機能の強化につながるということである。 

 これは、自己評価活動が、社会的課題に必要な事業を実施する主体に対して資源獲

得による組織機能強化をもたらす可能性を示しており、特に、組織の立ち上げ期（事

例 A2014,事例 C）や事業拡大期においては、事業推進効率を大きく底上げし、プログ

ラムの実施・拡大のキャパシティを拡げるものである。 

 

5-2-4.組織を超えた学習の拡がり 

 さらに、組織学習の成果・影響は当該実施主体内部に留まらず、外部にも影響を与

え、社会的学習を生み出している。 

全ての事例で、潜在的な協力者に活動の背景と内容が理解されやすくなり、調査デー

タとして当事者・支援者の意識の中にある事実や事業の詳細についてエビデンスとし

て活用できるようになったという効果が確認されている。組織外部の同業他社（事例

A、B、C）や視察や勉強会で接する行政・議員等（事例 A、B）など、組織の枠を超え

て事業の意義目的と戦略がわかりやすく説明され、共有される機会が増えていること

が分かる。 

 特に、組織外部の同業他社、すなわち事業対象を同じくする他組織からの参照がす

べての事例で確認されており、伴走的支援プログラムの展開（事例 A）等、当該実施

主体によって積極的に展開されている。 

 また、視察や勉強会で接する行政・議員等（事例 A、B）などにおいても、事業目的

と活動がわかりやすく説明され、共有される状況が生まれている。特に、ニーズアセ

スメントを実施した事例 A2018-2020では、国会議員の勉強会や国の審議会への委員と

して多数の機会に呼ばれるようになった。暗黙知が形式知化され、対話・学習が可能

な状態になることで、より効果的な実践の発展・展開が生まれ、組織を超えて事業改

善につながっていく可能性が生まれたということである。なお、政策形成への影響に

ついて、全ての事例できっかけとして意識されており、事例 Cにおいても、他の効果

は代替できる中で政策形成に向けた対話のツールとして指標を主眼とした評価活動が
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今後も検討されていることから、自己評価活動はボトムアップ型の政策形成を促進す

る働きがあると考えられる。 

 

5－3．民間非営利組織の自立と社会課題の解決に向けた評価活動の貢献可能性 

 これまでの検討から、民間非営利組織による自己評価活動は、外部資金調達の際の

アカウンタビリティ確保を契機としつつ組織学習のサイクルを促し、組織の対処能力

を向上させ、ボトムアップ型の政策形成を促進する働きを持つと考えられる。 

本節では、自己評価活動が．民間非営利組織の自立にどのようにつながるかについて

整理し、また社会課題解決に向けた評価活動の貢献可能性について考察する。 

 

5-3-1. 民間非営利組織の自立と自己評価 

 本事例研究を通して、自主的・主体的に評価に取り組む民間非営利組織によるプロ

グラム評価の取組みは、組織学習を促進し、民間非営利組織の組織強化をもたらすこ

とが効果として確認された。根拠に基づいてプログラムの必要性が示され、目的に基

づいて戦略と必要な資源が提示されることで資金の獲得に繋がり、客観的にその意義

が承認されることで、働くモチベーションの向上や新たな人員の獲得につながるから

である。これは、「組織内の調和や結束力」の向上やその結果としての資金獲得によっ

て、直接的に自己評価活動が民間非営利組織の自立を促進する可能性を示している。   

 一方、こうした直接の結果によってではなく、自己調整学習の契機として機能する

自己評価活動は、プロセスとして組織強化に貢献する可能性もある。 

改めて、組織強化、さらには組織が強化され、自立している状態とは何だろうか。 

2003年に N P O法人日本 N P Oセンターが掲げた信頼される NPO の７つの条件36を改

めてみる。 

 

ア）明確なミッションを持って、継続的な事業展開をしていること 

イ）特定の経営資源のみに依存せず、財政面で自立していること 

ウ）事業計画・予算の意思決定に置いて自律性を維持していること 

エ）事業報告・会計報告などの情報を積極的に公開していること 

オ）組織が市民に開かれており、その支持と参加を集めていること 

カ）最低限の事務局体制が整備されていること 

キ）新しい仕組みや社会的な価値を生み出すメッセージを発信していること 

 

 
36 再掲：日本 NPO センターウェブサイト https://www.jnpoc.ne.jpp.age_id=9878（2021 年 10 月 20 日ア

クセス） 
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 これは、民間非営利組織の自立の条件であるともいえる。このうちの会計報告や事

務局体制とったガバナンス体制の構築を除く、プログラム実施運営の質的な面につい

て抽出する。 

 民間非営利組織には、明確なミッションを持って、特定の資金のみに依存せず、事

業計画と資源配分について自らの戦略の下で意思決定し、活動内容を共有して支持と

参加を集め、更に新しい仕組みや社会的な価値を生み出すメッセージを発信していく

ことが求められているといえる。 

 自己評価活動は、自己調整学習を促進することで明確なミッションを外部に示すと

ともに戦略（事業計画・予算の意思決定）の整理構築をし、その結果資金の獲得をも

たらしうる行為であり、その際外部資金提供者に対して戦略を共有して自律性を確保

する取組につながり、また幅広く事業内容を共有しつつ、更にこれまで暗黙知として

社会的に未知であった当事者のニーズを基にしたメッセージや事業活動の中で生まれ

たノウハウに基づく新しい仕組みを社会に発信していく過程である。つまり、資金獲

得や内部の合意形成という直接的な効果のみならず、学習プロセスとして、（単に受動

的に資金提供者への説明責任を果たすという以上の積極的な面を含む広義の）アカウ

ンタビリティを向上させる間接的効果を通じて、自己評価活動はプログラムの実施運

営面で、民間非営利組織の自立に貢献しうるのである。 

 

5-3-2. 社会課題の解決に向けた民間非営利組織の自己評価活動の貢献可能性 

 次に、自己評価活動が、社会課題の解決にどのように貢献しうるのか、その可能性

について考察する。１つには前項で確認した、社会課題の解決のためのプログラム実

行主体としての民間非営利組織を強化する働きである。活動に必要なリソースを獲得

し、担い手の育成や更なるコミットメントの強化と効果的なサービス・プログラムの

発展・展開を促す働きである。 

 もう１つ、すべての事例で可能性が示唆されている自己評価活動の社会課題の解決

に向けた貢献可能性がある。それは、自己評価活動が、「省察的実践家（reflective 

practitioner）」（Schon, 1983）としての現場支援者の働きを促進し、実効性のある組

織学習として機能する可能性である。 

 職業的専門家の行為と思考について研究した Donald A. Schon（1983）の論考を基

に、その機能について概説する。組織の強化と規模の拡大は、技術的官僚的な合理性

へと組織を導く。すなわち、専門分化した作業システムの中に現場支援者の働きを組

み込み、その働きの達成と統御についての客観的な測定の枠組みの中にその行為を従

属化させるということである37。あらかじめ詳細に定義された一連の技術的な手続きの

 
37例えば米国のソーシャルワーカーが、コスト削減の名のもとに、時間と行動の研究や業務効率化の専

門家のサービス対象となっている状況や、効率性を上げることを目的にしたシステムによって個々のクラ
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行程と、それが想定する範囲を超えた固有の状況に対処することは、葛藤やジレンマ

といった緊張をもたらし、そのままでは組織的な不安定を引き起こす。例えば、自分

の実践について批判的に考えるソーシャルワーカーが、自組織の支援体制外の対象者

の中に最も支援を必要とする対象者がいると考え、その体制に対して批判的になるよ

うな場合である。こうした場合、業務遂行における一般的な手続きの枠外に、質的な

選別眼を持つ熟練した専門家による状況に応じた柔軟で個別のケースに応じた複雑な

対応が置かれることになる。この場合、反復的継続的に実践可能で、したがって規模

の拡大可能な一般的な手続きと、熟練した現場の専門職による対応の中での経験は交

わらない。 

 こうした中で、自己評価活動は、価値観や目的に基づいて葛藤に注意を向け、その

中心的な原理や価値についてみずから検証し再構築する作業に熟練した専門家を巻き

込む組織運営上の正当性を与え、一般的な手続きや客観的な測定の枠組みと、熟練し

た現場の専門職における質の高い対応による経験を交差させる組織学習の機会をもた

らす。組織として中心的な原理や価値について問い直し、一般的な手続きや客観的な

測定の枠組みを再構築することで、組織的に不安定な状態から組織と個人を開放する

（組織を強化する）とともに、葛藤を生産的でパブリックな探求に変えていく（知識

を創造する）作用を持つと考えられる。これが、現場支援者の葛藤と省察を実効性の

ある組織学習として展開させ、生産的でパブリックな探求に変えていく機能である。 

これは Schon（1983）がその論考の最後で反問し、また事例 Aや C でも指摘されてい

たとおり、理想的ではあるが必ずしも成り立つとは限らず、実現することが困難な機

能にも思える。 

 第一に、緊張関係の中で現場の実践家の主体的なコミットメントを誘発させる必要

があり、そのために必要な過程を構成し、また外部化された経験や葛藤を一般的な手

続きや客観的な測定の枠組みに照らし合わせ、一般的な手続きや客観的な測定の枠組

みを再構成する作業が求められるからである。第 2章でも確認した通り、組織規模が

小さく、間接的活動に携わる余力が少ない状況では、そもそも自己評価活動の実施の

成立の前提条件を満たすことは難しい。民間非営利組織が単独で、短期的に解決する

ことは困難な状況にあるといえる。 

 一方で、社会課題の協働的解決を前提にすれば、全く実現不可能な条件ともいえな

い。5－2でも確認した通り、内発的な動機付けにより、内部情報的な認知状態が形成

されることで、感覚的体験をインプットとしながら効果的な情報処理活動が行われる

可能性はすべての事例で確認された。自己評価活動には組織学習を促進し、また組織

を超えて同じ社会課題を解決しようとする他組織の学習を誘発する機能が確かにある

 
イアントの関心に応えていくことを妨げられていると感じている例を Schon（1983）は挙げている。 
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ということである。それは、感覚的体験の中で観測されていた現場支援者の葛藤と省

察が、エビデンスとして可視化され、またそのインプットによって一般的な手続きや

客観的な測定の枠組みが再構築されたことによって、エビデンスの意義を外部から理

解することが可能になったからである。 

 また、事例 A：2018-2020 のような資金提供者の働きがあれば、当事者の課題状況や

その解決のために必要な活動についての状況をニーズアセスメント・形式知化された

ノウハウを同様の活動を行う組織の改善のための検討の中で活用していくことで、そ

の探求を促進することも可能になる。 

 これは、同じ社会課題を解決しようとする他組織の強化・改善という中間的な成果

物をもたらし、探求を継続させていく。これによって、多数の事例が集まり、生産的

でパブリックな探求の精度が上がっていく。これが、ひいては、社会課題の効率的効

果的な解決に必要な知識を社会的に創造することにつながると考えられるのである。 

民間非営利組織は、熟練した現場の専門職をその活動の従事者として多く抱えている  

 一方で、行政や社会福祉法人等他の非営利組織と比較して、組織規模が小さく歴史

が浅いことが多い。これは一般的な手続きや客観的な測定の枠組みを再構成すること

に対して抵抗感を持つ人が少ないことを意味する。また、労働市場と処遇条件から、

従事者のパブリックサービスモチベーション理論38で説明される部分が大きいことで、

評価過程のニーズアセスメントや対外的発信の場面において従事者の評価活動への内

発的な動機付けが作用しやすいことが考えられる。こうした要因から民間非営利組織

の組織学習の変化は比較的早く現出しやすい組織であると考えられる。 

 従って、民間非営利組織において組織学習の機会を自己評価活動によって促進させ

ることは、未だ解決していない社会課題を解決するために必要な知識を創造する上

で、効率的な取組みであるといえるのではないか。民間非営利組織の現場運営に沿っ

た自己評価活動によって、熟練した現場の専門職における質の高い対応による経験を

基に、一般的な手続きや客観的な測定の枠組みが改善されるフィードバック機能が生

まれ、社会的に効果的な取組みが展開していくのではないか。これが、自己評価活動

の社会課題の解決に向けての貢献可能性であり、社会的効用の最も大きな点ではない

かと考えられる。 

  

 
38 脚注 16 参照 
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第 6章.結論と提言 

 

 本章では、第５章で行った考察を基に民間非営利組織による自己評価の社会的効用

とその要因について結論を提示し（第 1項）、実践的提言（第２項）と本研究の限界及

び今後の研究課題（第３項）について述べる。 

 

６－１．自己評価の社会的効用仮説 

 本稿では、３つの団体が、①事業評価をどのように捉え（どのようなきっかけ・目

的で、何をすることだと考え）、②何をどのように評価として実践し（その際にどのよ

うな外部からの支援を受け）、③その結果、何につながったのか（民間非営利組織自身

の事業・組織運営、ミッションの達成、及び政策等他主体への影響）について、横断

的に検討し、非営利組織の自立（自律、事業改善と資源獲得）、社会課題の解決におけ

る評価の活用可能性について論じた。 

 自主的・主体的に評価に取り組む民間非営利組織によるプログラム評価（自己評価

活動）として、各事例に共通して言える特徴として以下の点があげられる。 

・単年度では活動が完成しておらず、少なくとも２〜３年のサイクルを一区切りと 

 して評価活動に継続的に取り組んでおり、螺旋階段様に発展していること 

・トップマネジメントが評価活動にコミットメントしていること 

・内部スタッフとの丁寧なコミュニケーションを図りながら評価活動への動機づけ 

 を図っていること 

・外部のサポートを効果的に活用していること 

・事業の展開と評価活動が連続的かつ効果的に行われていること 

・自己評価による効果が出ていること 

・効果は、団体内部の組織強化にとどまらず、社会的学習につながっていること 

・評価活動に対し、トップマネジメントの継続意欲があること 

 

 また、内発的動機付けに配慮した評価活動の推進による学習と継続的改善の促進に

よって、暗黙知の形式知化が起こり、組織学習の促進による実施主体の組織強化がも

たらされていることが効果として確認できた。さらに、組織を超えた学習の拡がりが

みられ、社会課題の協働的解決の促進にもつながっていると考えられる。 

第 5章の考察で論じた自己評価の社会的効用とそのメカニズムについて、まとめたの

が次ページの図 6-1である。 
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図 6-1.自己評価の社会的効用仮説 

 

 

出典：筆者作成 

 

 まず、自己評価活動について、プログラム評価への主体的コミットメントをするこ

とで、評価情報の作成場面において、内発的動機づけに基づく内部情報的な情報処理

が行われて効果的なプログラム評価実践が行われ、現場の暗黙知であった情報がエビ

デンス化され、当事者のニーズが明らかになるとともに実践的ノウハウが形式知化す

る。これにより組織内外の学習の材料ができる。更に、レポーティングの場面で民間

非営利組織から、根拠に基づく必要性の説明が行われ、内部マネジメント上、戦略的

な事業実施が強化される。また客観的検証によってその事業の必要性や戦略が第三者

に承認されるとともに、改善点について建設的な提案が外部からしやすくなる。 

 この自己評価活動は、組織内の学習の進展により、組織内の調和や結束力の強化が

され、リソース獲得が起こることで、こうした取り組みがトップマネジメントにより

継続的に実施され、強化されていく。 

 この自己評価活動の結果、一つには社会課題解決主体の組織機能強化が行われ、プ

ログラムの持続・供給力の拡大という社会的な効用が生まれる。根拠に基づく必要性

の説明と戦略的な事業実施により活動に必要なリソースが獲得されるとともに組織内

の学習により担い手の育成や更なるコミットメントが促され、また客観的検証により
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裏付けられた社会的な評判の高まりと外部からの建設的な改善の受け入れにより効果

的な実践の発展や外部への展開が促進されるからである。 

 また、もう一つの社会的効用として、省察的実践家による検証・再構築が行われ、

プログラムの協働的実施の促進がされ、政策形成など協働的社会課題解決の推進につ

ながっていくことがある。実践現場の暗黙知であった当事者ニーズやノウハウに関す

る情報がエビデンス化され、組織機能強化の実績と相まって、同じ社会課題を解決し

ようとする他組織との協働的な学習や協働的実践が誘発される。またそのインプット

によって一般的な手続きや客観的な測定の枠組みが再構築することが可能になるとい

うことである。 

 こうして見出された自己評価活動の２つの社会的効用の意義は以下の通りである。 

   

効用① 社会課題解決主体の組織機能強化 

 自己評価の社会的効用として第一にあげられるのは、社会課題解決のための取組み

（プログラム）の担い手を増やし、その組織を強化することである。 

まず、短期的には、外部資金提供者からみたとき信頼できる存在であるための手段と

してのアカウンタビリティ確保と、活動に必要な資金調達につながるという点があ

る。 

 また、評価情報作成過程において、組織学習を促進する効果が、中期的な意味での

組織強化につながっている。異なる立場において異なる経験をしている者の間での相

互学習が事業の実施主体である組織内の調和や結束力を生み出すとともに、実践経験

の少ない者が経験豊富なものから効率的に学び、新たな担い手の育成に役立つからで

ある。これは、担い手の育成や直接的なプログラムの改善につながるとともに、プロ

グラムの持続や供給力の拡大、担い手の自立を通じて、プログラムの質量を向上させ

るものである。 

 更に、長期的には、明確な目標を外部に示すとともに戦略（事業計画・予算の意思

決定）の整理構築をし、更にこれまで暗黙知として社会的に未知であった当事者のニ

ーズを基にしたメッセージや事業活動の中で生まれたノウハウに基づく新しい仕組み

を社会に発信していく過程が、自己調整学習プロセスとして作用することで、組織の

アカウンタビリティを向上させる効果を生み出す。 

 こうした短期・中期・長期の効果を通じて、自己評価活動は、民間非営利組織の広

義のアカウンタビリティの向上と組織力の向上、自立に貢献しうるのである。 

 また、これは特定単独の組織の発展につながっていることのみを意味するのではな

く、組織内外の担い手の育成や更なる活動へのコミットメントという効果を伴い、組

織外への影響をもらすという点についても改めて着目するべきである。 
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効用② 省察的実践家による検証・再構築に伴う緊張を社会的探求に変える機能 

 自己評価は、省察的実践家としての現場従事者の暗黙知をエビデンス化することで

外部と民間非営利組織の対話・学習を促進し、社会課題の協働的解決を実現する活動

として、大きな役割を果たす可能性があることが、本事例研究を通して確認できた。

一般的に、そのままでは、緊張・葛藤状態の中で形式知化されづらい熟練した現場の

専門職による対応の中での経験と、一般的な手続きや客観的な測定の枠組みを交差さ

せ、組織学習をもたらすとともに、反復的継続的に実践可能でしたがって規模の拡大

可能な一般的な手続きを再構成するための社会的探求に変えていく機能である。 

 さらに、この民間非営利組織の自己評価活動の中で生成される当事者のニーズアセ

スメントや事業実践モデルとしてのプログラム体系は、施策の必要性の検討や効果的

な事業の促進のために、活用できる可能性が高く、施策対象である当事者の目線に沿

った情報が柔軟かつ低コストで入手できる可能性がある。 

 例えば米国のホームレス支援を行う民間非営利組織コミュニティソリューションズ

は、継続的に住居を持たない状況にある人に医療的・福祉的ケアが必要な対象者が多

いこと、救急搬送等に必要な費用を公的に負担している状況を明らかにしつつ未然に

包括的支援に接続可能な住居の提供を行う方策の有効性を公財政の削減効果という側

面から分かりやすく示す39とともに「ホームレス問題が地域からなくなっている状態」

について定義し、実際に毎月その状態に向かっているか（目標が達成されているか）

について地域の担当者が簡易な方法で継続的に確認していく方法を編み出し40、連邦政

府や州政府また豪州の市政府等、地域や国を超えて政策形成に影響を及ぼしている。

日本でも、更なる実践の展開によって、エビデンスの生成や制度改善につながってい

く可能性がある。 

 諸外国の民間非営利組織の現状を主に財務・契約面から分析した原田は、N P Oの

アカウンタビリティを確立していくとともに「政策形成プロセスの参加の回路をより

強いものにしていくこと」を新しい実効的な協働の形として提唱している（原田，

2010： 51-52）。これは、先端的な社会問題に携わっている N P O と行政の目標がかけ

離れたものになっている状況において、「政策の原案を策定する場面に限らず、政策の

執行局面において、サービスの実施を担う N P Oが現場の行政担当者との相互作用を

通じてボトムアップ型の政策を生み出していく（原田，2009：40－41）」プロセスであ

るとされる。コレクティブインパクト論でいう協働的解決が現場の行政担当者と N P 

 
39 ある地域における実証研究（Economic Roundtable, 2009）を基に、包括的支援つき住宅の未然提供

の有無による健康医療・司法・福祉関連の公的負担を算出し比較できる資料を作成している（Liana 

Downey & Associates,2014） 
40 Community Solutions ウェブサイト,https://community.solutions/built-for-zero/functional-zero/

（2021 年 12 月 10 日アクセス） 
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O の間で起こる場面であると言い換えることができるが、そこにおいて、目標の共通

言語化と目標の達成状況の検証を行う評価実践は相互に強化し合う取り組みと継続的

なコミュニケーションを支え、目標達成のために効果的な行動を両者にもたらすこと

が期待できるといえる。 

 すなわち、先端的な社会問題に携わっている民間非営利組織が接している現状や工

夫を、行政の施策を策定したり執行する場面で活用することで、より効果的かつ効率

的にインパクトを創出できる可能性があるということである。 

 そもそも、民間非営利組織は、新たな社会問題を“発見”し、支援や制度の隙間を

埋めて、ある特定の立場（特に社会的“弱者“・少数者）を代表して公益についての

選択肢を提供する機能を社会的に求められている（雨森,2020）。 

 それはすなわち、感覚的体験の中で観測されている少数者のニーズと公益を確保す

るために効果的な方法をエビデンスとして可視化し、組織外から理解・判断すること

が可能にする機能ではないか。これは、当事者の課題状況を明らかにして客観的な測

定の枠組みを再構築し、熟練した現場の専門職の経験に照らし合わせて一般的な行程

を再構築する自己評価活動の作用によって可能になると考えられるのである。 

 

６－２. 実践的提言 

 自己評価活動についての、事業評価の実施や活用にあたり民間非営利組織・政策形

成主体・資金提供者・評価専門家に求められることについて事例研究を踏まえて以下

に述べる。 

 

資金提供者による自己評価活動や研修への投資 

 日本の民間非営利組織は、組織規模が小さく間接的活動に携わる余力が少なく、自

己評価活動の実施の成立の前提条件を満たすことは難しい。こうした中で資金提供者

には、自己評価活動が助成先の組織強化と自立、さらには社会課題の解決に向けた知

識創造につながる可能性があることを踏まえ、試行的な取組みを経て新たなプログラ

ムを形成していく場面で、対人支援の現場実践と並行して、積極的な投資を行ってい

くことが求められる。特に、公的部門の事業委託の際の仕様設定や官民の助成金の運

用の中でこの状況を変えていく必要がある。その際、中期的な目標を定め、当該組織

の自律性が担保された状況下での実践を涵養する姿勢を持ちつつ、同様の社会課題に

取り組む団体同士の交流・対話を奨励し、技術的な援助を得られるようにする中で、

社会的学習の効果を高めるように配慮するべきである。 
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評価専門家の役割 

 また、評価専門家には、フレームワークの提示（評価の意義の共有）、定量的・定性

的な情報の分析手法の紹介とサポートといった専門技術を前提として、自律的実践を

励まし、実際に活用できた手応えの確認をしてエンパワメントする伴走的な支援が求

められている。 

 さらに、継続的に当該社会課題について探求しながら実践共同体の媒介や構築を行

い次につなげていく役割も期待されている。 

 

民間非営利組織による自己評価活動の意義の理解 

 民間非営利組織には、誰かが定めた正しい評価を希求しなくても、目の前の事業対

象者一人ひとりと向き合った経験の省察の結果として自分たちが納得できる評価を目

指す選択肢もあるということを知ることがまず求められる。目的や事業段階に沿った

評価活動を漸進的に進めることが、効果的な取組につながっていくという展望を持っ

た上で、同じ分野に取組む他団体や外部のリソースを利用しながら、客観的なフィー

ドバックを受けて、定性的なものを含むエビデンスに基づいた議論を可能な範囲で継

続的に行っていくことが必要である。また、外部に示すために評価の専門的技術を活

用して客観性・厳格さを保ちつつ、適切に情報を処理しなければいけない。このため

に、内外の専門家で構成された専門チームを組織し事業活動として位置づけることは

効果的であると考えられる。 

 

政策形成主体による社会課題の協働的解決の促進 

 最後に、国や自治体の政策形成主体には、民間非営利組織の自己評価活動の成果を

活用し、政策を更新していくことが求められる。近年、証拠と現場から学び協働する

政策推進手法（Evidence Informed policy Making and Practice）の重要性が改めて

指摘されている（Boaz& Davies,2019）。短期・直接的成果志向・公共サービスの供給

者視点ではない、当事者視点の中長期的・間接的成果を視野に入れたエビデンスを基

に取り組みを進める必要性41が意識されているからである。 

 特に、地域における課題解決に向けた取組みの推進について、具体的な運用場面に

おける検討が必要となる。北大路（2010）は自治体の公共政策の調達の課題解決に向

けて英国のインテリジェント・コミッショニングのコンセプトを取り上げ、仕様書の

作成や改善といった公共調達戦略の中で民間非営利組織に「委任」することで、ニー

ズや取組みに関する知見を活用し、効果的・効率的な政策を推進していくための具体

 
41 EU をはじめとして、Evidence based policy making（エビデンスに基づく政策形成）

から、Evidence informed policy making（エビデンスを活用した政策形成）への注目が広

まっている（欧州連合（EU）ウェブサイト）。 
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的手法を紹介している。基礎自治体の指定管理や業務委託といった政策の運用場面か

ら、民間非営利組織が接している現状や工夫を反映していく取組みが求められる。 

 

６−３．本研究の限界と今後の研究課題 

 本研究の限界として、まずは、前提として自己評価に取組む非営利組織の事例が少

ないことがある。本研究は、対人サービスという意味で事業内容として近接し、また

都市域という意味で地域において近接した３つの事例に限った分析となっている。さ

らに、組織学習の契機となる可能性があることはわかったが、事例のタイムラインと

しても現時点でそれが起きているか十分に検証できる段階になく、組織学習の機会を

作ろうとする側の者のインタビューを基にしており、その影響を受けて新たに学習の

機会を持った側の視点の調査を含んでいない。また、組織学習の結果として組織ある

いは当該事業についてどのような変化が起きたか実証的に検証しているとは言えな

い。 

 本稿は、自己評価活動の効用について仮説を生成した段階であり、今後調査対象を

拡げて時系列変化を見ることや、内外の組織学習の被対象者視点からのトライアンギ

ュレーションを含むより多くの事例分析や、さらに将来的には仮説を量的調査で検証

することが必要ではないかと考えられる。 

 このためには、更なるアクションリサーチが必要となる。民間非営利組織のガバナ

ンスが求められる中で、組織強化策の一環として、事業の直接運営費と合わせて適切

な体制構築が現実的に可能な費用を資金の中で確保し、研修などを通じて普及・奨励

されることが必要である。それを技術的に支える手法として、エンパワメント型評価

や ECB（Evaluation Capacity Building：組織的評価能力養成）42の理論についての実

践的研究が求められる。 

 更に、本研究は民間非営利組織の構成員による自己評価活動と内面的変化に焦点を

当てており、活動対象としている当事者や関係者による評価活動への参加、オーナー

シップの委譲については検証していない。当事者研究等、省察的実践家としての当事

者に焦点を当てる他分野の先行的研究や実践を踏まえて、諸外国の取組みも参照し、

今後研究を進めていく必要がある。 

 また、本研究は、民間非営利組織に絞って検討を行ったが、今後の展望として、自

己評価の効用は、民間非営利組織だけではなく、官の「非営利組織」、すなわち自治体

や国においても適用される可能性があるのではないだろうか。豊岡市（真野，2016）

 
42 「系統的な問いによる訓練された（disciplined）プロセスを通じて、 各組織の中で人々が、自分達自

身を忌憚なく見られるようになることであり、また人々が一連の問いを立てそれを探求するのを助けること

（S.Gopalakrishnan）」（H.Preskill,2009：1） 
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の取組はその可能性を強く示している。こうした点についても、実証的に研究を行っ

ていく必要があると考えられる。 
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